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１．概要

 本資料は、再処理施設の技術基準に関する規則「第 27 条 遮蔽」に関し

て、基本設計方針に記載する事項、添付書類に記載すべき事項、補足説明

すべき事項について整理した結果を示すものである。

 整理にあたっては、「共通 06：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書

類（計算書、説明書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通 07：添付

書類等を踏まえた補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて実施した。

２．本資料の構成

 「共通 06：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説明書）、

添付図面で記載すべき事項」及び「共通 07：添付書類等を踏まえた補足

説明すべき項目の明確化」を踏まえて本資料において整理結果を別紙と

して示し、別紙を以下の通り構成する。

 別紙１：基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較

事業変更許可 本文、添付書類の記載をもとに設定した基本設計

方針と発電炉の基本設計方針を比較し、記載程度の適正化等を図

る。

 別紙２：基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の

展開

基本設計方針の項目ごとに要求種別、対象設備、添付書類等への

展開事項の分類、第１回申請の対象、第２回以降の申請書ごとの

対象設備を展開する。

 別紙３：基本設計方針の添付書類への展開

基本設計方針の項目に対して、展開事項の分類をもとに、添付書

類単位で記載すべき事項を展開する。

 別紙４：添付書類の発電炉との比較

添付書類の記載内容に対して項目単位でその記載程度を発電炉

と比較し、記載すべき事項の抜けや論点として扱うべき差がない

かを確認する。なお、規則の名称、添付書類の名称など差がある

ことが明らかな項目は比較対象としない。（概要などは比較対象

外）

 別紙５：補足説明すべき項目の抽出

基本設計方針を起点として、添付書類での記載事項に対して補足

が必要な事項を展開する。発電炉の補足説明資料の実績との比較

を行い、添付書類等から展開した補足説明資料の項目に追加すべ

きものを抽出する。

 別紙６：変更前記載事項の既設工認等との紐づけ

基本設計方針の変更前の記載事項に対し、既認可等との紐づけを

示す。
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第２７条 （遮蔽）（1 / 14） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
（遮蔽） 

第二十七条 

安全機能を有する施設は、

運転時及び停止時において再

処理施設からの直接線及びス

カイシャイン線による工場等

周辺の線量が原子力規制委員

会の定める線量限度を十分下

回るように設置されたもので

なければならない。 

①,②,④,⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1章 共通項目 

 

 

 

8． 遮蔽 

 安全機能を有する施設は，周辺監視

区域外の線量及び放射線業務従事者の

被ばく線量が，「核原料物質又は核燃

料物質の製錬の事業に関する規則等の

規定に基づく線量限度等を定める告

示」（以下「線量告示」という。）に

定められた線量限度を超えないことは

もとより，公衆の被ばく線量及び放射

線業務従事者が立ち入る場所における

線量を合理的に達成できる限り低くす

るため，以下の遮蔽等の対策を講ずる

設計とする。① 

 

(1) 安全機能を有する施設は，通常時

の再処理施設からの直接線及びスカ

イシャイン線による周辺監視区域外

の線量が，線量告示で定められた線

量限度を超えないようにするととも

に，合理的に達成できる限り低くな

るよう，遮蔽その他適切な措置を講

ずる設計とする。②-1,2 

 

 

 

 

 

 

(2) 安全機能を有する施設は，管理区

域その他再処理施設内の人が立ち入

る場所における外部被ばく及び内部

被ばくによる線量を合理的に達成で

きる限り低減できるよう，遮蔽その

他適切な措置を講ずる設計とする。

③-1,2 

 

a. 遮蔽その他適切な措置としては，

放射線業務従事者の作業性等を考慮

して，遮蔽，機器の配置，遠隔操

作，放射性物質の漏えい防止対策，

換気等，所要の放射線防護上の措置

を講ずる設計とする。③-2 

  なお，遠隔操作の設計について

は，第２章 個別項目の「4.3 制御

室」に示す。また，放射性物質の漏

えい防止対策については，第１章 

共通項目の「4.1 閉じ込め」に基づ

ロ．再処理施設の一般構造 

 

 

 

(２) 放射線の遮蔽に関する構造 

周辺監視区域外の線量及び放射線業務

従事者の線量が，「核原料物質又は核燃

料物質の製錬の事業に関する規則等の規

定に基づく線量限度等を定める告示」

（以下「線量告示」という。）に定めら

れた線量限度を超えないことはもとよ

り，公衆の被ばく線量及び放射線業務従

事者が立ち入る場所における線量を合理

的に達成できる限り低くするため，以下

の遮蔽等の対策を講ずる設計とする。① 

 

 

 

 (ⅰ) 平常時の直接線及びスカイシャイ

ン線による周辺監視区域外の線量及び

放射線業務従事者の線量が合理的に達

成できる限り低くなるよう，【②-1,

③-1】取り扱う放射性物質の種類，量

及びその移動を考慮し，放射線の遮蔽

効果のある機器，洞道，セル及び建屋

の内部に放射性物質を収納し，これら

を組み合わせる設計とする。④-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 遮蔽構造材としては，主としてコン

クリートを用いるが，その他必要に応

じて鉛，鉄，水等を用いる設計とす

る。□1  

 

 

 

1. 安全設計 

1.1 安全設計の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.1 安全機能を有する施設に関する

基本方針 

(11) 安全機能を有する施設は，運転時及

び停止時において再処理施設からの直

接線及びスカイシャイン線による再処

理事業所周辺の空間線量率を十分に低

減する設計とする。◇1  

 

1.3 放射線の遮蔽に関する設計 

再処理施設の遮蔽設計に当たっては，

周辺監視区域外の線量及び放射線業務従

事者の線量が，「核原料物質又は核燃料

物質の製錬の事業に関する規則等の規定

に基づく線量限度等を定める告示（平成

27年８月31日原子力規制委員会告示第８

号）」（以下「線量告示」という。）に

定められた線量限度を超えないことはも

とより，公衆の被ばく線量及び放射線業

務従事者が立ち入る場所における線量を

合理的に達成できる限り低くするため，

以下の遮蔽等の対策を講ずる設計とす

る。◇1  

1.3.1 遮蔽設計の基本方針 

(１) 再処理施設は，通常運転時，定期検

査時等において，放射線業務従事者の

受ける線量が，「線量告示」に定めら

れた線量限度を超えないようにするこ

とはもちろん，放射線業務従事者の立

ち入り場所における線量を合理的に達

成できる限り低くする設計とする。◇1  

(２) 再処理施設からの平常時の直接線及

びスカイシャイン線による公衆の受け

る線量が合理的に達成できる限り低く

なるよう遮蔽等を行う。②-2 

 

(３) 再処理施設の主要設備は，取り扱う

放射性物質の種類，量及びその移動を

考慮し，放射線の低減効果のある機

器，洞道，セル及び建屋の内部に放射

性物質を収納する設計とする。◇1  

 

 

2. 換気設備，生体遮蔽装置等 

2.3 生体遮蔽装置等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準対象施設は，通常運転時にお

いて発電用原子炉施設からの直接ガンマ

線及びスカイシャインガンマ線による発

電所周辺の空間線量率が，放射線業務従

事者等の放射線障害を防止するために必

要な生体遮蔽等を適切に設置すること及

び発電用原子炉施設と周辺監視区域境界

までの距離とあいまって，発電所周辺の

空間線量率を合理的に達成できる限り低

減し，周辺監視区域外における線量限度

に比べ十分に下回る，空気カーマで年間

50 μGy を超えないような遮蔽設計とす

る。 

 

 

発電所内における外部放射線による放

射線障害を防止する必要がある場所に

は，通常運転時の放射線業務従事者等の

被ばく線量が適切な作業管理とあいまっ

て，「核原料物質又は核燃料物質の製錬

の事業に関する規則等の規定に基づく線

量限度等を定める告示」を満足できる遮

蔽設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④-1(P2 へ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③-2(P3 から) 

 

 

 

 

 

 

 

下線：基本設計方針に記載する事項(丸数字で紐づけ) 

波線：基本設計方針と許可の記載の内容変更部分 

灰色ハッチング：基本設計方針に記載しない事項 

黄色ハッチング：発電炉設工認と基本設計方針の記載内容が一致する箇所 

  ：発電炉との差異の理由     ：許可からの変更点等 

【凡例】 

（発電炉の記載） 
＜不一致の理由＞ 
キャスク未設置の発電炉

では，評価をガンマ線に

限定しているが，再処理

施設は，中性子線の影響

も考慮する必要があるた

め、ガンマ線に限定した

記載としない。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

年間50μ㏉は発電炉の

技術基準規則の解釈に

て目標としている基準

であるが、再処理施設

には同様の基準がな

い。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

規則適合させるための設計方針を記載。 

【許可からの変更点】 

主語の明確化。 

【許可からの変更点】 

用語の統一。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

線量低減に関する考え方は発電炉と同じである

が、具体的な対応を添付書類で記載することを

踏まえた記載とした。 

【許可からの変更点】 

用語の統一。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設の事業指定基準規則におい

て，作業性等を考慮し，所要の放射線防

護措置を講ずることの要求があり，事業

変更許可との整合性を考慮し，記載。 

（当社の記載） 
＜不一致の理由＞ 
事業変更許可との整合性を考慮し，

周辺監視区域外の線量と記載。 

（発電炉の記載） 
＜不一致の理由＞ 
発電炉は，外部放射線による被ばくの防止についての記載であるが，再処理

施設は，事業許可の記載を踏まえ，内部被ばくの防止も含めた再処理施設内

の放射線防護上の措置を記載した。 
また，線量告示を満足することについては，冒頭の記載で述べているため，記

載しない。 

【「等」の解説】 

遮蔽をはじめとした線量を低減す

るための対策の例示であって，具

体的な対策は以降の基本設計方針

で示されるため，事業変更許可の

記載を用いた。 

【等の解説】 

「作業性等」については，作業

性，視認性及び動線が考えられる

が，放射線業務従事者の作業，点

検及び移動の妨げにならないよう

することの例示であるため，事業

変更許可の記載を用いた。 

【許可からの変更点】 

主語の明確化。 

【「等」の解説】 

「遮蔽，機器の配置，放射性物質

の漏えい防止対策，換気等」につ

いて，設計として示す遠隔操作に

ついて明確化し，それ以外につい

ては，区域管理及び作業管理が考

えられるが，保安規定に定めて管

理する事項であることから，等の

中に含めることとした。 

【許可からの変更点】 

所要の放射線防護上の措置のう

ち，遮蔽以外の要素について記載

箇所を明確化。 

【許可からの変更点】 

MOX 燃料加工施設の記載と横並びを図り，

記載を適正化。 

【許可からの変更点】 

主語の明確化。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第２７条 （遮蔽）（2 / 14） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 工場等内における外部放

射線による放射線障害を防止

する必要がある場所には、放

射線障害を防止するために必

要な遮蔽能力を有する遮蔽設

備が設けられていなければい

けない。この場合において、

当該遮蔽設備に開口部又は配

管その他の貫通部がある場合

であって放射線障害を防止す

るために必要がある場合に

は、放射線の漏えいを防止す

るための措置が講じられたも

のでなければならない。 

①,③,④,⑤,⑥,⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

くものとし，換気の設計について

は，第２章 個別項目の「5.1.4 換

気設備」に示す。 

 

b. 安全機能を有する施設は，取り扱

う放射性物質の種類，量及びその移動

を考慮し，放射線の遮蔽効果のある機

器，洞道，セル及び建屋の内部に放射

性物質を収納し，これらを遮蔽設備と

して組み合わせる設計とする。④-1 

遮蔽設備はセル遮蔽，補助遮蔽及び

外部遮蔽から構成する。④-2 

  第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外

部遮蔽は，廃棄物管理施設と共用す

る。【④-3】共用する第２低レベル

廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄

物管理施設から受け入れる雑固体が

再処理施設から発生する雑固体と表

面線量当量率が同等であることを確

認して保管廃棄する設計とすること

で，共用によって再処理施設の安全

性を損なわない設計とする。④-4 

 

 

 

c. 再処理施設内の遮蔽設計に当たっ

ては，放射線業務従事者の立入り頻

度及び立入り時間を考慮した遮蔽設

計区分を設け，区分ごとに基準線量

率を設定するとともに，管理区域を

適切に区分し，区分ごとの基準線量

率を満足するよう遮蔽設備を設計す

る。⑤ 

 

 

 

d. セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又

は貫通部がある場合で，開口部又は

貫通部により基準線量率を超えるお

それのある場合には，以下に示すよ

うな放射線漏えい防止措置を講じ，

基準線量率を満足する設計とする。

⑥ 

 (a) セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部

及び貫通部については，線源を直

接見通さないような場所に設置す

る措置⑥ 

 (b) セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部

及び貫通部には，迷路構造，遮蔽

材を設置する等の措置⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅲ) 開口部又は配管，ダクト等の壁貫通

部は，迷路構造，遮蔽材を設置する等

の処理をして放射線を遮蔽する設計と

する。⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅳ) 放射線業務従事者の作業場所への立

ち入り頻度及び立ち入り時間を考慮し

た遮蔽設計区分を設け，区分ごとの基

準線量率を満足する設計とする。⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 放射線業務従事者の作業場所への立

ち入り頻度及び立ち入り時間を考慮し

た遮蔽設計区分を設け，区分ごとの基

準線量率を満足する設計とする。◇1  

また，放射線業務従事者の立ち入る

場所の線量率は，放射性物質を内包す

る機器の遮蔽及びこれらの機器を収納

するセル又は室の遮蔽を適切に組み合

わせることによって低減する。◇1  

 

 

(５) 開口部又は配管，ダクト等の壁貫通

部は，迷路構造，遮蔽材を設置する等

処理をして放射線を遮蔽する設計とす

る。◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 生体遮蔽は，主に一次遮蔽，二次遮

蔽，中央制御室遮蔽及び緊急時対策所遮

蔽から構成し，想定する通常運転時，運

転時の異常な過渡変化時，設計基準事故

時及び重大事故等時に対し，地震時及び

地震後においても，発電所周辺の空間線

量率の低減及び放射線業務従事者等の放

射線障害防止のために，遮蔽性を維持す

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遮蔽設計は，実効線量が 1.3 mSv/3 月

間を超えるおそれがある区域を管理区域

としたうえで，日本電気協会「原子力発

電所放射線遮へい設計規程（ＪＥＡＣ４

６１５）」の通常運転時の遮蔽設計に基

づく設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 生体遮蔽に開口部又は配管その他の貫

通部があるものにあっては，必要に応じ

て次の放射線漏えい防止措置を講じた設

計とするとともに，自重，附加荷重及び

熱応力に耐える設計とする。 

 ・開口部を設ける場合，人が容易に接

近できないような場所（通路の行き

止まり部，高所等）への開口部設置 

 ・貫通部に対する遮蔽補強（スリーブ

と配管との間隙への遮蔽材の充てん

等） 

 ・線源機器と貫通孔との位置関係によ

り，貫通孔から線源機器が直視でき

ない措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④-1(P1 から) 

 

④-2(P4，5 から) 

 

 

④-3(P5 から) 

 

 

 

 

 

 

④-4(P5 から) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉は，技術基準規則の解釈において，日

本電気協会「原子力発電所放射線遮へい設計

規程」（JEAC4615-2008）を適用する要求が

あるが，再処理施設においては，同様の要求

がないため。 

【許可からの変更点】 

対象の明確化。 

【許可からの変更点】 

「配管，ダクト等」は，貫通部の例示であり，

具体は添付書類で示すことから，記載しない。 【許可からの変更点】 

技術基準規則の要求事項から，開

口部及び貫通部があるものについ

て対象を明確化。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

自重，附加荷重及び熱

応力に関する記載は，

発電炉の技術基準規則

の要求であるが，再処

理施設には同様の要求

がない。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設の事業指定基準規則に対応し，管

理区域を区分し，基準線量率を満足する設計

とする旨を記載。 

【許可からの変更点】 

MOX 燃料加工施設の記載と横並びを図り，

開口部及び貫通部について，線源を直接見

通さない場所に設置することを追加。 
【許可からの変更点】 

遮蔽設計において，通路等，作業場所に限ら

ず放射線業務従事者の立入頻度及び立入時間

を考慮しているため，基本設計方針において

「作業場所への」を削除し，適正化した。 

【許可からの変更点】 

MOX 燃料加工施設の記載と横並びを図り，管

理区域を適切に区分することを追加。 

【許可からの変更点】 

技術基準規則の要求事項から，放射

線漏えい防止措置の記載を明確化。 

【許可からの変更点】 

MOX 燃料加工施設の記載と横並

びを図り，記載を適正化。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

高所等は線源を直接見通

さないような場所への設

置に当たると考えている

ことから記載しない。 

【「等」の解説】 

「迷路構造，遮蔽材を設置する等」

を指す内容には，屈曲構造，スクリ

ューダクト等も含まれ，詳細は添付

書類にて説明することから，事業変

更許可の記載を用いた。 

【許可からの変更点】 

発電炉の記載構成を考慮し，遮蔽設備の構

成を記載。 
（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

地震においても機能を維持する記載は他条

文「第六条 地震による損傷の防止」に

て記載。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

制御室及び緊急時対策所の遮蔽は，「第二十

三条 制御室等」，「第四十八条 制御室」

及び「第五十条 緊急時対策所」にて記載。 

【許可からの変更点】 

主語の明確化。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

遮蔽設備を設ける方針は同様で

あるが，再処理施設の特徴であ

る，取り扱う放射性物質の種

類，量及びその移動を考慮し，

各遮蔽設備を組み合わせること

を基本設計方針に記載。 【許可からの変更点】 

遮蔽効果のある機器，洞道，セル及び建屋が

遮蔽設備であることを明確化 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽を廃

棄物管理施設と共用することについて，当社

特有の記載であるため。 
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e. 遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算

に用いる線源，遮蔽材の形状及び材

質，計算誤差等を考慮し，十分な安

全余裕を見込む。また，遮蔽計算に

おいては，許認可において使用実績

があり，信頼性のある計算コードを

使用する。⑦-1，⑦-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅴ) 遮蔽設計に用いる線源は，最大処理

能力，最大貯蔵量，工程内で核種の組

成や濃度が変化するといった再処理施

設の特徴を考慮し，【□2 】遮蔽設計上

厳しい条件を設定する。⑦-1 

また，遮蔽計算においては，信頼性

のある計算コードを用いて計算すると

ともに，遮蔽材の形状及び材質並びに

計算誤差等を考慮し，十分な安全余裕

を見込む設計とする。⑦-2 

 

 

(ⅵ) 放射線業務従事者の立入場所におけ

る線量を合理的に達成できる限り低

減できるように，放射線業務従事者

の作業性等を考慮して，遮蔽，機器

の配置，放射性物質の漏えい防止，

換気等，所要の放射線防護上の措置

を合理的に達成可能な限り講ずる。

③-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅶ) 運転時の異常な過渡変化時又は設計

基準事故時において，再処理施設の状

態の監視及び必要な操作を行う制御室

は，運転員がその場にとどまっても過

度の被ばくを受けない設計とする。□3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (６) 遮蔽設計に用いる線源は，最大再

処理能力，最大貯蔵量，工程内で核種

の組成や濃度が変化するといった再処

理施設の特徴を考慮し，遮蔽設計上厳

しい条件を設定する。◇1  

また，遮蔽計算においては，信頼性

のある計算コードを用いて計算すると

ともに，遮蔽材の形状及び材質並びに

計算誤差等を考慮し，十分な安全余裕

を見込む設計とする。◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(７) 再処理施設は，設計基準事故時にお

いても，敷地周辺の公衆に対して著し

い放射線被ばくのリスクを与えないよ

うにする。◇8  

 

 

 

(８) 運転時の異常な過渡変化時又は設計

基準事故時において，再処理施設の状

態の監視及び必要な操作を行う制御室

は，運転員がその場にとどまっても過

度の被ばくを受けない設計とする。◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（格納容器圧力逃し装置に係る内容は，
東海第二特有の記載であるため，省略す
る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③-2(P1 へ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「等」の解説】 

「計算誤差等」については，計算

に係る諸条件を包括した表記であ

ることから，添付書類にて示し，

当該箇所では事業変更許可の記載

を用いる。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設の事業指定基準規則に対応し，

遮蔽設計に用いる線源及び遮蔽計算に係る

方針を記載。 

【許可からの変更点】 

再処理施設の事業指定基準規則の要求は，

ALARA の考えの下，所要の放射線防護措置

を講ずる設計とすることであるため，記載

を適正化 

【許可からの変更点】 

MOX 燃料加工施設の記載と横並

びを図り，記載を適正化。 
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ト．放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び

設備 

(３) 固体廃棄物の廃棄施設 

(ⅰ) 構 造 

 

（中略） 

 

低レベル固体廃棄物貯蔵設備は，再

処理施設から発生する低レベル廃棄物

を貯蔵するとともに，ＭＯＸ燃料加工

施設及び廃棄物管理施設から発生し容

器に詰められた雑固体を貯蔵する設計

とする。そのため，低レベル固体廃棄

物貯蔵設備の第２低レベル廃棄物貯蔵

系をＭＯＸ燃料加工施設と共用し，第

２低レベル廃棄物貯蔵系の一部を廃棄

物管理施設と共用するとともに，

【□4 】第２低レベル廃棄物貯蔵系の一

部を収納する第２低レベル廃棄物貯蔵

建屋の一部は，遮蔽として廃棄物管理

施設と共用する。【④-3】共用によっ

て再処理施設の安全性を損なわない設

計とする。④-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3.2 遮蔽設計区分 

遮蔽設計区分は，放射線業務従事者及

び管理区域に一時的に立ち入る者（以下

「放射線業務従事者等」という。）の立

ち入り頻度，立ち入り時間を考慮して５

段階に区分するとともに，放射線業務従

事者の被ばく低減に留意した設計基準線

量率を定める。◇2  

 

区    分 
基準線量

率 

管理区

域外 

Ⅰ1: 管理区域

外 

≦ 2.6μ

Sv/h 

管理区

域内 

Ⅰ2: 週48時間

以内しか立ち入

らないところ 

≦  10μ

Sv/h 

Ⅰ3: 週10時間

程度しか立ち入

らないところ 

≦  50μ

Sv/h 

Ⅰ4: 週１時間

程度しか立ち入

らないところ 

≦ 500μ

Sv/h 

Ⅰ5: 通常は立

ち入らないとこ

ろ 

＞ 500μ

Sv/h 

（注）上表区分欄に示す時間は，毎週必

ず立ち入る時間を示すものではな

く，立ち入りに対する制限は線量

率，作業に要する時間及び個人の

線量を考慮して決定する。◇2  

 遮蔽設計区分図を第1.3－１図～第1.3

－102図に示す。◇2  

 

1.3.3 遮蔽の分類 

再処理施設には，敷地周辺の公衆及び

放射線業務従事者等の被ばくを低減する

ため【◇1 】以下の遮蔽を設ける。④-2 

(１) セル遮蔽 ④-2 

セル遮蔽は，セル，貯蔵室等を構成

する構築物であり，セル内，貯蔵室内

等の放射性物質を内包する機器等から

の放射線を低減するためのもので，主

要部はコンクリート壁等の遮蔽体で構

成する。◇2  

(２) 補助遮蔽 ④-2 

補助遮蔽は，設備，機器周りの遮蔽

で放射性物質を内包する機器等からの

放射線を低減するためのもので，コン

クリート壁，水，鉛板，鉄板等の遮蔽

体で構成する。◇2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④-3 (P2 へ) 

 

④-4 (P2 へ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④-2 (P2 へ) 

④-2 (P2 へ) 

 

 

 

 

 

 

④-2 (P2 へ) 
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(３) 外部遮蔽 ④-2 

外部遮蔽は，建物外壁等を構成する

構築物であり，建物又は施設の外側及

び周辺監視区域外への放射線を低減す

るためのもので，主要部はコンクリー

ト壁等の遮蔽体で構成する。◇2  

第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部

遮蔽は，廃棄物管理施設と共用する。

④-3 

共用する第２低レベル廃棄物貯蔵建

屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設から

受け入れる雑固体が再処理施設から発

生する雑固体と表面線量当量率が同等

であることを確認して保管廃棄する設

計とすることで，共用によって再処理

施設の安全性を損なわない設計とす

る。④-4 

また，以上の遮蔽のほかに，機器及

び設備の補修等のために一時的に使用

する一時的遮蔽として，コンクリート

ブロック，鉛板，鉄板等からなる遮蔽

体を必要に応じて使用する。◇9  

再処理施設の遮蔽の主要設備の仕様

を第1.3－１表に示す。◇3  

 

1.3.4 遮蔽設計に用いる線源 

  遮蔽設計に用いる線源は，以下のと

おり設定する。◇2  

(１) 遮蔽設計に用いる設計用燃料仕様 

再処理施設の各施設における遮蔽設

計に用いる設計用燃料仕様を第1.7.8

－１表に示すとおり設定する。また，

製品貯蔵施設等での娘核種のビルドア

ップを考慮した設計とする。◇2  

 (２) 遮蔽設計に用いる線源強度 

ａ．ガンマ線の遮蔽設計に用いる線源強

度及びエネルギスペクトルは，設備，

機器等の最大放射能量を考慮するとと

もに，遮蔽設計に用いる設計用燃料仕

様に基づき，ＯＲＩＧＥＮ２コードに

より算出される核種組成を基準に，工

程内での組成変化，濃度変化等を考慮

し，遮蔽設計上厳しい評価結果を与え

るように設定する。◇2  

ｂ．中性子線の遮蔽設計に用いる線源強

度は，設備，機器等の最大放射能量を

考慮するとともに，遮蔽設計に用いる

設計用燃料仕様に基づき，ＯＲＩＧＥ

Ｎ２コードにより算出されるアクチノ

イド及びその娘核種の工程内での組成

変化，濃度変化等を考慮して中性子発

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④-2 (P2 へ) 

 

 

 

 

 

 

 

④-3 (P2 へ) 

 

 

 

 

 

 

 

④-4 (P2 へ) 
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生数を設定し，遮蔽設計上厳しい評価

結果を与えるように設定する。また，

中性子線エネルギスペクトルは，遮蔽

設計上厳しい評価結果を与えるように

キュリウム－242による（α，ｎ）反

応で生成する中性子線のエネルギスペ

クトルとする。ただし，プルトニウム

精製設備からウラン・プルトニウム混

合酸化物貯蔵設備までは，プルトニウ

ム－239の（ｎ，ｆ）反応により生成

する中性子線のエネルギスペクトルと

する。◇2  

ｃ．使用済燃料を収納した使用済燃料輸

送容器（以下「キャスク」という。）

を取り扱う工程での遮蔽設計に用いる

線源強度は，キャスク表面から１ｍ離

れた位置での線量当量率を100μＳｖ

／ｈとし，また，エネルギスペクトル

は，遮蔽設計上厳しい評価結果を与え

るようにキャスクから放出される放射

線エネルギのうち高エネルギの７Ｍｅ

Ｖ単一ガンマ線として設定する。◇2  

ｄ．原子炉施設から使用済燃料集合体等

とともに持ち込まれる腐食生成物質を

取り扱う工程での遮蔽設計に用いる線

源強度は，原子炉施設の実績等に基づ

いて設定し，また，エネルギスペクト

ルは，遮蔽設計上厳しい評価結果を与

えるようにコバルト－60を代表核種と

して設定する。◇2  

(３) 遮蔽設計に用いる線源の核種組成 

再処理施設は，ウラン及びプルトニ

ウムと核分裂生成物質等を分離する施

設であるので，再処理工程内における

放射性物質の組成は領域ごとに異な

る。◇2  

遮蔽設計においては，線源の組成が

大きく寄与することから，再処理工程

内での放射性物質の挙動を考慮し，第

1.3－103図に示す核種組成の領域及び

第1.3－２表に示す核種組成を基に遮

蔽設計に用いる線源の核種組成を設定

する。◇2  

ここで，分離設備下流のウラン精製

設備，プルトニウム精製設備を含むＳ

５領域の組成をルテニウム，ロジウム

で代表させているが，これは，分離設

備出口以降の工程では，核分裂生成物

質のうちルテニウム，ロジウム及び気

体状の核分裂生成物質を除くもの（以

下「その他のＦＰ」という。）のガン
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マ線エネルギスペクトルへの影響が，

ルテニウム，ロジウムに比べて無視で

きる程度であることを表している。分

離設備における抽出特性の差異から，

分離設備出口以降ではルテニウム，ロ

ジウムのその他のＦＰ核種に対する割

合は増加する。ルテニウム，ロジウム

とその他のＦＰを加えた全てのアルフ

ァ線を放出しない核種及びルテニウ

ム，ロジウムに対して報告されている

知見等から，ルテニウム，ロジウムの

その他のＦＰに対する相対的な割合は

分離設備入口に比べて約24倍以上に増

加する。こうした場合，全てのガンマ

線源核種をルテニウム，ロジウムと考

えても，単位線源強度当たりの線量当

量率は同じと見なせ，遮蔽設計用燃料

仕様の持つ安全余裕等を考慮すると，

あらゆる遮蔽厚さに対する線源条件と

して，安全余裕は確保される。そこ

で，分離設備下流のウラン精製設備，

プルトニウム精製設備を含む領域を統

合し，線源組成として100％（Ｒｕ，

Ｒｈ) を設定する。◇2  

 

 

1.9.3 遮蔽等 

（遮蔽等） 

第三条 安全機能を有する施設

は、運転時及び停止時において

再処理施設からの直接線及びス

カイシャイン線による工場等周

辺の線量が十分に低減できるよ

う、遮蔽その他適切な措置を講

じたものでなければならない。 

２ 安全機能を有する施設は、工場

等内における放射線障害を防止す

る必要がある場合には、次に掲げ

るものでなければならない。 

一 管理区域その他工場等内の人

が立ち入る場所における線量を

低減できるよう、遮蔽その他適

切な措置を講じたものとするこ

と。 

二 放射線業務従事者が運転時の

異常な過渡変化時及び設計基準

事故時において、迅速な対応を

するために必要な操作ができる

ものとすること。 
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適合のための設計方針 

第１項について 

安全機能を有する施設は，再処理施設

からの直接線及びスカイシャイン線によ

る公衆の線量が，運転時及び停止時にお

いて合理的に達成できる限り低減できる

よう再処理施設の配置を考慮した遮蔽設

計を行う。◇2  

 

第２項について 

安全機能を有する施設は，工場等内に

おける放射線障害を防止する必要がある

場合には，次の方針に基づき遮蔽設計を

行う。◇1  

 

第一号について 

安全機能を有する施設は，放射線業務

従事者の外部放射線による放射線障害を

防止できるように，以下のような放射線

防護上の措置を講ずる。◇1  

(１) 遮  蔽 

安全機能を有する施設は，外部放射

線による放射線障害を防止するため，

遮蔽設計区分を設け，各区分に定める

基準線量率を満足するよう遮蔽設計を

行う。また，開口部又は配管，ダクト

等の壁貫通部に対しては，迷路構造，

遮蔽材を設置する等の処理をして放射

線を遮蔽する設計とする。◇1  

遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に

用いる遮蔽材の形状，材質等を考慮

し，最も厳しい評価結果となるよう計

算する。◇1  

管理区域は，外部放射線に係る線量

率の高低，空気中の放射性物質の濃度

又は床，壁及び天井の表面の放射性物

質の密度に起因する汚染の高低等を勘

案して区分する。◇9   

(２) 換気設備 

換気設備は，汚染のおそれのある区

域を，清浄区域より負圧に維持できる

ようにするとともに，汚染の程度の低

い区域から汚染の程度のより高い区域

に向かって空気を流し，汚染の拡大を

防止する設計とする。◇4 ◇5  

(３) 放射性物質の漏えい防止 

安全機能を有する施設は，放射性物

質を限定した区域に閉じ込め，放射性

物質の漏えいを防止する設計とする。

◇5  
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(４) その他 

せん断機，溶解槽等の機器は，セル

内に収納し，放射性物質を限定した区

域に閉じ込めるとともに，セル遮蔽に

より機器等からの放射線を低減する設

計とする。◇1 ◇5  

再処理施設の運転の監視及び制御に

必要な表示及び操作装置は，中央制御

室に配置し，また，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設等の運転の監視及

び制御に必要な表示及び操作装置は，

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の制御室

に設置することにより，集中的に監視

及び制御ができる設計とする。◇7  

 

第二号について 

安全機能を有する施設は，運転時の異

常な過渡変化時及び設計基準事故時にお

いて，放射線業務従事者が，必要な操作

及び措置ができる遮蔽設計及び換気設計

とする。◇4 ◇6  

 

添付書類六の下記項目参照 

1.3 放射線の遮蔽に関する設計 

1.4 使用済燃料等の閉じ込めに関す

る設計 

6.  計測制御系統施設 

7.  放射性廃棄物の廃棄施設 

添付書類七の下記項目参照 

2.2 管理区域の管理 

5. 平常時における公衆の線量評価 
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第 1.3－１表 遮蔽の主要設備の仕様◇3  

 

(１) 使用済燃料輸送容器管理建屋＊ 

 セル遮蔽(除染室)  厚さ 約 0.9ｍ

以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(２) 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋＊ 

セル遮蔽(燃料貯蔵プール) 

厚さ 約 1.5ｍ以上 

         材料 コンクリート 

補助遮蔽(燃料貯蔵プール) 

水深 約 6.9ｍ 

         材料 水 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(３) 前処理建屋 

セル遮蔽(清澄機セル) 

 厚さ 約 1.4ｍ以上 

                  材料 コンクリート 

セル遮蔽(溶解槽セル) 

厚さ 約 1.1ｍ以上 

       材料 重量コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(４) 分離建屋 

セル遮蔽(高レベル廃液濃縮缶セル) 

         厚さ 約 1.6ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(５) 精製建屋 

セル遮蔽(第２酸回収蒸発缶セル) 

厚さ 約 0.9ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(６) ウラン脱硝建屋 

セル遮蔽(硝酸ウラニル貯蔵室) 

厚さ  約 0.3ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(７) ウラン・プルトニウム混合脱硝建 

   屋 

セル遮蔽(硝酸プルトニウム貯槽セル) 

         厚さ 約 0.8ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽   厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 
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(８) ウラン酸化物貯蔵建屋 

セル遮蔽(貯蔵室)  厚さ 約 0.5ｍ

以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(９) ウラン・プルトニウム混合酸化物

貯蔵建屋 

セル遮蔽(貯蔵室)厚さ 約 0.5ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(10) 高レベル廃液ガラス固化建屋 

セル遮蔽(高レベル濃縮廃液貯槽セル) 

         厚さ 約 1.5ｍ以上 

         材料 コンクリート 

セル遮蔽(固化セル) 厚さ 約 1.3ｍ

以上 

         材料 コンクリート 

セル遮蔽(貯蔵区域) 

厚さ コンクリート約 1.4ｍ以上 

     ＋鉄板約 4cm(天井及び床） 

     材料 コンクリート，鉄 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(11) 第１ガラス固化体貯蔵建屋 

 第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟 

セル遮蔽(貯蔵区域) 

  厚さ コンクリート約 1.7ｍ以上 

     ＋鉄板約 4cm(天井及び床） 

     材料 コンクリート，鉄 

外部遮蔽      厚さ 約 0.2ｍ以上 

            材料 コンクリート 

 第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟 

セル遮蔽(貯蔵区域) 

 厚さ コンクリート約 1.7ｍ以上 

      ＋鉄板約 4cm(天井） 

   材料 コンクリート，鉄 

外部遮蔽      厚さ 約 0.2ｍ以上 

          材料 コンクリート 

(12) 低レベル廃液処理建屋 

セル遮蔽(第１低レベル第２廃液受槽

室) 

         厚さ 約 0.6ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

          材料 コンクリート 

(13) 低レベル廃棄物処理建屋 

セル遮蔽(第１廃棄物取扱室) 

  厚さ 約 0.9ｍ以上 

          材料 コンクリート 
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外部遮蔽     厚さ 約 1.0ｍ以上 

          材料 コンクリート 

(14) チャンネル ボックス・バーナブ

ル ポイズン処理建屋 

セル遮蔽(貯蔵室)厚さ 約 1.4ｍ以上 

         材料 コンクリート 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(15) ハル・エンド ピース貯蔵建屋 

セル遮蔽(貯蔵プール) 

厚さ 約 1.5ｍ以上 

         材料 コンクリート 

補助遮蔽(貯蔵プール) 

水深 約 1.5ｍ以上 

         材料 水 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(16) 第１低レベル廃棄物貯蔵建屋＊ 

外部遮蔽 厚さ 約 0.5ｍ以上(天井) 

  約 0.5ｍ以上及び約 0.7ｍ以上(側壁） 

              材料 コンクリート 

(17) 第２低レベル廃棄物貯蔵建屋＊ 

外部遮蔽（廃棄物管理施設と共用） 

            厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

(18) 第４低レベル廃棄物貯蔵建屋＊ 

 外部遮蔽 厚さ 約 0.5ｍ以上(天井) 

 約 0.5ｍ以上及び約 0.7ｍ以上(側壁) 

        材料 コンクリート 

(19) 分析建屋 

セル遮蔽(回収槽セル)   

厚さ コンクリート約 0.7ｍ以上 

      ＋鉄板約 19 ㎝(天井) 

   コンクリート約 1.0ｍ以上(側壁) 

   材料 コンクリート，鉄 

外部遮蔽    厚さ 約 1.0ｍ以上 

         材料 コンクリート 

注）＊印の建物の遮蔽は，使用済燃料の

受入れ及び貯蔵に係る設備である。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第２７条 （遮蔽）（13 / 14） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
第 1.3－２表 核種組成表◇2  

 

領 域 線 源 組 成 (注) 

Ｓ０ 

 

Ｓ１ 

 

Ｓ２ 

 

 

Ｓ３ 

 

 

Ｓ４ 

 

 

Ｓ５ 

 

Ｓ７ 

 

 

 

Ｓ８ 

 

 

 

 

Ｓ９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｓ１０ 

 

 

 

 

 

Ｓ１１ 

 

 

 

 

 

 

ＦＰ＋ＡＰ＋アクチノイド 

 

ＦＰ＋アクチノイド 

 

ＡＰ＋0.5 ％ＦＰ＊１＋5.1 ％

（Ｒｕ，Ｒｈ） 

 

構造材 2ｋｇ中のＡＰ＋51％

（Ｒｕ，Ｒｈ） 

 

ＦＰ（気体状のＦＰを除く）

＋アクチノイド 

 

Ｒｕ，Ｒｈ 

 

Ｐｕ＋Ｐｕ１ｇ当たり4.44×1

0５Bq（Ｒｕ，Ｒｈ) 

＋5,000ppm ２４１Ａｍ／Ｐｕ 

 

Ｕ＋（Ｕ１ｇ当たりＰｕ及び

Ｎｐそれぞれ7,500 αdpm） 

＋Ｕ１ｇ当たり1.85×10４Bq

（Ｒｕ，Ｒｈ） 

 

精製後１年を経過したＰｕ＊２ 

＋Ｐｕ１ｇ当たり4.44×10５Bq

（Ｒｕ，Ｒｈ） 

＋精製後１年を経過したＵ＊３ 

＋（Ｕ１ｇ当たりＰｕ及びＮ

ｐそれぞれ7,500 αdpm） 

＋Ｕ１ｇ当たり1.85×10４Bq

（Ｒｕ，Ｒｈ) 

 

精製後１年を経過したＵ＊３ 

＋（Ｕ１ｇ当たりＰｕ及びＮ

ｐそれぞれ7,500 αdpm） 

＋Ｕ１ｇ当たり1.85×10４Bq

（Ｒｕ，Ｒｈ） 

 

遮蔽設計上最も厳しくなる貯

蔵期間を経過したＰｕ＊２ 

＋Ｐｕ１ｇ当たり4.44×10５Bq

（Ｒｕ，Ｒｈ） 

＋遮蔽設計上最も厳しくなる

貯蔵期間を経過したＵ＊３ 

＋（Ｕ１ｇ当たりＰｕ及びＮ
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第２７条 （遮蔽）（14 / 14） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

 

 

 

 

Ｓ１２ 

 

 

ｐそれぞれ7,500 αdpm） 

＋Ｕ１ｇ当たり1.85×10４Bq

（Ｒｕ，Ｒｈ） 

 

遮蔽設計上最も厳しくなる貯

蔵期間を経過したＵ＊３ 

＋（Ｕ１ｇ当たりＰｕ及びＮ

ｐそれぞれ7,500 αdpm） 

＋Ｕ１ｇ当たり 1.85×10４Bq

（Ｒｕ，Ｒｈ） 

 

 ＦＰ   ：核分裂生成物質 

 ＡＰ   ：放射化生成物質 

 ＦＰ＊１：核分裂生成物質のうちＲｕ

及びＲｈを除く 

 Ｐｕ＊２：Ｐｕ及びその核壊変によっ

て生成した物質 

 Ｕ＊３ ：Ｕ及びその核壊変によって

生成した物質 

 

（注）線源組成は，ＯＲＩＧＥＮ２コー

ドにより求められた単位質量当たり

の各核種の量を表中の分類に従って

合成することにより得られる。 
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第二十七条（遮蔽） 

１．技術基準の条文，解釈への適合に関する考え方 

№ 基本設計方針に記載する事項 適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 添付書類 

① 遮蔽設計の基本的な考え方 
技術基準の要求を受けている内容

であるため記載。 

１項 

２項 
－ b 

② 

再処理施設からの直接線及び

スカイシャイン線に対する設

計方針 

技術基準の要求を受けている内容

であるため記載。 
１項 － a,b,h 

③ 
放射線業務従事者の被ばく線

量の低減に関する設計方針 

技術基準の要求を受けている内容

であるため記載。 

２項 

(10条) 

(23条) 

(28条) 

－ b 

④ 
遮蔽設備の構成に関する設計

方針 

技術基準の要求を受けている内容

であるため記載。 

１項 

２項 
－ b,d 

⑤ 

遮蔽設計区分の設定と区分ご

との基準線量率に関する設計

方針 

技術基準の要求を受けている内容

であるため記載。 
２項 － a,b,h 

⑥ 

遮蔽設備に開口部又は貫通部

を設置する場合の措置に関す

る設計方針 

技術基準の要求を受けている内容

であるため記載。 
２項 － b,h 

⑦ 

遮蔽設計に用いる線源，遮蔽計

算の方法及び使用する計算コ

ードに関する設計方針 

技術基準の要求を受けている内容

であるため記載。 

１項 

２項 
－ b 

２．事業変更許可申請書の本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

□1  遮蔽設備の仕様 
遮蔽設備の具体的な仕様は仕様表に記載するため，記載

しない。 
a 

□2  添付書類記載事項 
添付書類Ⅱ「放射線による被ばくの防止に関する説明書」

で詳細を記載するため，記載しない。 
b 

□3  制御室 
制御室の居住性に係る設計については第 23 条「制御室

等」の基本設計方針で記載する。 
f 

□4  保管廃棄施設 
保管廃棄施設に係る設計については，第 25条「保管廃棄

施設」の基本設計方針で記載する。 
g 

３．事業変更許可申請書の添六のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

◇1  重複記載 
事業変更許可申請書本文（設計方針）と内容が重複する

ため，記載しない。 
－ 

◇2  添付書類記載事項 
添付書類Ⅱ「放射線による被ばくの防止に関する説明書」

で詳細を記載するため，記載しない。 
b 

◇3  設備仕様の仕様 仕様表にて記載する。 a 

◇4  換気設備 換気設備に係る設計については第 28条「換気設備」の基 g 
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本設計方針で記載する。 

◇5  放射性物質の漏えい防止 
放射性物質の漏えい防止に係る設計については第 10 条

「閉じ込めの機能」の基本設計方針で記載する。 
c 

◇6  安全機能を有する施設 

安全機能を有する施設において，運転時の異常な過渡変

化及び設計基準事故時に必要な操作及び措置を可能とす

る設計については第 16条「安全機能を有する施設」の基

本設計方針で記載する。 

－ 

◇7  制御室 
制御室の機能に係る設計については第 23条「制御室等」

の基本設計方針で記載する。 
e 

◇8  

設計基準事故時における公衆

に著しい被ばくのリスクを与

えない方針 

設計基準事故時の公衆の線量評価については，許可で示

しており，設工認においてはその詳細を展開しないため，

基本設計方針に記載しない。 

－ 

◇9  運用に係る放射線防護措置 
管理区域の区域管理又は作業管理の一環として保安規定

に定めて管理する事項であるため，記載しない。 
－ 

４．添付書類等 

№ 書類名 

a 仕様表(設計条件及び仕様) 

b Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書 

c Ⅵ-1-1-2 閉じ込めの機能に関する説明書 

d 
Ⅳ-1-1-4 安全機能を有する施設及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関

する説明書 

e Ⅵ-1-5-1 制御室及び緊急時対策所の機能に関する説明書 

f Ⅵ-1-5-2 制御室及び緊急時対策所の居住性に関する説明書 

g Ⅵ-1-6 放射性廃棄物の廃棄施設に関する説明書 

h 
Ⅵ-2-2 平面図及び断面図 

Ⅵ-2-5 構造図 
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令和５年１月５日 Ｒ２ 

 

 

 

 

 

別紙２ 
 

 

 

基本設計方針を踏まえた添付書類の 

記載及び申請回次の展開 
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第27条 遮蔽）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

1

8.　遮蔽
　安全機能を有する施設は，周辺監視区域外の線量及び放射線業務従事者
の被ばく線量が，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則
等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（以下「線量告示」とい
う。）に定められた線量限度を超えないことはもとより，公衆の被ばく線
量及び放射線業務従事者が立ち入る場所における線量を合理的に達成でき
る限り低くするため，以下の遮蔽等の対策を講ずる設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針

Ⅱ-1　放射線による被ばくの防止に関する基本方
針
1．放射線による被ばくの防止の基本方針

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

【基本的な考え方】
・放射線による被ばくの防止の基本方針を記載

・遮蔽設計の基本方針を記載

- - - - -

基本方針
評価方法

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

2.2　遮蔽設計の考え方

4.4　直接線及びスカイシャイン線による線量の
評価方法

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【遮蔽設計の考え方】
・基本的な考え方を踏まえた遮蔽設計の考え方を
記載

【直接線及びスカイシャイン線による線量の評価
方法】
・再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線
による公衆の被ばく線量の評価方法を記載。

- - - - -

設計方針（直接線及びス
カイシャイン線の遮蔽）

Ⅵ-2-2　平面図及び断面図
Ⅵ-2-5　構造図

既設工認の構造より変更なし

【遮蔽設備の設計方針】
・遮蔽設備の構造を説明

- - - - -

3

(2) 安全機能を有する施設は，管理区域その他再処理施設内の人が立ち入
る場所における外部被ばく及び内部被ばくによる線量を合理的に達成でき
る限り低減できるよう，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。
a.　遮蔽その他適切な措置としては，放射線業務従事者の作業性等を考慮
して，遮蔽，機器の配置，遠隔操作，放射性物質の漏えい防止対策，換気
等，所要の放射線防護上の措置を講ずる設計とする。
　なお，遠隔操作の設計については，第２章　個別項目の「4.3　制御室」
に示す。また，放射性物質の漏えい防止対策については，第１章　共通項
目の「4.1　閉じ込め」に基づくものとし，換気の設計については，第２章
個別項目の「5.1.4　換気設備」に示す。

冒頭宣言 基本方針

基本方針
設計方針（再処理施設内
の人が立ち入る場所の遮

蔽）

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

2.2　遮蔽設計の考え方

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【遮蔽設計の考え方】
・基本的な考え方を踏まえた遮蔽設計の考え方を
記載

- - - - -

5
　第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設と共用す
る。

機能要求① 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の遮蔽設備 設計方針(共用)
Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設及び重大事故等
対処設備が使用される条件の下における健全性に
関する説明書

【悪影響防止】
【共用】
・第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃
棄物管理施設と共用するが，廃棄物管理施設から
受け入れる雑固体が再処理施設から発生する雑固
体と表面線量当量率が同等であることを確認して
保管廃棄する設計とすることで，共用によって再
処理施設の安全性を損なわない設計とする。

- - - - -

6

　共用する第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設か
ら受け入れる雑固体が再処理施設から発生する雑固体と表面線量当量率が
同等であることを確認して保管廃棄する設計とすることで，共用によって
再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求① 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の遮蔽設備 設計方針(共用)
Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設及び重大事故等
対処設備が使用される条件の下における健全性に
関する説明書

【悪影響防止】
【共用】
・第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃
棄物管理施設と共用するが，廃棄物管理施設から
受け入れる雑固体が再処理施設から発生する雑固
体と表面線量当量率が同等であることを確認して
保管廃棄する設計とすることで，共用によって再
処理施設の安全性を損なわない設計とする。

- - - - -

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

Ⅱ-2-1-1　第2低レベル廃棄物貯蔵建屋からの平
常時における直接線及びスカイシャイン線による
線量の評価

Ⅱ-2-1-2　再処理施設に係る建屋からの平常時に
おける直接線及びスカイシャイン線による線量の
評価

上記以外について，既設工認添付書類
「Ⅱ　放射線による被ばくの防止に関する説明
書」の記載より変更なし

機能要求②
評価要求

添付書類　構成 添付書類　説明内容

遮蔽設備

評価条件
評価（遮蔽計算）

第１回

2

(1) 安全機能を有する施設は，通常時の再処理施設からの直接線及びスカ
イシャイン線による周辺監視区域外の線量が，線量告示で定められた線量
限度を超えないようにするとともに，合理的に達成できる限り低くなるよ
う，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。

-- -

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

3.2　遮蔽の分類

- -

【公衆の線量の評価】
・第2低レベル廃棄物貯蔵建屋からの直接線及び
スカイシャイン線による公衆の被ばく線量評価に
係る評価条件と評価結果を記載

・再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線
による公衆の被ばく線量に係る評価結果を記載

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【遮蔽設備の定義】
・遮蔽設備の種類及び使用する主な材質を記載

- - - - -4

b.　安全機能を有する施設は，取り扱う放射性物質の種類，量及びその移
動を考慮し，放射線の遮蔽効果のある機器，洞道，セル及び建屋の内部に
放射性物質を収納し，これらを遮蔽設備として組み合わせる設計とする。
　遮蔽設備はセル遮蔽，補助遮蔽及び外部遮蔽から構成する。

冒頭宣言
定義

基本方針
基本方針

設計方針（遮蔽設備の定
義）
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第27条 遮蔽）

別紙２

1

8.　遮蔽
　安全機能を有する施設は，周辺監視区域外の線量及び放射線業務従事者
の被ばく線量が，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則
等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（以下「線量告示」とい
う。）に定められた線量限度を超えないことはもとより，公衆の被ばく線
量及び放射線業務従事者が立ち入る場所における線量を合理的に達成でき
る限り低くするため，以下の遮蔽等の対策を講ずる設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針

基本方針
評価方法

設計方針（直接線及びス
カイシャイン線の遮蔽）

3

(2) 安全機能を有する施設は，管理区域その他再処理施設内の人が立ち入
る場所における外部被ばく及び内部被ばくによる線量を合理的に達成でき
る限り低減できるよう，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。
a.　遮蔽その他適切な措置としては，放射線業務従事者の作業性等を考慮
して，遮蔽，機器の配置，遠隔操作，放射性物質の漏えい防止対策，換気
等，所要の放射線防護上の措置を講ずる設計とする。
　なお，遠隔操作の設計については，第２章　個別項目の「4.3　制御室」
に示す。また，放射性物質の漏えい防止対策については，第１章　共通項
目の「4.1　閉じ込め」に基づくものとし，換気の設計については，第２章
個別項目の「5.1.4　換気設備」に示す。

冒頭宣言 基本方針

基本方針
設計方針（再処理施設内
の人が立ち入る場所の遮

蔽）

5
　第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設と共用す
る。

機能要求① 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の遮蔽設備 設計方針(共用)

6

　共用する第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設か
ら受け入れる雑固体が再処理施設から発生する雑固体と表面線量当量率が
同等であることを確認して保管廃棄する設計とすることで，共用によって
再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求① 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の遮蔽設備 設計方針(共用)

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

機能要求②
評価要求

遮蔽設備

評価条件
評価（遮蔽計算）

2

(1) 安全機能を有する施設は，通常時の再処理施設からの直接線及びスカ
イシャイン線による周辺監視区域外の線量が，線量告示で定められた線量
限度を超えないようにするとともに，合理的に達成できる限り低くなるよ
う，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。

4

b.　安全機能を有する施設は，取り扱う放射性物質の種類，量及びその移
動を考慮し，放射線の遮蔽効果のある機器，洞道，セル及び建屋の内部に
放射性物質を収納し，これらを遮蔽設備として組み合わせる設計とする。
　遮蔽設備はセル遮蔽，補助遮蔽及び外部遮蔽から構成する。

冒頭宣言
定義

基本方針
基本方針

設計方針（遮蔽設備の定
義）

説明対象
申請対象設備

（１項変更①）
申請対象設備

（２項変更②）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

〇 基本方針 基本方針 - - -

Ⅱ-1　放射線による被ばくの防止に関する基本方
針
1．放射線による被ばくの防止の基本方針

Ⅱ-1-1 遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

【基本的な考え方】
・放射線による被ばくの防止の基本方針を記載

・遮蔽設計の基本方針を記載

〇 基本方針 基本方針 - - -

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

2.2　遮蔽設計の考え方

4.4　直接線及びスカイシャイン線による線量の
評価方法

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【遮蔽設計の考え方】
・基本的な考え方を踏まえた遮蔽設計の考え方を
記載

【直接線及びスカイシャイン線による線量の評価
方法】
・再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線
による公衆の被ばく線量の評価方法を記載。

△ 基本方針 基本方針 - -
＜遮蔽設備＞
・主要寸法
・主要材料

Ⅵ-2-2　平面図及び断面図
Ⅵ-2-5　構造図

既設工認の構造より変更なし

既設工認より図面に変更がないことを説明する。

〇 基本方針 基本方針 - - -

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

2.2　遮蔽設計の考え方

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【遮蔽設計の考え方】
・基本的な考え方を踏まえた遮蔽設計の考え方を
記載

○ 基本方針 基本方針 - - -
Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設及び重大事故等
対処設備が使用される条件の下における健全性に
関する説明書

【悪影響防止】
【共用】
・第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃
棄物管理施設と共用するが，廃棄物管理施設から
受け入れる雑固体が再処理施設から発生する雑固
体と表面線量当量率が同等であることを確認して
保管廃棄する設計とすることで，共用によって再
処理施設の安全性を損なわない設計とする。

○ 基本方針 基本方針 - - -
Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設及び重大事故等
対処設備が使用される条件の下における健全性に
関する説明書

【悪影響防止】
【共用】
・第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃
棄物管理施設と共用するが，廃棄物管理施設から
受け入れる雑固体が再処理施設から発生する雑固
体と表面線量当量率が同等であることを確認して
保管廃棄する設計とすることで，共用によって再
処理施設の安全性を損なわない設計とする。

第２回

＜遮蔽設備＞
・主要寸法
・主要材料

〇 第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の遮蔽設備 基本方針 - -

Ⅱ-2-1-1 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋からの平常
時における直接線及びスカイシャイン線による線
量の評価

Ⅱ-2-1-2　再処理施設に係る建屋からの平常時に
おける直接線及びスカイシャイン線による線量の
評価

上記以外のⅡ　放射線による被ばくの防止に関す
る説明書
既設工認添付書類
「Ⅱ　放射線による被ばくの防止に関する説明
書」の記載より変更なし

【公衆の線量の評価】
・第2低レベル廃棄物貯蔵建屋からの直接線及び
スカイシャイン線による公衆の被ばく線量評価に
係る評価条件と評価結果を記載

・再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線
による公衆の被ばく線量に係る評価結果を記載

・上記以外については，既設工認の添付書類に変
更がないことを説明する。

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

3.2　遮蔽の分類

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【遮蔽設備の定義】
・遮蔽設備の種類及び使用する主な材質を記載

基本方針 - - -〇 基本方針
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第27条 遮蔽）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

第１回

基本方針
評価条件
評価方法

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

2.2　遮蔽設計の考え方

3.1　遮蔽設計の基準線量率

4.5　放射線業務従事者の立入り場所における線
量の評価方法

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【遮蔽設計の考え方】
・基本的な考え方を踏まえた遮蔽設計の考え方を
記載

【遮蔽設計の遮蔽設計区分及び基準線量率の設
定】
・放射線業務従事者が立ち入る場所について，立
入り頻度及び立入り時間等を考慮して設定した遮
蔽設計の基準となる線量率を記載

【遮蔽計算の評価方法】
・遮蔽計算における評価対象や評価方法を記載。

- - - - -

7

c.　再処理施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立入り頻
度及び立入り時間を考慮した遮蔽設計区分を設け，区分ごとに基準線量率
を設定するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの基準線量率を
満足するよう遮蔽設備を設計する。

機能要求②
評価要求

Ⅵ-2-2　平面図及び断面図
Ⅵ-2-5　構造図

既設工認の構造より変更なし

設計方針（遮蔽設計区分
の設定）

評価条件
評価（遮蔽計算）

- - - - -

- - -- -

Ⅱ-2-2-1　第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の建屋内
の放射線遮蔽に関する計算書

上記以外について，既設工認添付書類
「Ⅱ　放射線による被ばくの防止に関する説明
書」の記載より変更なし

遮蔽設備

【建屋内の線量率の評価】
・第2低レベル廃棄物貯蔵建屋内の線量率評価に
係る評価条件と評価結果を記載

【遮蔽設備の設計方針】
・遮蔽設備の構造を説明
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第27条 遮蔽）

別紙２

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

基本方針
評価条件
評価方法

7

c.　再処理施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立入り頻
度及び立入り時間を考慮した遮蔽設計区分を設け，区分ごとに基準線量率
を設定するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの基準線量率を
満足するよう遮蔽設備を設計する。

機能要求②
評価要求

設計方針（遮蔽設計区分
の設定）

評価条件
評価（遮蔽計算）

遮蔽設備

説明対象
申請対象設備

（１項変更①）
申請対象設備

（２項変更②）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第２回

〇 基本方針 基本方針 - - -

Ⅱ-1-1 遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

2.2　遮蔽設計の考え方

3.1　遮蔽設計の基準線量率

4.5　放射線業務従事者の立入り場所における線
量の評価方法

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【遮蔽設計の考え方】
・基本的な考え方を踏まえた遮蔽設計の考え方を
記載

【遮蔽設計の遮蔽設計区分及び基準線量率の設
定】
・放射線業務従事者が立ち入る場所について，立
入り頻度及び立入り時間等を考慮して設定した遮
蔽設計の基準となる線量率を記載

【遮蔽計算の評価方法】
・遮蔽計算における評価対象や評価方法を記載。

基本方針

〇 第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の遮蔽設備 基本方針

△

＜運搬・製品容
器(遮蔽設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜ポンプ(遮蔽
設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜ラック/ピッ
ト/棚(遮蔽設
備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜ガラス固化体
貯蔵ピット(遮
蔽設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜搬送設備(遮
蔽設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜廃棄物処理機
械装置(遮蔽設
備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜焼結・乾燥装
置(遮蔽設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜機械・検査装
置(遮蔽設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜核物質等取扱
ボックス(遮蔽
設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜遮蔽設備＞
・主要寸法
・主要材料

- -

＜運搬・製品容
器(遮蔽設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜ポンプ(遮蔽
設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜ラック/ピッ
ト/棚(遮蔽設
備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜ガラス固化体
貯蔵ピット(遮
蔽設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜搬送設備(遮
蔽設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜廃棄物処理機
械装置(遮蔽設
備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜焼結・乾燥装
置(遮蔽設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜機械・検査装
置(遮蔽設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜核物質等取扱
ボックス(遮蔽
設備)＞
・主要寸法
・主要材料
＜遮蔽設備＞
・主要寸法
・主要材料

- -

Ⅵ-2-2　平面図及び断面図
Ⅵ-2-5　構造図

既設工認の構造より変更なし

既設工認より図面に変更がないことを説明する。

Ⅱ-2-2-1 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の建屋内の
放射線遮蔽に関する計算書

上記以外のⅡ　放射線による被ばくの防止に関す
る説明書
既設工認添付書類
「Ⅱ　放射線による被ばくの防止に関する説明
書」の記載より変更なし

【建屋内の線量率の評価】
・第2低レベル廃棄物貯蔵建屋内の線量率評価に
係る評価条件と評価結果を記載。

上記以外については，既設工認の添付書類に変更
がないことを説明する。

基本方針
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第27条 遮蔽）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類　構成 添付書類　説明内容

第１回

基本方針
設計方針（貫通部の措

置）

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

3.3　開口部等からの放射線の漏えい防止の方針

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【貫通部の措置】
・開口部又は貫通部がある場合における放射線の
漏えい防止措置を記載

- - - - -

評価条件 Ⅱ-3　計算機プログラム（解析コード）の概要
【計算機プログラムの概要】
・評価で使用する計算機プログラムの概要を記
載。

- - - - -

9

e.　遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に用いる線源，遮蔽材の形状及び材
質，計算誤差等を考慮し，十分な安全余裕を見込む。また，遮蔽計算にお
いては，許認可において使用実績があり，信頼性のある計算コードを使用
する。

評価要求 施設共通　基本設計方針

8

d.　セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は貫通部がある場合で，開口部又は
貫通部により基準線量率を超えるおそれのある場合には，以下に示すよう
な放射線漏えい防止措置を講じ，基準線量率を満足する設計とする。
(a)　セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部については，線源を直接見
通さないような場所に設置する措置
(b)　セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部には，迷路構造，遮蔽材を
設置する等の措置

設置要求

設計方針（貫通部の措
置）

評価条件
評価（遮蔽計算）

基本方針
評価条件

既設工認申請書
「Ⅱ　放射線による被ばくの防止に関する説明
書」の記載より変更なし

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

4.1　遮蔽設計に用いる線源
4.2　遮蔽計算に用いる計算コード及び核定数ラ
イブラリ
4.3　線量率換算係数

-

-

Ⅵ-2-2　平面図及び断面図
Ⅵ-2-5　構造図

既設工認の構造より変更なし

遮蔽設備

【遮蔽設備の設計方針】
・遮蔽設備の構造を説明

【各建屋内の貫通部における線量率評価】
・各建屋内の線量率評価に係る評価条件と評価結
果を記載（開口部又は貫通部に設置する遮蔽設備
の評価を含む）

- - - -

- - - - -

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【線源の設定】
・再処理施設の特徴を考慮し，遮蔽設計上厳しい
条件となる線源の設定を記載

【諸条件の設定】
・評価に使用する計算コード等の諸条件及び線量
率の評価箇所の設定，線量率の合算等の考え方を
記載

-- - -
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第27条 遮蔽）

別紙２

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

基本方針
設計方針（貫通部の措

置）

評価条件

9

e.　遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に用いる線源，遮蔽材の形状及び材
質，計算誤差等を考慮し，十分な安全余裕を見込む。また，遮蔽計算にお
いては，許認可において使用実績があり，信頼性のある計算コードを使用
する。

評価要求 施設共通　基本設計方針

8

d.　セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は貫通部がある場合で，開口部又は
貫通部により基準線量率を超えるおそれのある場合には，以下に示すよう
な放射線漏えい防止措置を講じ，基準線量率を満足する設計とする。
(a)　セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部については，線源を直接見
通さないような場所に設置する措置
(b)　セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部には，迷路構造，遮蔽材を
設置する等の措置

設置要求

設計方針（貫通部の措
置）

評価条件
評価（遮蔽計算）

基本方針
評価条件

遮蔽設備

説明対象
申請対象設備

（１項変更①）
申請対象設備

（２項変更②）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

第２回

〇 基本方針 基本方針 - - -

Ⅱ-1-1 遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

3.3　開口部等からの放射線の漏えい防止の方針

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【貫通部の措置】
・開口部又は貫通部がある場合における放射線の
漏えい防止措置を記載。

〇 施設共通　基本設計方針 施設共通　基本設計方針 - - - Ⅱ-3　計算機プログラム（解析コード）の概要
【計算機プログラムの概要】
・評価で使用する計算機プログラムの概要を記
載。

・「説明対象」について
〇：当該申請回次で新規に記載する項目又は当該申請回次で記載を追記する項目
△：当該申請回次以前から記載しており，記載内容に変更がない項目
－：当該申請回次で記載しない項目

-

〇 施設共通　基本設計方針 施設共通　基本設計方針 - -

-

-

△ 基本方針 基本方針

△

凡例

Ⅵ-2-2　平面図及び断面図
Ⅵ-2-5　構造図

既設工認の構造より変更なし

【遮蔽設備の設計方針】
既設工認より図面に変更がないことを説明する。

Ⅱ　放射線による被ばくの防止に関する説明書

既設工認添付書類
「Ⅱ　放射線による被ばくの防止に関する説明
書」の記載より変更なし

既設工認の添付書類に変更がないことを説明す
る。

Ⅱ-1-1 遮蔽設計に関する基本方針
2.1　基本的な考え方

4.1　遮蔽設計に用いる線源
4.2　遮蔽計算に用いる計算コード及び核定数ラ
イブラリ
4.3　線量率換算係数

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【線源の設定】
・再処理施設の特徴を考慮し，遮蔽設計上厳しい
条件となる線源の設定を記載

【諸条件の設定】
・評価に使用する計算コード等の諸条件及び線量
率の評価箇所の設定，線量率の合算等の考え方を
記載

- -

-

基本方針 基本方針

-
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基本設計方針の添付書類への展開
（第27条 遮蔽）

別紙３①

項目番号 基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類における記載 補足すべき事項

1

8.　遮蔽
　安全機能を有する施設は，周辺監視区域外の線量及び放射線業務従事者の被ばく線量が，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に
関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（以下「線量告示」という。）に定められた線量限度を超えないことはもとよ
り，公衆の被ばく線量及び放射線業務従事者が立ち入る場所における線量を合理的に達成できる限り低くするため，以下の遮蔽等の対策
を講ずる設計とする。

冒頭宣言 基本方針 基本方針

Ⅱ-1　放射線に
よる被ばくの防
止に関する基本
方針

1.　放射線による被ばくの防止の基本
方針

【基本的な考え方】
・放射線による被ばくの防止の基本方針を記載

※補足すべき事項の対象なし

1

8.　遮蔽
　安全機能を有する施設は，周辺監視区域外の線量及び放射線業務従事者の被ばく線量が，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に
関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（以下「線量告示」という。）に定められた線量限度を超えないことはもとよ
り，公衆の被ばく線量及び放射線業務従事者が立ち入る場所における線量を合理的に達成できる限り低くするため，以下の遮蔽等の対策
を講ずる設計とする。

冒頭宣言 基本方針

2
(1) 安全機能を有する施設は，通常時の再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による周辺監視区域外の線量が，線量告示で定め
られた線量限度を超えないようにするとともに，合理的に達成できる限り低くなるよう，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。

機能要求②
評価要求

遮蔽設備

3

(2) 安全機能を有する施設は，管理区域その他再処理施設内の人が立ち入る場所における外部被ばく及び内部被ばくによる線量を合理的
に達成できる限り低減できるよう，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。
a.　遮蔽その他適切な措置としては，放射線業務従事者の作業性等を考慮して，遮蔽，機器の配置，遠隔操作，放射性物質の漏えい防止
対策，換気等，所要の放射線防護上の措置を講ずる設計とする。
　なお，遠隔操作の設計については，第２章　個別項目の「4.1.3　制御室」に示す。また，放射性物質の漏えい防止対策については，第
１章　共通項目の「4.1　閉じ込め」に基づくものとし，換気の設計については，第２章　個別項目の「5.1.1.4　換気設備」に示す。

冒頭宣言 基本方針

4
b.　安全機能を有する施設は，取り扱う放射性物質の種類，量及びその移動を考慮し，放射線の遮蔽効果のある機器，洞道，セル及び建
屋の内部に放射性物質を収納し，これらを遮蔽設備として組み合わせる設計とする。
　遮蔽設備はセル遮蔽，補助遮蔽及び外部遮蔽から構成する。

冒頭宣言
定義

基本方針

7
c.　再処理施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立入り頻度及び立入り時間を考慮した遮蔽設計区分を設け，区分ごとに
基準線量率を設定するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの基準線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。

機能要求②
評価要求

遮蔽設備

8

d.　セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は貫通部がある場合で，開口部又は貫通部により基準線量率を超えるおそれのある場合には，以下
に示すような放射線漏えい防止措置を講じ，基準線量率を満足する設計とする。
(a)　セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部については，線源を直接見通さないような場所に設置する措置
(b)　セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部には，迷路構造，遮蔽材を設置する等の措置

設置要求 遮蔽設備

9
e.　遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に用いる線源，遮蔽材の形状及び材質，計算誤差等を考慮し，十分な安全余裕を見込む。また，遮
蔽計算においては，許認可において使用実績があり，信頼性のある計算コードを使用する。

評価要求 施設共通　基本設計方針

2
(1) 安全機能を有する施設は，通常時の再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による周辺監視区域外の線量が，線量告示で定め
られた線量限度を超えないようにするとともに，合理的に達成できる限り低くなるよう，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。

機能要求②
評価要求

遮蔽設備
設計方針（直接線
及びスカイシャイ
ン線の遮蔽）

3

(2) 安全機能を有する施設は，管理区域その他再処理施設内の人が立ち入る場所における外部被ばく及び内部被ばくによる線量を合理的
に達成できる限り低減できるよう，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。
a.　遮蔽その他適切な措置としては，放射線業務従事者の作業性等を考慮して，遮蔽，機器の配置，遠隔操作，放射性物質の漏えい防止
対策，換気等，所要の放射線防護上の措置を講ずる設計とする。
　なお，遠隔操作の設計については，第２章　個別項目の「4.1.3　制御室」に示す。また，放射性物質の漏えい防止対策については，第
１章　共通項目の「4.1　閉じ込め」に基づくものとし，換気の設計については，第２章　個別項目の「5.1.1.4　換気設備」に示す。

冒頭宣言 基本方針
設計方針（再処理
施設内の人が立ち
入る場所の遮蔽）

7
c.　再処理施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立入り頻度及び立入り時間を考慮した遮蔽設計区分を設け，区分ごとに
基準線量率を設定するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの基準線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。

機能要求②
評価要求

遮蔽設備
設計方針（遮蔽設
計区分の設定）

7
c.　再処理施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立入り頻度及び立入り時間を考慮した遮蔽設計区分を設け，区分ごとに
基準線量率を設定するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの基準線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。

機能要求②
評価要求

遮蔽設備 評価条件 3.1　遮蔽設計の基準線量率
【遮蔽設計の区分及び基準線量率の設定】
・放射線業務従事者が立ち入る場所について，立入り頻度及び立入り時間等を考慮して設定した遮蔽設計区分及び基
準線量率を記載

＜遮蔽設計の基準線量率の設定：基準線量率の統一＞
・事業変更許可において，線量限度等を定める告示の変更よ
り，I1区分に二つの基準（基準線量当量率：6μSv/h，基準線
量率：2.6μSv/h）を併記していたものを現行の基準（基準線
量率：2.6μSv/h）に統一した。これによる建屋の遮蔽設計に
影響はないことを補足する。

[補足遮1]遮蔽設計の基本方針に関する既設工認申請書からの
変更点について

4

b.　安全機能を有する施設は，取り扱う放射性物質の種類，量及びその移動を考慮し，放射線の遮蔽効果のある機器，洞道，セル及び建
屋の内部に放射性物質を収納し，これらを遮蔽設備として組み合わせる設計とする。
　遮蔽設備はセル遮蔽，補助遮蔽及び外部遮蔽から構成する。
　
　 定義 遮蔽設備

設計方針（遮蔽設
備の定義）

3.2　遮蔽の分類
【遮蔽設備の定義】
・遮蔽設備の種類及び使用する主な材質を記載

※補足すべき事項の対象なし

8

d.　セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は貫通部がある場合で，開口部又は貫通部により基準線量率を超えるおそれのある場合には，以下
に示すような放射線漏えい防止措置を講じ，基準線量率を満足する設計とする。
(a)　セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部については，線源を直接見通さないような場所に設置する措置
(b)　セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部には，迷路構造，遮蔽材を設置する等の措置

設置要求 遮蔽設備
設計方針（貫通部

の措置）
3.3　開口部等からの放射線の漏えい
防止の方針

【貫通部の措置】
・セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は貫通部がある場合における放射線の漏えい防止措置を記載

※補足すべき事項の対象なし

9
e.　遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に用いる線源，遮蔽材の形状及び材質，計算誤差等を考慮し，十分な安全余裕を見込む。また，遮
蔽計算においては，許認可において使用実績があり，信頼性のある計算コードを使用する。

評価要求 施設共通　基本設計方針 評価条件 4.1　遮蔽設計に用いる線源
【線源の設定】
・再処理施設の特徴を考慮し，遮蔽設計上厳し条件となる燃料仕様及び線源条件を記載

※補足すべき事項の対象なし

9
e.　遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に用いる線源，遮蔽材の形状及び材質，計算誤差等を考慮し，十分な安全余裕を見込む。また，遮
蔽計算においては，許認可において使用実績があり，信頼性のある計算コードを使用する。

評価要求 施設共通　基本設計方針 評価条件
4.2　遮蔽計算に用いる計算コード及
び核定数ライブラリ
4.3　線量率換算係数

【遮蔽計算に係る諸条件の設定】
・評価に使用する計算コード等の諸条件及び線量率の評価箇所の設定，線量率の合算等の考え方を記載

※補足すべき事項の対象なし

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

※補足すべき事項の対象なし

【遮蔽設計の考え方】
・基本的な考え方を踏まえた遮蔽設計の考え方を記載

※補足すべき事項の対象なし

Ⅱ-1-1　遮蔽設
計に関する基本
方針

展開先（小項目）

基本方針 2.1　基本的な考え方

2.2　遮蔽設計の考え方
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基本設計方針の添付書類への展開
（第27条 遮蔽）

別紙３①

項目番号 基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類における記載 補足すべき事項展開先（小項目）

2
(1) 安全機能を有する施設は，通常時の再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による周辺監視区域外の線量が，線量告示で定め
られた線量限度を超えないようにするとともに，合理的に達成できる限り低くなるよう，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。

機能要求②
評価要求

遮蔽設備 評価方法
4.4　直接線及びスカイシャイン線に
よる線量の評価方法

【直接線及びスカイシャイン線による線量の評価方法】
・再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の被ばく線量の評価方法を記載

＜遮蔽計算の方法：敷地及び周辺監視区域の変更＞
・事業変更許可において，敷地及び周辺監視区域を変更したこ
とにより，直接線及びスカイシャインによる線量評価に用いる
周辺監視区域境界までの距離が一部方位において拡大する。評
価条件は変更前の方が保守側であるため，既存の評価結果に影
響しないことを補足する。

[補足遮1]遮蔽設計の基本方針に関する既設工認申請書からの
変更点について

7
(4) 再処理施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立入り頻度及び立入り時間を考慮した遮蔽設計区分を設け，区分ごとに
基準線量率を設定するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの基準線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。

機能要求②
評価要求

遮蔽設備 評価方法
4.5　放射線業務従事者の立入り場所
における線量の評価方法

【遮蔽計算の評価方法】
・遮蔽計算における評価対象や評価方法を記載

※補足すべき事項の対象なし

- - - - - 5．準拠規格及び参考文献
【準拠規格及び参考文献】
・準拠している規格及び引用している参考文献を記載

※補足すべき事項の対象なし

Ⅱ-2-1-1 第2低
レベル廃棄物貯
蔵建屋からの平
常時における直
接線及びスカイ
シャイン線によ
る線量の評価

1.　概要
2.　計算条件
2.1　線源
2.2　計算モデル
2.3　計算地点
2.4　計算方法
3.　計算結果
4.　参考文献

【公衆の線量の評価】
・第2低レベル廃棄物貯蔵建屋からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の被ばく線量評価に係る評価条件と評
価結果を記載

Ⅱ-2-1-2　再処
理施設に係る建
屋からの平常時
における直接線
及びスカイシャ
イン線による線
量の評価

1.　概要
2.　直接線及びスカイシャイン線によ
る線量の評価方法
3.　再処理施設に係る建屋からの平常
時における直接線及びスカイシャイン
線による線量の評価のまとめ

【公衆の線量の評価】
・再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の被ばく線量に係る評価結果を記載

7
c.　再処理施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立入り頻度及び立入り時間を考慮した遮蔽設計区分を設け，区分ごとに
基準線量率を設定するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの基準線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。

機能要求②
評価要求

遮蔽設備
評価条件

評価（遮蔽計算）

Ⅱ-2-2-1 第2低
レベル廃棄物貯
蔵建屋の建屋内
の放射線遮蔽に
関する計算書

1.　概要
2.　計算条件
2.1　遮蔽線源
2.2　建屋内の遮蔽設計区分
3.　遮蔽計算
3.1　計算モデル
3.2　線量率計算箇所及び遮蔽計算代
表点
3.3　計算コード
3.4　線量率換算係数
3.5　遮蔽材
4.　遮蔽計算結果のまとめ
5.　参考文献

【建屋内の線量率の評価】
・第2低レベル廃棄物貯蔵建屋内の線量率評価に係る評価条件と評価結果を記載

＜遮蔽計算の条件：第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の線源条件(最
大保管廃棄能力)の変更＞
・事業変更許可において，第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の最大
保管廃棄能力を変更したことにより，当該建屋の線源条件が変
更となった。本変更が遮蔽設計に与える影響を補足する。

[補足遮2]第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の最大保管廃棄能力変更
に伴う遮蔽設計への影響について

9
e.　遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に用いる線源，遮蔽材の形状及び材質，計算誤差等を考慮し，十分な安全余裕を見込む。また，遮
蔽計算においては，許認可において使用実績があり，信頼性のある計算コードを使用する。

評価要求 施設共通　基本設計方針 評価条件

Ⅱ-3　計算機プ
ログラム（解析
コード）の概要

1.　はじめに
別紙１　QAD-CGGP2R
別紙２　ANISN
別紙３　G33-GP2R

【計算機プログラムの概要】
・評価で使用する計算機プログラムの概要を記載

※補足すべき事項の対象なし

5 第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設と共用する。 機能要求①
第2低レベル廃棄物貯蔵建

屋の遮蔽設備
設計方針(共用)

Ⅵ-1-1-4-1　安
全機能を有する
施設が使用され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

7.　共用に対する考慮

【悪影響防止】
【共用】
・第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設と共用するが，廃棄物管理施設から受け入れる雑固体
が再処理施設から発生する雑固体と表面線量当量率が同等であることを確認して保管廃棄する設計とすることで，共
用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

「16条　安全機能を有する施設」にて定める。

6
共用する第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設から受け入れる雑固体が再処理施設から発生する雑固体と表面線量
当量率が同等であることを確認して保管廃棄する設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

機能要求①
第2低レベル廃棄物貯蔵建

屋の遮蔽設備
設計方針(共用)

Ⅵ-1-1-4-1　安
全機能を有する
施設が使用され
る条件の下にお
ける健全性に関
する説明書

7.　共用に対する考慮

【悪影響防止】
【共用】
・第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設と共用するが，廃棄物管理施設から受け入れる雑固体
が再処理施設から発生する雑固体と表面線量当量率が同等であることを確認して保管廃棄する設計とすることで，共
用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

「16条　安全機能を有する施設」にて定める。

＜遮蔽計算の条件：第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の線源条件(最
大保管廃棄能力)の変更＞
・事業変更許可において，第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の最大
保管廃棄能力を変更したことにより，当該建屋の線源条件が変
更となった。本変更が遮蔽設計に与える影響を補足する。

[補足遮2]第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の最大保管廃棄能力変更
に伴う遮蔽設計への影響について

(1) 安全機能を有する施設は，通常時の再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による周辺監視区域外の線量が，線量告示で定め
られた線量限度を超えないようにするとともに，合理的に達成できる限り低くなるよう，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。

機能要求②
評価要求

遮蔽設備

Ⅱ-1-1　遮蔽設
計に関する基本

方針

2 評価条件
評価（遮蔽計算）
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基本設計方針の添付書類への展開
（第27条 遮蔽）

別紙３②

1. 1.1 1.1.1 (1) a. (a) イ. (イ)以降 １回 第１回　記載概要 ２回 第２回　記載概要

1. 放射線による被ばくの防止に関する基本方針
【基本的な考え方】
・放射線による被ばくの防止の基本方針を記載

- 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし 〇 放射線による被ばくの防止の基本方針を記載 ※補足すべき事項の対象なし

1. 概要
【概要】
・遮蔽設計に関する説明書の概要を記載 - 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし 〇 遮蔽設計に関する説明書の概要を記載 ※補足すべき事項の対象なし

2. 遮蔽設計に関する基本方針

2.1 基本的な考え方
【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

- 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし 〇 遮蔽設計の基本方針を記載 ※補足すべき事項の対象なし

2.2 遮蔽設計の考え方
【遮蔽設計の考え方】
・基本的な考え方を踏まえた遮蔽設計の考え方を記載

- 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし 〇 基本的な考え方を踏まえた遮蔽設計の考え方を記載 ※補足すべき事項の対象なし

3. 遮蔽設計に係る設計方針

3.1 遮蔽設計の基準線量率
【遮蔽設計の区分及び基準線量率の設定】
・放射線業務従事者が立ち入る場所について，立入り頻度及び立入り時間等を考慮して設定した遮
蔽設計区分及び基準線量率を記載

- 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし 〇
・放射線業務従事者が立ち入る場所について，立入り頻度及び立入り時間等を考慮して設定した遮
蔽設計区分及び基準線量率を記載

【遮蔽01】遮蔽設計の基本方針に関する再処理に
係る既設工認申請書からの変更点について

3.2 遮蔽の分類

(1) セル遮蔽

(2) 補助遮蔽

(3) 外部遮蔽

3.3 開口部等からの放射線の漏えい防止の方針
【貫通部の措置】
・セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は貫通部がある場合における放射線の漏えい防止措置を記載 - 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし 〇 セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は貫通部がある場合における放射線の漏えい防止措置を記載 ※補足すべき事項の対象なし

4. 線量の評価方法

4.1 遮蔽設計に用いる線源

4.1.1 遮蔽設計用燃料仕様

(1) 設計用燃料資料の領域区分

(2) 燃料仕様の設定

a. ガンマ線

(a) 使用済燃料集合体燃焼度(以下「燃焼度」という。)

(b) 照射前燃料濃縮度(以下「初期濃縮度」という。)

(c) 比出力

(d) 使用済燃料最終取り出し前の原子炉停止時からの期間(以下「冷却期間」という。)

(e) 燃料形式

b. 中性子線

(a) 燃焼度

(b) 初期濃縮度

(c) 比出力

(d) 冷却期間

(e) 燃料形式

4.1.2 遮蔽設計に用いる線源強度及びエネルギスペクトル

(1) 遮蔽設計用燃料仕様に基づく線源強度及びエネルギスペクトル

a. ガンマ線

b, 中性子線

(2) 使用済燃料収納使用済燃料輸送容器(以下「実入りキャスク」という。)

(3) 原子炉施設から使用済燃料集合体とともに持ち込まれる腐食生成物質

4.2 遮蔽計算に用いる計算コード及び核定数ライブラリ

4.3 線量率換算係数

4.4 直接線及びスカイシャイン線による線量の評価方法

4.4.1 計算地点

4.4.2 線源条件

4.4.3 計算コード，核定数ライブラリ及び線量率換算係数

4.4.4 遮蔽材

4.4.5 実効線量の評価方法

4.5 放射線業務従事者の立入り場所における線量の評価方法

4.5.1 線量率計算箇所及び遮蔽計算代表点

4.5.2 線源条件

4.5.3 遮蔽計算に用いる計算コード及び核定数ライブラリ

4.5.4 遮蔽材

4.5.5 線量率の評価点

4.5.6 室内の線量率の評価方法

5. 準拠規格及び参考文献

5.1 準拠規格

5.2 参考文献

1. 概要

2. 計算条件

2.1 線源

(1) 線源の種類及び量

(2) 線源強度

2.2 計算モデル

2.3 計算地点

2.4 計算方法

3. 計算結果

4. 参考文献

1. 概要

2. 直接線及びスカイシャイン線による線量の評価方法

3.
再処理施設に係る建屋からの平常時における直接線及びスカイシャイン線による線量の評価のまと
め

【遮蔽01】遮蔽設計の基本方針に関する再処理に
係る既設工認申請書からの変更点について

※補足すべき事項の対象なし

※補足すべき事項の対象なし

○

○

再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の被ばく線量の評価方法を記載

遮蔽計算における評価対象や評価方法を記載

〇 準拠している規格及び引用している参考文献を記載

-

-

対象設備が申請対象でないため，記載事項なし

対象設備が申請対象でないため，記載事項なし

【公衆の線量率の評価】
・再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の被ばく線量に係る評価結果を記載

- 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし

補足説明資料記載概要
申請回次

Ⅱ-1　放射線による被ばくの防止に関する基本方針

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関する基本方針

【遮蔽設備の定義】
・遮蔽設備の種類及び使用する主な材質を記載

再処理目次
再処理添付書類構成案

- 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし 〇 遮蔽設備の種類及び使用する主な材質を記載

再処理施設の特徴を考慮し，遮蔽設計上厳し条件となる燃料仕様及び線源条件を記載

【遮蔽計算に係る諸条件の設定】
・評価に使用する計算コード等の諸条件及び線量率の評価箇所の設定，線量率の合算等の考え方を
記載

【線源の設定】
・再処理施設の特徴を考慮し，遮蔽設計上厳し条件となる燃料仕様及び線源条件を記載

- 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし 〇

※補足すべき事項の対象なし

※補足すべき事項の対象なし

〇
評価に使用する計算コード等の諸条件及び線量率の評価箇所の設定，線量率の合算等の考え方を記
載

※補足すべき事項の対象なし- 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし

【直接線及びスカイシャイン線による線量の評価方法】
・再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の被ばく線量の評価方法を記載

【遮蔽計算の評価方法】
・遮蔽計算における評価対象や評価方法を記載

【準拠規格及び参考文献】
・準拠している規格及び引用している参考文献を記載

- 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし

Ⅱ-2-1 平常時における直接線及びスカイシャイン線による線量の評価

Ⅱ-2-1-2　再処理施設に係る建屋からの平常時における直接線及びスカイシャイン線による線量の評価

Ⅱ-2-1-1 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋からの平常時における直接線及びスカイシャイン線による線量の評価

【公衆の線量率の評価】
・第2低レベル廃棄物貯蔵建屋からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の被ばく線量評価に
係る評価条件と評価結果を記載

- 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし ○
第2低レベル廃棄物貯蔵建屋からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の被ばく線量評価に係
る評価条件と評価結果を記載

【遮蔽02】第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の最大保
管廃棄能力変更に伴う遮蔽設計への影響について

○ 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし
【遮蔽02】第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の最大保
管廃棄能力変更に伴う遮蔽設計への影響について
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基本設計方針の添付書類への展開
（第27条 遮蔽）

別紙３②

1. 1.1 1.1.1 (1) a. (a) イ. (イ)以降 １回 第１回　記載概要 ２回 第２回　記載概要
補足説明資料記載概要

申請回次再処理目次
再処理添付書類構成案

1. 概要

2. 計算条件

2.1 線源

2.1.1 廃溶媒処理系の圧縮成型体の線源強度

2.1.2 雑固体廃棄物処理系の雑固体の線源強度

2.2 建屋内の遮蔽設計区分

3. 遮蔽計算

3.1 計算モデル

3.2 線量率計算箇所及び遮蔽計算代表点

3.3 計算コード

3.4 線量率換算係数

3.5 遮蔽材

4. 遮蔽計算結果のまとめ

5. 参考文献

1. はじめに

1. 使用状況一覧

2. 解析コードの概要

3. 点減衰核積分計算コード(QAD－CGGP2R)の概要

4. 参考文献

1. 使用状況一覧

2. 解析コードの概要

3. 一次元輸送計算コード(ANISN)の概要

4. 参考文献

1. 使用状況一覧

2. 解析コードの概要

3. 一回散乱計算コード(G33-GP2R)の概要

4. 参考文献

凡例

・「申請回次」について

〇：当該申請回次で新規に記載する項目又は当該申請回次で記載を追記する項目

△：当該申請回次以前から記載しており，記載内容に変更がない項目

－：当該申請回次で記載しない項目

Ⅱ-3　計算機プログラム（解析コード）の概要

別紙1　QAD-CGGP2R

別紙3　G33-GP2R

※補足すべき事項の対象なし- 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし 〇 線量評価で使用する計算機プログラムの概要を記載

〇 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋内の線量率評価に係る評価条件と評価結果を記載

Ⅱ-2-2-1 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の建屋内の放射線遮蔽に関する計算書

別紙2　ANISN

【計算機プログラムの概要】
・線量評価で使用する計算機プログラムの概要を記載

Ⅱ-2-2 建屋内の放射線遮蔽に関する計算書

【建屋内の線量率の評価】
・第2低レベル廃棄物貯蔵建屋内の線量率評価に係る評価条件と評価結果を記載

- 対象設備が申請対象でないため，記載事項なし
【遮蔽02】第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の最大保
管廃棄能力変更に伴う遮蔽設計への影響について
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放射線による被ばくの防止に関する

基本方針 

 

 

本添付書類は，発電炉に対応する書類がないことから，

発電炉との比較を行わない。 
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1. 放射線による被ばくの防止に関する基本方針 

放射線による被ばくの防止に当たっては，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律」及び「労働安全衛生法」を遵守し，再処理施設に起因する放射線被ばくか

ら公衆及び放射線業務従事者を防護するため十分な放射線防護対策を講ずる。 

  具体的には，敷地周辺の公衆の被ばく線量及び放射線業務従事者の立入り場所におけ

る線量が，「核燃料物質又は核原料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量

限度等を定める告示」（以下「線量告示」という。）に基づく線量限度を超えないことは

もとより，合理的に達成できる限り低くなるようにする。 
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別紙４－２ 

 

遮蔽設計に関する基本方針 

 

本添付書類は，発電炉に対応する書類がないことから，

発電炉との比較を行わない。 
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1. 概要 

 本資料は，再処理施設の遮蔽設計が「再処理施設の技術基準に関する規則」（以下「技術

基準規則」という。）第二十七条に適合することを説明するものである。 

 

2. 遮蔽設計に関する基本方針 

2.1 基本的な考え方 

  安全機能を有する施設は，周辺監視区域外の線量及び放射線業務従事者の被ばく線

量が，線量告示に定められた線量限度を超えないことはもとより，公衆の被ばく線量及

び放射線業務従事者が立ち入る場所における線量を合理的に達成できる限り低くする

ため，以下の遮蔽等の対策を講ずる設計とする。 

 (1) 安全機能を有する施設は，通常時の再処理施設からの直接線及びスカイシャイ

ン線による周辺監視区域外の線量が，線量告示で定められた線量限度を超えない

ようにするとともに，合理的に達成できる限り低くなるよう，遮蔽その他適切な措

置を講ずる設計とする。 

 (2) 安全機能を有する施設は，管理区域その他再処理施設内の人が立ち入る場所に

おける外部被ばく及び内部被ばくによる線量を合理的に達成できる限り低減でき

るよう，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。 

a. 遮蔽その他適切な措置としては，放射線業務従事者の作業性等を考慮して，遮

蔽，機器の配置，遠隔操作，放射性物質の漏えい防止対策，換気等，所要の放射

線防護上の措置を講ずる設計とする。 

なお，遠隔操作の設計については，第２章 個別項目の「4.3 制御室」に示

す。また，放射性物質の漏えい防止対策については，第１章 共通項目の「4.1

 閉じ込め」に基づくものとし，換気の設計については，第２章 個別項目の「5.

1.4 換気設備」に示す。 

    b. 安全機能を有する施設は，取り扱う放射性物質の種類，量及びその移動を考慮

し，放射線の遮蔽効果のある機器，洞道，セル及び建屋の内部に放射性物質を収

納し，これらを遮蔽設備として組み合わせる設計とする。 

遮蔽設備はセル遮蔽，補助遮蔽及び外部遮蔽から構成する。 

      第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設と共用する。共用

する第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設から受け入れ

る雑固体が再処理施設から発生する雑固体と表面線量当量率が同等であること

を確認して保管廃棄する設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性

を損なわない設計とする。 

    c. 再処理施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立入り頻度及び

立入り時間を考慮した遮蔽設計区分を設け，区分ごとに基準線量率を設定する

とともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの基準線量率を満足するよう遮蔽
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設備を設計する。 

    d. セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は貫通部がある場合で，開口部又は貫通部

により基準線量率を超えるおそれのある場合には，以下に示すような放射線漏

えい防止措置を講じ，基準線量率を満足する設計とする。 

(a) セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部については，線源を直接見通さ

ないような場所に設置する措置 

     (b) セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部には，迷路構造，遮蔽材を設置

する等の措置 

e. 遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に用いる線源，遮蔽材の形状及び材質，計算

誤差等を考慮し，十分な安全余裕を見込む。また，遮蔽計算においては，許認可

において使用実績があり，信頼性のある計算コードを使用する。 
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2.2 遮蔽設計の考え方 

再処理施設においては，取り扱う放射性物質の種類，量及びその移動を考慮し，放射

線の遮蔽効果のある機器，洞道，セル及び建屋の内部に放射性物質を収納し，これらを

遮蔽設備として組み合わせる設計とする。 

また，放射線業務従事者の立入り頻度及び立入り時間を考慮した遮蔽設計区分を設

け，区分ごとに基準線量率を設定するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの

基準線量率を満足するように遮蔽設備の設置及び放射性物質を取り扱う機器の配置を

行う。 

上記の遮蔽設備の設置及び機器の配置に加え，放射性物質を取り扱う設備・機器の遠

隔操作，放射性物質の漏えい防止対策及び換気による汚染拡大防止といった，所要の放

射線防護上の措置を講ずる設計とすることにより，公衆の被ばく線量及び放射線業務

従事者が立ち入る場所における線量を合理的に達成できる限り低くする。 

以上について，周辺監視区域外における再処理施設からの直接線及びスカイシャイ

ン線による実効線量の評価並びに基準線量率の設定に基づく室内の線源となる設備・

機器からの線量率の評価により，遮蔽設計及び施設配置の妥当性を確認する。 
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3. 遮蔽設計に係る設計方針 

3.1 遮蔽設計の基準線量率 

建屋内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立入り頻度，立入り時間を考慮

して5段階に遮蔽設計区分を設定するとともに，遮蔽設計区分ごとに放射線業務従事者

の被ばく低減に留意した基準線量率を第3.1-1表に示すように定める。 

遮蔽設計は，室外の線源となる機器，容器，配管，使用済燃料，ガラス固化体及び雑

固体(以下「線源機器等」という。)からの線量率と室内の線源機器等からの線量率の合

計が，第3.1-1表に示した当該区域の遮蔽設計区分の基準線量率を満足するように行う。 

なお，第3.1-1表の区分は，原則として，人が通常接近する場所で高さが床上2mまで

の空間であって，室内の線源機器等から1m(グローブボックスのような放射線業務従事

者が通常接近して作業を行う機器については，当該機器の表面)以遠の空間を対象とす

る。 

 

第3.1-1表 基準線量率 

区         分 基準線量率 

管理区域外 Ⅰ1: 管理区域外 ≦ 2.6μSv/h 

管理区域内 

Ⅰ2: 週48時間以内しか 

   立ち入らないところ 
≦  10μSv/h 

Ⅰ3: 週10時間程度しか 

   立ち入らないところ 
≦  50μSv/h 

Ⅰ4: 週１時間程度しか 

     立ち入らないところ 
≦ 500μSv/h 

Ⅰ5: 通常は立ち入らない 

     ところ 
＞ 500μSv/h 

（注）上表区分欄に示す時間は，毎週必ず立ち入る時間を示すものではなく，立

入に対する制限は線量率，作業に要する時間及び個人の線量を考慮して決

定する。 
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3.2 遮蔽の分類 

再処理施設には，敷地周辺の公衆及び放射線業務従事者の被ばくを低減するため以

下の遮蔽を設ける。 

 (1) セル遮蔽 

セル遮蔽は，セル，貯蔵室及び遮蔽設計区分がI5である室を構成する構築物であ

り，放射性物質を内蔵する線源機器等からの放射線を低減するためのもので，主要

部はコンクリート壁及び鉄板の遮蔽材で構成する。 

 (2) 補助遮蔽 

補助遮蔽は，設備，機器回りの遮蔽で放射性物質を内蔵する線源機器等からの放

射線を低減するためのもので，コンクリート壁，水，鉛板，鉄板，ポリエチレン，

鉛ガラス，ステンレス鋼，メタクリル樹脂の遮蔽材で構成する。 

 (3) 外部遮蔽 

外部遮蔽は，建物外壁及び天井を構成する構築物であり，建物又は施設の外側及

び周辺監視区域外への放射線を低減するためのもので，主要部はコンクリート壁

の遮蔽材で構成する。 

     第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設と共用する。共用す

る第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設から受け入れる雑

固体が再処理施設から発生する雑固体と表面線量当量率が同等であることを確認

して保管廃棄する設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性を損なわ

ない設計とする。 
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3.3 開口部等からの放射線の漏えい防止の方針 

セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は配管その他の貫通部がある場合で，これらによ

り基準線量率を超えるおそれのある場合には，以下に示すような放射線の漏えいを防

止するための措置を講じ，基準線量率を満足するよう設計する。 

(1) セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部を設ける場合，人が容易に接近できないような

場所(通路の行き止まり部，高所及び狭隘部)へ設置するか，線源を直接見通さない

ように迷路構造を設置する。 

 (2) セル遮蔽及び外部遮蔽を貫通する配管，ダクト，電線管，ケーブルトレイ，機器

(以下「配管等」)については，原則として，貫通部が線源を直接見通さないような

場所に設置する。 

    さらに，配管等については，必要に応じて，屈曲構造又はスクリューダクト，補

助的な遮蔽材を設置する措置を講ずる。 

 (3) セル遮蔽及び外部遮蔽に設置する補助遮蔽である遮蔽扉，プラグ，遮蔽窓，遮蔽

ハッチ，遮蔽スラブ及び遮蔽蓋については，コンクリート，水，鉛板，鉄板，ポリ

エチレン，鉛ガラス，ステンレス鋼，メタクリル樹脂の遮蔽材を用いる。また，躯

体との間隙部分は原則として段付きの構造とし，さらに，必要に応じて補助的な遮

蔽材を使用する。 
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4. 線量の評価方法 

4.1 遮蔽設計に用いる線源(1)(2) 

 遮蔽計算に用いる線源の諸条件は，遮蔽設計上厳しい結果を与えるように以下のと

おり設定する。 

4.1.1 遮蔽設計用燃料仕様 

(1) 設計用燃料仕様の領域区分 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設では，使用済燃料集合体を1体ごとに取り

扱い，また，せん断処理施設から溶解施設の計量前中間貯槽までは，少数体の取扱

量となることから1体領域とする。 

計量・調整槽以降では，払い出す溶解液を1日当たり再処理する使用済燃料の平

均燃焼度45,000MWd/t･Upr(ここでいうt･Uprは，照射前金属ウラン重量換算であり，

以下「t･Upr」という。)以下に混合，調整するので，計量・調整槽からは1日平均領

域とする。 

(2) 燃料仕様の設定 

ガンマ線及び中性子線の影響が遮蔽設計上厳しくなる燃料仕様をそれぞれ設定

する。 

a. ガンマ線 

(a) 使用済燃料集合体燃焼度(以下「燃焼度」という。) 

燃焼度の大きい燃料は，核分裂生成物（以下「FP」という。）の生成量が多

く，遮蔽設計上厳しい結果を与えるため，1体領域は再処理を行う使用済燃料

集合体最高燃焼度55,000MWd/t･Upr，1日平均領域は1日当たり再処理する使用

済燃料の平均燃焼度の最高値45,000MWd/t･Uprを設定する。 

(b) 照射前燃料濃縮度(以下「初期濃縮度」という。) 

初期濃縮度が小さい燃料は，アクチノイド及び放射化生成物（以下「AP」と

いう。）の生成量が多く，遮蔽設計上厳しい結果を与えるので，1体領域は，

高燃焼度実証燃料のような特異な場合を想定して3.0wt％，1日平均領域は，高

燃焼度燃料の下限としての初期濃縮度として3.5wt％を設定する。 

(c) 比出力 

比出力が大きい燃料は，炉心内での燃焼期間が短く，燃焼期間中のFP及びA

Pの減衰効果が小さくなり，遮蔽設計上厳しい結果を与えるので，1体領域及び

1日平均領域ともBWR燃料は40MWd/t･Upr，PWR燃料は60MWd/t･Uprを設定する。な

お，精製施設のプルトニウム精製設備以降は，プルトニウムの線源強度が大き

く遮蔽設計上厳しい結果を与える比出力10MWd/t･Uprを設定する。ただし，ウラ

ン・プルトニウム混合酸化物貯蔵設備の精製されたプルトニウムは，プルトニ

ウム-236の娘核種の寄与を考慮するため，プルトニウム-236の存在量の大き

くなるPWR燃料の60MWd/t･Uprを設定する。また，脱硝施設及び製品貯蔵施設で
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取り扱う精製されたウランはウラン-232の娘核種の寄与を考慮するため，照

射前金属ウラン単位重量当たりのウラン-232の存在量の大きい10MWd/t･Uprを

設定する。 

(d) 使用済燃料最終取り出し前の原子炉停止時からの期間(以下「冷却期間」と

いう。) 

冷却期間が短い燃料は，FP及びAPの減衰効果が小さくなり，遮蔽設計上厳し

い結果を与えるため，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設については冷却

期間1年，せん断処理施設以降は冷却期間4年を設定する。また，脱硝施設及び

製品貯蔵施設で取り扱う精製されたウランはウラン-232の娘核種の寄与を考

慮するため，遮蔽設計上厳しい結果を与える冷却期間10年を設定する。 

(e) 燃料形式 

使用済燃料の受入れ施設から溶解槽までは，比出力の大きいPWR燃料を選定

する。第１よう素追出し槽以降の設備で，FPの寄与が支配的な設備はPWR燃料

を設定し，プルトニウムの寄与が支配的な設備はＢＷＲ燃料を設定する。 

なお，脱硝施設及び製品貯蔵施設で取り扱う精製されたウランはウラン-23

2の娘核種の寄与を考慮するため，照射前金属ウラン単位重量当たりのウラン

-232の存在量の大きいPWR燃料を設定する。 

 ハル・エンドピースの処理及び貯蔵に係る設備は，構造材の放射化量を考

慮するため，照射前金属ウラン単位重量当たりの構造材重量の大きいBWR燃料

を設定する。 

b. 中性子線 
(a)  燃焼度 

燃焼度の大きい燃料は，プルトニウム単位重量当たりの中性子発生数が大

きく，遮蔽設計上厳しい結果を与えるため，1体領域は再処理を行う使用済燃

料集合体最高燃焼度55,000 MWd/t･Upr，1日平均領域は1日当たり再処理する使

用済燃料の平均燃焼度の最高値は45,000 MWd/t･Uprを設定する。 

(b) 初期濃縮度 

初期濃縮度が小さい燃料は，プルトニウム単位重量当たりの中性子発生数

が大きく，遮蔽設計上厳しい結果を与えるので，1体領域は，高燃焼度実証燃

料のような特異な場合を想定して3.0 wt％，1日平均領域は，高燃焼度燃料の

下限としての初期濃縮度として3.5 wt％を設定する。 

(c) 比出力 

プルトニウムの寄与が支配的な設備は，比出力の小さい燃料がプルトニウ

ム単位重量当たりの中性子発生数が大きく，遮蔽設計上厳しくなる結果を与

えるので10 MWd/t･Uprを設定する。その他の設備については，全アクチノイド

の寄与を考慮した場合に比出力の大きい燃料が遮蔽設計上厳しい結果を与え
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るので，PWR燃料の60 MWd/t･Uprを設定する。 

(d) 冷却期間 

冷却期間の短い燃料は，プルトニウム単位重量当たりの中性子発生数が大

きく，遮蔽設計上厳しい結果を与えるので，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設については冷却期間1年，せん断処理施設以降は冷却期間4年を設定する。 

(e) 燃料形式 

プルトニウムの寄与が支配的な設備については，プルトニウム単位重量当

たりの中性子発生数の大きいBWR燃料を設定する。 

その他の設備については，照射前金属ウラン単位重量当たりの中性子発生

数の大きいPWR燃料を設定する。 

4.1.2 遮蔽設計に用いる線源強度及びエネルギスペクトル 

(1)遮蔽設計用燃料仕様に基づく各工程の線源強度及び線源スペクトル 

a. ガンマ線 

ガンマ線の遮蔽設計に用いる線源強度及びエネルギスペクトルは，線源機器

等の最大放射能量を考慮するとともに，遮蔽設計に用いる設計用燃料仕様に基

づき，ORIGEN2コード(3)により算出される核種組成を基準に，工程内での組成変

化，濃度変化を考慮し，遮蔽設計上厳しい評価結果を与えるように設定する。 

第4.1.2-1図に核種組成の領域を，第4.1.2-1表に核種組成を示し，核種組成に

対応するガンマ線エネルギスペクトルを第4.1.2-2表に示す。 

b. 中性子線 

中性子線の遮蔽設計に用いる線源強度は，線源機器等の最大放射能量を考慮

するとともに，遮蔽設計に用いる設計用燃料仕様に基づき，ORIGEN2コードによ

り算出されるアクチノイド及びその娘核種の工程内での組成変化，濃度変化を

考慮して中性子発生数を設定し，遮蔽設計上厳しい評価結果を与えるように設

定する。 

また，中性子線エネルギスペクトルは，工程内での中性子線放出核種のエネル

ギを考慮し，遮蔽設計上厳しい評価結果を与えるようにキュリウム-242による

(α，n)反応で生成する中性子線のエネルギスペクトル(4）とする。ただし，プル

トニウム精製設備からウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵設備までは，プルト

ニウム-239の(n，f)反応により生成する中性子線のエネルギスペクトル(5)とす

る。中性子線エネルギスペクトルを第4.1.2-3表に示す。 

(2) 使用済燃料収納使用済燃料輸送容器(以下「実入りキャスク」という。) 

実入りキャスクを取り扱う工程での遮蔽設計に用いる線源条件は，受けれる実

入りキャスクが多種にわたること及び将来，高燃焼度燃料を輸送する場合も想定

し，厳しい条件を設定する。 

遮蔽計算で使用する線源強度は，実入りキャスク表面から1ｍ離れた位置での線
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量率が「核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則」に定めら

れた制限値である100μSv/hとなるように設定する。 

線種及び線源スペクトルについては，実入りキャスクから放出される中性子線

及び中性子線による二次ガンマ線を考慮した場合に，二次ガンマ線の最高エネル

ギに相当する7MeV単一ガンマ線のみによって100μSv/hの線量率を与えると仮定

した場合に遮蔽設計上最も厳しい評価結果を与えることから，遮蔽計算に用いる

線種には7MeVの単一ガンマ線を設定する。 

(3) 原子炉施設から使用済燃料集合体とともに持ち込まれる腐食生成物質 

原子炉施設から使用済燃料集合体とともに持ち込まれる腐食生成物質を取り扱

う工程での遮蔽設計に用いる線源強度は，原子炉施設の実績及び文献(6)(7)に基づい

て設定する。また，エネルギスペクトルは，遮蔽設計上厳しい評価結果を与えるよ

うに，線源強度が大きい核種で最もガンマ線エネルギが高いコバルト-60を代表核

種として設定する。
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第4.1.2-1図 核種組成領域図 
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第4.1.2-1表 核種組成表 
 

領  域 線  源  組  成  (注) 

S0 

 

S1 

 

S2 

 

S3 

 

S4 

 

S5 

 

S7 

 

 

S8 

 

 

S9 

 

 

 

 

 

S10 

 

 

 

S11 

 

 

 

 

 

S12 

 

 

FP＋AP＋アクチノイド 

 

FP＋アクチノイド 

 

AP＋0.5 ％FP＊1＋5.1％(Ru，Rh) 

 

構造材 2㎏中のAP＋51％(Ru，Rh) 

 

FP（気体状のFPを除く）＋アクチノイド 

 

Ru，Rh 

 

Pu＋Pu１ｇ当たり4.44×105Bq(Ru，Rh) 

＋5,000ppm 241Am／Pu 

 

U＋(U １g当たりPu及びNpそれぞれ7,500 αdpm) 

＋U 1g当たり1.85×104Bq(Ru，Rh) 

 

精製後1年を経過したPu＊2 

＋Pu 1ｇ当たり4.44×105Bq(Ru，Rh) 

＋精製後1年を経過したＵ＊3 

＋(U 1g当たりPu及びNpそれぞれ7,500 αdpm) 

＋U 1g当たり1.85×104Bq(Ru，Rh) 

 

精製後1年を経過したU＊3 

＋(U 1g当たりPu及びNpそれぞれ7,500 αdpm) 

＋U 1g当たり1.85×104Bq(Ru，Rh) 

 

遮蔽設計上最も厳しくなる貯蔵期間を経過したＰｕ＊２ 

＋Pu 1g当たり4.44×105Bq(Ru，Rh) 

＋遮蔽設計上最も厳しくなる貯蔵期間を経過したＵ＊３ 

＋(U 1g当たりPu及びNpそれぞれ7,500 αdpm) 

＋U 1g当たり1.85×104Bq(Ru，Rh) 

 

遮蔽設計上最も厳しくなる貯蔵期間を経過したU＊3 

＋(U 1g当たりPu及びNpそれぞれ7,500 αdpm) 

＋U 1g当たり1.85×104Bq(Ru，Rh) 

 FP  ：核分裂生成物質 

 AP  ：放射化生成物質 

 FP＊1 ：核分裂生成物質のうちRu及びRhを除く 

 Pu＊2 ：Ｐｕ及びその核壊変によって生成した物質 

 U＊3 ：Ｕ及びその核壊変によって生成した物質 

（注）線源組成は，ORIGEN2コードにより求められた単位質量当たりの各核種の量を表中の分類

に従って合成することにより得られる。 
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第4.1.2-2表 ガンマ線エネルギスペクトル（1/3） 

群*1 

上限 

エネルギ 

[MeV] 

ガンマ線エネルギスペクトル（1体領域） 

S0M*2 

[photons/s/Bq] 

S1M*2 

[photons/s/Bq] 

S2M*2 

[photons/s/Bq] 

S3M*2 

[photons/s/Bq] 

1 2.00×10-2 1.8×10-1 1.8×10-1 1.8×10-1 4.2×10-1 

2 3.00×10-2 4.4×10-2 4.3×10-2 9.5×10-2 9.2×10-2 

3 4.50×10-2 4.5×10-2 4.5×10-2 4.3×10-2 6.1×10-2 

4 7.00×10-2 3.6×10-2 3.7×10-2 3.7×10-2 9.2×10-2 

5 1.00×10-1 2.5×10-2 2.5×10-2 2.4×10-2 5.9×10-2 

6 1.50×10-1 2.7×10-2 2.7×10-2 1.9×10-2 4.1×10-2 

7 3.00×10-1 2.1×10-2 2.1×10-2 2.7×10-2 6.0×10-2 

8 4.50×10-1 1.3×10-2 1.3×10-2 4.0×10-2 3.2×10-2 

9 7.00×10-1 2.8×10-1 2.8×10-1 1.6×10-1 1.7×10-1 

10 1.00×100 9.2×10-2 9.2×10-2 2.7×10-2 1.0×10-2 

11 1.50×100 2.1×10-2 1.6×10-2 5.3×10-1 1.3×10-2 

12 2.00×100 6.6×10-4 6.6×10-4 8.4×10-4 2.4×10-3 

13 2.50×100 4.5×10-4 4.5×10-4 3.0×10-4 7.3×10-4 

14 3.00×100 1.6×10-5 1.6×10-5 3.4×10-5 1.1×10-4 

15 4.00×100 2.0×10-6 2.0×10-6 4.5×10-6 1.4×10-5 

16 6.00×100 2.6×10-9 2.6×10-9 5.7×10-22 2.5×10-32 

17 8.00×100 3.0×10-10 3.0×10-10 3.7×10-23 1.6×10-33 

18 1.10×101 3.4×10-11 3.5×10-11 2.4×10-24 1.0×10-34 

計 7.9×10-1 7.8×10-1 1.2×100 1.1×100 

*1：ガンマ線のエネルギ群分けは，ORIGEN2コードフォトンライブラリの群構造を用いる。 

*2：Mは1体領域，Dは1日平均領域を示す。
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第4.1.2-2表 ガンマ線エネルギスペクトル（2/3） 

群*1 

上限 

エネルギ 

[MeV] 

ガンマ線エネルギスペクトル（1日平均領域） 

S2D*2 

[photons 

/ｓ/Bq] 

S3D*2 

[photons 

/ｓ/Bq] 

S4D*2 

[photons 

/ｓ/Bq] 

S5D*2 

[photons 

/ｓ/Bq] 

S7D*2 

[photons 

/ｓ/g･Pu] 

S8D*2 

[photons 

/ｓ/g･U] 

1 2.00×10-2 1.8×10-1 4.2×10-1 1.8×10-1 4.2×10-1 4.4×109 1.5×105 

2 3.00×10-2 9.5×10-2 9.2×10-2 4.3×10-2 9.2×10-2 1.6×107 6.4×103 

3 4.50×10-2 4.3×10-2 6.1×10-2 4.5×10-2 6.2×10-2 1.2×107 1.9×103 

4 7.00×10-2 3.7×10-2 9.2×10-2 3.7×10-2 9.2×10-2 2.4×108 5.9×104 

5 1.00×10-1 2.4×10-2 5.9×10-2 2.5×10-2 5.9×10-2 2.3×106 3.0×104 

6 1.50×10-1 1.9×10-2 4.1×10-2 2.7×10-2 4.1×10-2 3.9×105 5.2×104 

7 3.00×10-1 2.7×10-2 6.0×10-2 2.2×10-2 6.1×10-2 2.2×105 4.0×104 

8 4.50×10-1 4.0×10-2 3.2×10-2 1.3×10-2 3.2×10-2 9.5×104 3.0×103 

9 7.00×10-1 1.5×10-1 1.7×10-1 2.6×10-1 1.7×10-1 8.2×104 3.1×103 

10 1.00×100 2.5×10-2 1.0×10-2 7.8×10-2 1.0×10-2 1.8×104 1.9×102 

11 1.50×100 5.1×10-1 1.3×10-2 1.4×10-2 1.3×10-2 6.5×103 2.4×102 

12 2.00×100 8.2×10-4 2.4×10-3 6.0×10-4 2.4×10-3 1.3×103 4.4×101 

13 2.50×100 3.2×10-4 7.3×10-4 5.1×10-4 7.4×10-4 4.6×102 1.4×101 

14 3.00×100 3.3×10-5 1.1×10-4 1.4×10-5 1.1×10-4 1.2×102 2.0×100 

15 4.00×100 4.4×10-6 1.4×10-5 1.8×10-6 1.4×10-5 7.2×101 2.6×10-1 

16 6.00×100 6.3×10-22 3.3×10-32 1.0×10-9 0.0 2.8×101 7.7×10-4 

17 8.00×100 4.1×10-23 2.1×10-33 1.2×10-10 0.0 3.1×100 8.8×10-5 

18 1.10×101 2.6×10-24 1.3×10-34 1.4×10-11 0.0 3.5×10-1 1.0×10-5 

計 1.2×100 1.1×100 7.5×10-1 1.1×100 4.7×109 3.4×105 

*1：ガンマ線のエネルギ群分けは，ORIGEN2コードフォトンライブラリの群構造を用いる。 

*2：Mは1体領域，Dは1日平均領域を示す。 
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第4.1.2-2表 ガンマ線エネルギスペクトル（3/3） 

群*1 

上限 

エネルギ 

[MeV] 

ガンマ線スペクトル（1日平均領域） 

S9D(Pu)*2 

[photons 

/s/g･Pu] 

S9D(U)*2 

[photons 

/s/g･U] 

S10D*2 

[photons 

/s/g･U] 

S11D*2 

[photons 

/s/g･Pu+ 

g･U] 

S12D*2 

[photons 

/s/g･U] 

1 2.00×10-2 4.4×109 2.6×104 2.6×104 4.6×109 2.7×104 

2 3.00×10-2 1.9×107 3.2×103 3.2×103 2.4×108 3.3×103 

3 4.50×10-2 1.2×107 2.1×103 2.1×103 2.6×107 2.2×103 

4 7.00×10-2 2.8×108 3.6×103 3.6×103 3.6×109 3.8×103 

5 1.00×10-1 4.3×106 3.2×103 3.2×103 4.5×106 4.0×103 

6 1.50×10-1 3.9×106 1.4×103 1.4×103 4.0×106 1.5×103 

7 3.00×10-1 2.8×106 2.7×103 2.7×103 1.5×106 3.8×103 

8 4.50×10-1 2.5×105 9.5×102 9.5×102 3.0×105 1.0×103 

9 7.00×10-1 8.3×104 3.7×103 3.7×103 1.7×105 4.4×103 

10 1.00×100 1.9×104 4.7×102 4.7×102 4.2×104 8.3×102 

11 1.50×100 6.5×103 3.2×102 3.2×102 7.2×103 3.5×102 

12 2.00×100 1.3×103 8.9×101 8.9×101 3.4×103 1.6×102 

13 2.50×100 4.6×102 1.4×101 1.4×101 4.5×102 1.4×101 

14 3.00×100 5.8×102 3.3×102 3.3×102 2.1×104 1.0×103 

15 4.00×100 7.2×101 2.6×10-1 2.6×10-1 6.3×101 2.6×10-1 

16 6.00×100 2.8×101 7.7×10-4 7.7×10-4 2.4×101 7.7×10-4 

17 8.00×100 3.1×100 8.8×10-5 8.8×10-5 2.7×100 8.8×10-5 

18 1.10×101 3.5×10-1 1.0×10-5 1.0×10-5 3.0×10-1 1.0×10-5 

計 4.8×109 4.8×104 4.8×104 8.4×109 5.4×104 

*1：ガンマ線のエネルギ群分けは，ORIGEN2コードフォトンライブラリの群構造を用いる。 

*2：Mは1体領域，Dは1日平均領域を示す。 
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第4.1.2-3表 中性子線エネルギスペクトル 

群* 上限エネルギ 

[MeV] 

Cm-242(α，n)(4) Pu-239(n，fission)(5) 

1 1.50×101 0.0 8.8×10-4 

2 1.22×101 0.0 3.2×10-3 

3 1.00×101 0.0 8.6×10-3 

4 8.18×100 0.0 2.6×10-2 

5 6.36×100 0.0 4.9×10-2 

6 4.96×100 5.2×10-2 5.9×10-2 

7 4.06×100 3.9×10-1 1.2×10-1 

8 3.01×100 2.8×10-1 9.0×10-2 

9 2.46×100 4.7×10-2 2.2×10-2 

10 2.35×100 1.5×10-1 1.2×10-1 

11 1.83×100 6.8×10-2 2.0×10-1 

12 1.11×100 6.7×10-3 1.8×10-1 

13 5.50×10-1 1.1×10-3 1.2×10-1 

14 1.11×10-1 0.0 1.4×10-2 

15 3.35×10-3 0.0 7.3×10-5 

16 5.83×10-4 0.0 5.3×10-6 

17 1.01×10-4 0.0 3.5×10-7 

18 2.90×10-5 0.0 0.0 

19 1.07×10-5 0.0 0.0 

20 3.06×10-6 0.0 0.0 

21 1.12×10-6 0.0 0.0 

22 4.14×10-7 0.0 0.0 

計 1.0 1.0 

適用範囲 全施設共通 Pu取扱施設 

         *：中性子線のエネルギ群分けは，DLC-23E群構造を用いる。 
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4.2 遮蔽計算に用いる計算コード及び核定数ライブラリ 

建屋内の遮蔽計算においては，核燃料施設又は原子炉施設において使用実績を有し，十

分信頼性のある点減衰核積分計算コード(QAD-CGGP2又は QAD-CGGP2R(8)(9))，輸送計算コー

ド(ANISN(10)，DOT(11))を用いる。線源のモデル化に当たっては，線源機器等からの放射線

を遮蔽設計上厳しく評価するように，各線源機器等の特徴に応じて点，球，円筒，直方体

にモデル化し，線源となる物質を考慮して密度を適切に設定する。また，同一の線源が多

数集合した状態である場合には均質化したモデルとする。 

直接線及びスカイシャイン線による線量の計算では，線量の計算に用いる線源は，建屋

内の配置，放射性物質量を考慮するとともに，その形状に応じて点，球，円筒，直方体に

モデル化し，線源となる物質を考慮して適切に設定した密度を用いて評価する。線量の計

算に当たっては，核燃料施設又は原子炉施設において使用実績を有し，十分信頼性のある

点減衰核積分計算コード(QAD-CGGP2又は QAD-CGGP2R)，一回散乱計算コード(G33-GP2又は

G33-GP2R(9)(12))，輸送計算コード(ANISN，DOT)を適切に組み合わせて用いる。 

また，中性子線の遮蔽計算に用いる核定数ライブラリとしては，DLC-23Eを用いる。 
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4.3 線量率換算係数 

実効線量の計算は，計算コードを使用して得られた放射線束に線量率換算係数を乗じて

算出する。 

ガンマ線については，ICRPのPublication74(13)の換算係数及び平成12年科学技術庁告示第

５号の換算係数，若しくはICRPのPublication74の換算係数及び実効換算係数(14)を用いて計

算地点における線量を計算する。この他，ガンマ線については，実効線量の値は実効線量当

量の値を下回る(13)ことから，ICRPのPublication51(15)の換算係数及び実効換算係数(16)(17)を

用いて実効線量当量を計算し，実効線量当量の値を実効線量の値として扱う。 

中性子線については，平成12年科学技術庁告示第5号の換算係数を用いて計算地点におけ

る線量を計算する。 
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4.4 直接線及びスカイシャイン線による線量の評価方法 

直接線及びスカイシャイン線による線量の計算では，周辺監視区域外において各建屋及び

洞道からの直接線及びスカイシャイン線による線量を合計し，その合計値が線量告示に定め

る公衆の線量限度を十分下回ることを示す。 

4.4.1 計算地点 

直接線及びスカイシャイン線による線量の計算に当たっては，線量の計算上厳しい

評価結果を与える周辺監視区域境界について計算する。計算地点は，主排気筒を中心と

して16方位に分割した各方位の周辺監視区域境界とし，各建屋から最短となる地点と

する。直接線及びスカイシャイン線による線量の評価方位を第4.4.1-1図に示す。 

4.4.2 線源条件 

 評価に用いる線源は、内蔵される放射性物質について，再処理工程の特徴を考慮して

厳しい結果を与えるように設定することとし，「4.1 遮蔽計算に用いる線源」で設定

した線源の情報を用いる。 

 線量の評価にあたっては，建屋内の配置，放射性物質量を考慮して選択するととも

に，実際の形状に応じて点，球，円筒，直方体にモデル化を行い，均質体系又は非均質

体系を仮定して評価する。また，線源が地下に設置されていることにより，直接線が無

視できるものについては，スカイシャイン線に起因する線量のみを評価する。 

4.4.3 計算コード，核定数ライブラリ及び線量換算係数 

 遮蔽計算に用いる計算コード及び核定数ライブラリは，「4.2 遮蔽計算に用いる計

算コード及び核定数ライブラリ」に示す計算コード及び核定数ライブラリを使用する。

また、線量率換算係数については，「4.3 線量率換算係数」に示す線量率換算係数を

用いる。 

4.4.4 遮蔽材 

 遮蔽材は線源を取り囲むセル遮蔽及び補助遮蔽並びに外部遮蔽を考慮し，モデル化

する。 

4.4.5 実効線量の評価方法 

各建屋における直接線及びスカイシャイン線による線量を方位ごとに計算し，方位

内の各建屋からの線量を合計し，最大となる線量を再処理施設からの直接線及びスカ

イシャイン線による線量とする。なお，線源が地下に設置されていることにより，直接

線が無視できるものについては，スカイシャイン線に起因する線量のみを評価する。 

     また，第2低レベル廃棄物貯蔵建屋を除く各建屋からの直接線及びスカイシャイン線

による線量の評価については，遮蔽設備の設計及び評価条件に変更がないことから，以

下の認可を受けたものに同じである。 

     ・平成５年４月14日付け５安(核規)第24号にて認可を受けた第１回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 
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     ・平成５年12月27日付け５安(核規)第534号にて認可を受けた第２回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成６年７月22日付け６安(核規)第220号にて認可を受けた第３回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成10年６月９日付け９安(核規)第596号にて認可を受けた第６回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成11年１月29日付け10安(核規)第538号にて認可を受けた第７回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成11年７月５日付け11安(核規)第135号にて認可を受けた第８回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成12年４月3日付け12安(核規)第89号にて認可を受けた再処理施設の変更に係る

設工認申請書の「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各

施設の放射線による被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成23年７月8日付け平成23・02・16原第9号にて認可を受けた再処理施設の変更に

係る設工認申請書の「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 

各施設の放射線による被ばくの防止に関する計算書」 
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第4.4.1-1図 直接線及びスカイシャイン線による線量の評価方位 
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4.5 放射線業務従事者の立入り場所における線量の評価方法 

4.5.1 線量率計算箇所及び遮蔽計算代表点 

「3.1 遮蔽設計の基準となる線量率」で示す基準線量率ごとに，線源室に隣接す

る場所を線量率計算箇所候補とする。 

線量率計算箇所候補の中から，遮蔽計算コードの計算モデルの違いを考慮して，遮

蔽計算方法の妥当性を示すために線量率の計算方法と計算結果を示す箇所を遮蔽計

算代表点(以下「P点」という。)として選定し，遮蔽計算方法の妥当性を示す。 

さらに，P点以外の線量率計算候補箇所の中から，建屋各階のI1，I2，I3，I4区域

の遮蔽計算上最も厳しい条件となる箇所において、それぞれの基準線量率を満足す

ることを確認する線量率計算箇所(以下「A点」という。)として選定する。 

4.5.2 線源条件 

 評価に用いる線源は、内蔵される放射性物質について，再処理工程の特徴を考慮して

厳しい結果を与えるように設定する。 

 遮蔽計算に用いる線源は，「4.1 遮蔽計算に用いる線源」で設定した線源の情報を

用いる。 

 線量の計算において用いる線源は，建屋内の配置，放射性物質量を考慮して選択する

とともに，実際の形状に応じて点，球，円筒，直方体にモデル化を行い，均質体系又は

非均質体系を仮定して評価する。 

4.5.3 遮蔽計算に用いる計算コード及び核定数ライブラリ 

 遮蔽計算に用いる計算コード及び核定数ライブラリは，「4.2 遮蔽計算に用いる計

算コード及び核定数ライブラリ」に示す計算コード及び核定数ライブラリを使用する。

また、線量率換算係数については，「4.3 線量率換算係数」に示す線量率換算係数を

用いる。 

4.5.4 遮蔽材 

 遮蔽計算において考慮する遮蔽材については，公差を考慮し安全余裕を見込んだ厚

さ及び密度を用いてモデル化する。 

4.5.5 線量率の評価点 

 遮蔽計算における線量率の評価点は，以下のとおりとする。 

 建屋外壁の管理区域境界については，建屋外壁表面が最大の線量率となることが明

らかなことから，建屋外壁表面を評価点とする。また，建屋屋上の管理区域境界につい

ては，建屋屋上の床面が最大の線量率となることが明らかなことから，建屋屋上の床面

を評価点とする。 

 管理区域内の遮蔽計算において，室外の線源機器等に対する評価点は，側壁からの寄

与を床上2ｍまでの範囲の壁表面，床からの寄与を床の表面，天井からの寄与を床上2ｍ

の位置とし，また，室内の線源機器等に対する評価点は室内の当該線源機器等から1ｍ

離れた位置(グローブボックスのような放射線業務従事者が通常接近して作業を行う

機器については，当該機器の表面)とする。 

なお，隣接する室に線源が存在しない場合には，壁，床及び天井を遮蔽計算の対象と
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しない。 

4.5.6 室内の線量率の評価方法 

放射線業務従事者の立ち入る場所の線量率の評価に当たっては，側壁，床，天井につ

いての線量率計算結果及び室内の線源機器等についての線量率計算結果を足し合わせ，

その合計値が当該区域の遮蔽設計区分の基準線量率を満足することを示す。 

     また，第2低レベル廃棄物貯蔵建屋を除く放射線業務従事者の立入り場所における線

量の評価については，遮蔽設備の設計及び評価条件に変更がないことから，以下の認可

を受けたものに同じである。 

     ・平成５年４月14日付け５安(核規)第24号にて認可を受けた第１回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成５年12月27日付け５安(核規)第534号にて認可を受けた第２回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成６年７月22日付け６安(核規)第220号にて認可を受けた第３回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成７年９月26日付け７安(核規)第710号にて認可を受けた第４回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成９年５月27日付け９安(核規)第245号にて認可を受けた第５回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成10年６月９日付け９安(核規)第596号にて認可を受けた第６回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成11年１月29日付け10安(核規)第538号にて認可を受けた第７回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成11年７月５日付け11安(核規)第135号にて認可を受けた第８回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成11年12月７日付け11安(核規)第980号にて認可を受けた第９回設工認申請書の

「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 各施設の放射線に

よる被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成12年４月３日付け12安(核規)第89号にて認可を受けた再処理施設の変更に係

る設工認申請書の「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 

各施設の放射線による被ばくの防止に関する計算書」 
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     ・平成12年８月10日付け12安(核規)第502号にて認可を受けた再処理施設の変更に係

る設工認申請書の「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 

各施設の放射線による被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成12年８月10日付け12安(核規)第504号にて認可を受けた再処理施設の変更に係

る設工認申請書の「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－２ 

各施設の放射線による被ばくの防止に関する計算書」 

     ・平成15年２月17日付け平成14・07・23原第２号にて認可を受けた再処理施設の変更

に係る設工認申請書の「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」の「Ⅱ－

２ 各施設の放射線による被ばくの防止に関する計算書」 
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２ 各施設の放射線による被ばくの防止に関する計算書」 
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5. 準拠規格及び参考文献 

5.1 準拠規格 

   ・核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を

定める告示（平成27年8月31日原子力規制委員会告示第8号） 

   ・放射線を放出する同位元素の数量等を定める件（平成12年10月23日 科学技術庁告示

第５号） 

   ・核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則（昭和53年12月28日総

理府令第57号） 

5.2 参考文献 

   (1) 「再処理施設の設計用燃料条件のパラメータ検討について」，MAPI -3009 (1991)，
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   (3) A.G. Croff. "A User's Manual for the ORIGEN2 Computer Code", ORNL/TM-7175 
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   (5) "SCALE:A Modular Code System for Performing Standardized Computer 
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    (7) "American National Standard",ANSI/ANS-57.9-1984 

     (8) R. E. Malenfant."QAD:A Series of Point Kernel General Purpose Shielding  

Programs",LA-3573(1967) 

     (9) Y.Sakamoto,S.Tanaka,"QAD-CGGP2 AND G33-GP2:REVISED VERSION OF QAD­CGGP AND

G33-GP(CODES WITH THE CONVERSION FACTORS FROM EXPOSURE TO AMBIENT AND 

MAXIMUM DOSE EQUIVALENTS)",JAERI-M 90-110(1990) 

     (10) W.W.Engle,Jr.,"A Users Manual for ANISN:A One Dimensional Discrete  

Ordinates Transport Code with Anisotropic Scattering",K-1693(1967) 

     (11) W.A.Rhoades et al.,"The DOT Ⅲ Two-dimensional Discrete Ordinates  

Transport Code",ORNL-TM-4280(1973)  

     (12) M. L. Couchman and G. H. Anno,"G-33 CODE",NUS-TM-NA-42 (1965) 

     (13) “Conversion Coefficients for use in Radiological Protection Against  

External Radiation”, ICRP Publication74(1996) 

     (14) 「放射線施設のしゃへい計算実務マニュアル」(2000)，財団法人 原子力安全技術セ

ンター 

     (15) “Data for Use in Protection Against External Radiation”,  

ICRP Publication51(1987) 
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     (16) 田中俊一，鈴木友雄，「放射線障害防止法の新技術基準に基づく光子の線量当量の計

算方法(1)－遮蔽計算における空気吸収線量から線量当量への換算方法－」, 

    Radioisotopes, 38, 90-100(1989) 

     (17) 「放射線施設のしゃへい計算実務マニュアル」(1989)，財団法人 原子力安全技術セ
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発電炉との比較を行わない。 
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1. 概要 

本評価は，再処理施設の第２低レベル廃棄物貯蔵建屋(以下「本建屋」という。)からの 

直接線及びスカイシャイン線に関する計算方法を示すとともに，計算結果が法令で定め

る周辺監視区域外における線量限度を満足していることを確認することにより，遮蔽設

計及び施設配置の妥当性を示すものである。 

 

2. 計算条件 

2.1 線源 

評価に用いる線源は，内蔵される放射性物質について，再処理工程の特徴を考慮して厳

しい評価結果を与えるように設定する。 

本建屋内の線源に係る遮蔽設計用燃料仕様は，第2.1-1表に示すとおりである。 

評価に用いる線源のガンマ線線源強度及びガンマ線エネルギスペクトルは，遮蔽設計

用燃料仕様及び核種組成に基づき，ORIGEN2コード(1)を用いて，線量率の計算において厳

しい評価結果を与えるように設定する。 

 (1) 線源の種類及び量 

a．評価に用いる線源は，地上階の貯蔵室（線源室）に保管廃棄される雑固体とす

る。地下階にある線源室からの寄与は，地中及び本建屋構造材での減衰によって

無視できる程小さいので，地上階の線源室のみを考慮する。また，地上階の線源

室のうち2階部分の床により遮蔽される線源はスカイシャイン線評価に対し，建

屋構造材での減衰によって無視できる。評価対象とする線源室を第2.1-2表に示

す。 

b．本建屋では，コンクリート透過後の中性子線線量率は，ガンマ線線量率に比べ

て十分低いことから，線源はガンマ線のみを考慮する。 

 (2) 線源強度 

線源強度は，線源室の基準線量率の上限値である500μSv/hに相当する強度を設定

する。線源条件を第2.1-2表に示す。 
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第2.1-1表 遮蔽設計用燃料仕様 

項   目 燃 料 仕 様 

領域区分 1日平均領域 

初期濃縮度(wt%) 3.5 

燃 焼 度(MWd/t・Upr) 45,000 

比 出 力(MW/t・Upr) 60 

冷却期間(y) 4 

燃料型式 
PWR燃料＊ 

(17×17型)(2)(3) 

注記 ＊：PWR燃料は，発電用の軽水減速，軽水冷却， 

     加圧水型原子炉の使用済ウラン燃料を示す。 
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第2.1-2表 評価対象線源室及び線源条件 

線源室名 

線源条件 

核種組成 

ガンマ線＊ 

エネルギ 
スペクトル 

線源強度 

(Bq) 

第11貯蔵室 

第12貯蔵室 

第13貯蔵室 

第4搬送室 

第5搬送室 

地上1階東西第1廊下 

S5 S5D 1.7×1014 

注記 ＊：ガンマ線エネルギスペクトルを第2.1-3表に示す。 

Dは1日平均領域を示す。 
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第2.1-3表 ガンマ線エネルギスペクトル 

(photon/s/Bq) 

群番号 
上限エネルギ 

(MeV) 
S5D＊ 

1 2.00×10-2 4.2×10-1 

2 3.00×10-2 9.2×10-2 

3 4.50×10-2 6.2×10-2 

4 7.00×10-2 9.2×10-2 

5 1.00×10-1 5.9×10-2 

6 1.50×10-1 4.1×10-2 

7 3.00×10-1 6.1×10-2 

8 4.50×10-1 3.2×10-2 

9 7.00×10-1 1.7×10-1 

10 1.00×100 1.0×10-2 

11 1.50×100 1.3×10-2 

12 2.00×100 2.4×10-3 

13 2.50×100 7.4×10-4 

14 3.00×100 1.1×10-4 

15 4.00×100 1.4×10-5 

16 6.00×100 0.0 

17 8.00×100 0.0 

18 1.10×101 0.0 

合計 1.1×100 

注記 ＊：Dは1日平均領域を示す。 

ガンマ線エネルギスペクトルは，第2.1-1表の遮蔽計算用燃料仕様に基づき

ORIGEN2コードにより算出し，「Ⅱ－１－１ 遮蔽設計に関する基本方針」の第

4.1.2-1表の核種組成に従って合成することにより求める。 

また，上記ガンマ線エネルギスペクトルS5Dは，「再処理事務所 再処理事業変

更許可申請書(令和４年９月29日許可)」添付書類七の第5.2-1表のスペクトル-7

に対応する。 
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2.2 計算モデル 

   線量の計算において用いる線源は，実際の形状に応じて直方体又は平板形状にモデ

ル化し，均質体系と仮定する。 

計算において考慮する遮蔽は，本建屋の外部遮蔽であり，線源をとり囲む外壁及び

天井（普通コンクリート：密度 2.15g/cm3)である。モデル化においては，線源と同様

直方体又は平板形状とし，実際の壁厚さに施工誤差を考慮した遮蔽厚さを設定する。 

   詳細な計算モデル及び計算方法については，「2.4 計算方法」に示す。 

 

2.3 計算地点 

直接線及びスカイシャイン線による線量は，第2.3-1図に示す主排気筒を中心として

16方位に分割した各方位の周辺監視区域境界であって，本建屋から最短となる地点に

ついてそれぞれ計算する。本建屋中心から，各方位の周辺監視区域境界までの最短距離

を第2.3-1表に示す。 

本建屋内に内蔵されている放射性物質からの直接線及びスカイシャイン線による線

量の評価に当たっては，線量の計算上厳しい評価結果を与える周辺監視区域境界につ

いて計算する。 
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第2.3-1図 直接線及びスカイシャイン線による線量の評価方位 
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第2.3-1表 直接線及びスカイシャイン線の評価における本建屋から計算地点までの距離 

主排気筒 

からの方位 

本建屋から計算地点

までの距離(m) 

N 1180 

NNE 1180 

NE 1100 

ENE 1100 

E 1150 

ESE 1500 

SE 1600 

SSE 1030 

S 800 

SSW 620 

SW 620 

WSW 490 

W 490 

WNW 600 

NW 800 

NNW 1050 
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2.4 計算方法 

評価において使用する計算コードは，直接線については三次元点減衰核積分計算コ

ードQAD-CGGP2R(4)(5)を用いて実効線量を計算し，スカイシャイン線の計算については

一次元輸送計算コードANISN(6)及び一回散乱計算コードG33-GP2R(5)(7)を組み合わせて用

いることで実効線量を計算する。 

直接線の計算においては，線源を直方体を組み合わせた形状にモデル化し，建屋外

の線量が最も大きくなる外壁面を直接線評価面として設定する。直接線評価面が各方

位に向いていると仮定し，計算地点における実効線量を計算する。 

スカイシャイン線の計算においては，線源を無限平板形状にモデル化し，一次元輸

送計算コードANISNを用いて線源室の天井透過後におけるガンマ線束を計算する。天

井外表面でのガンマ線束は均一であるとし，対応する天井面積(1830m2)を乗じ点線源

とする。これを本建屋の屋上中心におき，一回散乱計算コードG33-GP2Rを用いて計算

地点における実効線量を計算する。 

計算モデルを第2.4-1図(1)及び第2.4-1図(2)に示す。 

線量率換算係数については，ICRP Publication 74(8)の換算係数及び平成12年科学技

術庁告示第５号の換算係数，若しくはICRP Publication 74の換算係数及び実効換算係

数(9)を用いて実効線量を計算する。 
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    第2.4-1図(1) 計算モデル 

           (第２低レベル廃棄物貯蔵建屋(直接線及びスカイシャイン線)) 
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    第2.4-1図(2) 計算モデル 

          (第２低レベル廃棄物貯蔵建屋(スカイシャイン線)) 

  

雑固体(線源） 

77 77



3. 計算結果 

本建屋からの直接線及びスカイシャイン線による各方位の周辺監視区域外での実効線

量を第3.-1表に示す。 

その結果，周辺監視区域外で最大となるのは主排気筒からWSW及びW方位で，その実効線

量は年間9.1×10-7mSvであり，法令で定める線量限度の年間1mSvを十分下回っている。 
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第3.-1表 直接線及びスカイシャイン線による実効線量の計算結果(周辺監視区域外) 

(mSv/y) 

主排気筒 

からの方位 

第２低レベル廃棄物貯蔵建屋＊ 
合  計 

直接線 スカイシャイン線 

N 5.8×10-9 3.5×10-11 5.8×10-9 

NNE 5.8×10-9 3.5×10-11 5.8×10-9 

NE 9.5×10-9 7.3×10-11 9.6×10-9 

ENE 9.5×10-9 7.3×10-11 9.6×10-9 

E 6.9×10-9 4.6×10-11 7.0×10-9 

ESE 8.4×10-10 2.1×10-12 8.4×10-10 

SE 4.8×10-10 8.7×10-13 4.8×10-10 

SSE 1.5×10-8 1.4×10-10 1.5×10-8 

S 7.3×10-8 1.3×10-9 7.4×10-8 

SSW 2.9×10-7 8.2×10-9 3.0×10-7 

SW 2.9×10-7 8.2×10-9 3.0×10-7 

WSW 8.7×10-7 3.4×10-8 9.1×10-7 

W 8.7×10-7 3.4×10-8 9.1×10-7 

WNW 3.4×10-7 1.1×10-8 3.5×10-7 

NW 7.3×10-8 1.3×10-9 7.4×10-8 

NNW 1.4×10-8 1.2×10-10 1.4×10-8 

注記 ＊：本計算においては，コンクリートの施工厚さに対して施工誤差(-1cm)を考慮し

評価する。 
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1. 概要 

本評価は，再処理施設に係る建屋からの直接線及びスカイシャイン線に関する計算結

果の合計が線量告示で定める周辺監視区域外における線量限度を満足していることを確

認することにより，遮蔽設計及び施設配置の妥当性を示すものである。 

 

2. 直接線及びスカイシャイン線による線量の評価方法 

  主排気筒を中心として16方位に分割した周辺監視区域境界において，方位毎に計算し

た各建屋中心から最短となる地点の線量を合計し，最大となる線量を再処理施設に係る

建屋からの直接線及びスカイシャイン線による線量として評価する。 

  再処理施設に係る建屋からの平常時における直接線及びスカイシャイン線による線量

の評価に当たっては，線量の計算上厳しい評価結果を与える周辺監視区域境界の線量を

計算する。 

 

3. 再処理施設に係る建屋からの平常時における直接線及びスカイシャイン線による線量

の評価のまとめ 

  主排気筒を中心として16方位に分割した各方位の敷地境界外について，再処理施設に

係る建屋からの直接線及びスカイシャイン線による線量の合計値を第3.-1表に示す。 

  再処理施設に係る建屋からの周辺監視区域外における直接線及びスカイシャイン線に

よる線量の合計値が最大となるのは，主排気筒からNE方位で，その線量合計値は年間約2.

9×10-3mSvである。線量の評価地点を第3.-1図に示す。 

  これらは，線量告示で定める線量限度の年間1mSvを十分に下回っているとともに，再処

理事業所 再処理事業許可変更申請書（令和４年９月29日許可）における平常時の直接線

及びスカイシャイン線における公衆の線量評価結果を満足している。 
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第 3.－1表 直接線及びスカイシャイン線による線量の計算結果（周辺監視区域外） 

 

（単位：ｍSv/y） 

主排気筒か

らの方位 

今回申請に係る建屋*1 

（第 2低レベル廃棄物貯蔵建屋） 

再処理施設に係る建屋・洞道*1 

の合計 

変更前＊2 変更後*3 変更前*4 変更後 

N 4.4×10-9 5.8×10-9 6.1×10-4 6.1×10-4 

NNE 4.4×10-9 5.8×10-9 1.2×10-3 1.2×10-3 

NE 7.3×10-9 9.6×10-9 2.9×10-3 2.9×10-3 

ENE 7.3×10-9 9.6×10-9 2.9×10-3 2.9×10-3 

E 5.3×10-9 7.0×10-9 1.1×10-3 1.1×10-3 

ESE 6.4×10-10 8.4×10-10 4.2×10-5 4.2×10-5 

SE 3.6×10-10 4.8×10-10 9.9×10-6 9.9×10-6 

SSE 1.2×10-8 1.5×10-8 9.7×10-5 9.7×10-5 

S 5.7×10-8 7.4×10-8 2.0×10-4 2.0×10-4 

SSW 2.9×10-7 3.0×10-7 5.2×10-4 5.2×10-4 

SW 3.2×10-7 3.0×10-7 4.7×10-4 4.7×10-4 

WSW 7.0×10-7 9.1×10-7 5.6×10-4 5.6×10-4 

W 7.0×10-7 9.1×10-7 1.1×10-3 1.1×10-3 

WNW 2.7×10-7 3.5×10-7 1.1×10-3 1.1×10-3 

NW 5.7×10-8 7.4×10-8 8.0×10-4 8.0×10-4 

NNW 1.0×10-8 1.4×10-8 3.2×10-4 3.2×10-4 

*1：本計算においては，施工厚さに対して施工誤差（-1 ㎝）を考慮し，評価している。 

*2：本計算結果は「再処理施設に関する設計及び工事の方法の認可申請書」（平成 11年１

月 29日付け 10 安(核規)第 538にて認可）の値とする。 

*3：本計算においては，「Ⅱ－１－１ 遮蔽設計に関する基本方針」に従う。 

*4：本計算結果は「再処理施設に関する設計及び工事の方法の認可申請書」（平成 23年

７月８日付け 平成 23・02・16原第 9号にて認可）の値とする。 
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第 3.-1 図 再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による線量の評価地点 
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別紙４－５ 

 

第 2 低レベル廃棄物貯蔵建屋の建屋

内の放射線遮蔽に関する計算書

本添付書類は，発電炉に対応する書類がないことから，

発電炉との比較を行わない。 
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1. 概要 

本計算書は，再処理施設の第2低レベル廃棄物貯蔵建屋(以下「本建屋」という。)にお

ける遮蔽設計の妥当性を示すことを目的に，遮蔽計算方法を示すとともに，線量率計算結

果が基準線量率を満足していることを示すものである。 

遮蔽計算方法については，本建屋の建物の主要寸法として壁，床及び天井の厚さを記載

した箇所(遮蔽設計区分がI5である室を区画し，放射線業務従事者が常時立ち入る場所に

面する箇所及び建屋外)のうち，本建屋内での線源の種類，線源強度，遮蔽計算における

線源のモデル化の方法の観点から選定した線量率計算箇所について，具体的に示すとと

もに，遮蔽計算による線量率計算結果が当該室の基準線量率を満足していることを示す。 

また，上記以外の箇所については，遮蔽計算に用いる線源強度，エネルギスペクトル，

遮蔽材及び線量率計算結果を示すことにより，当該室の基準線量率を満足していること

を示す。 

ただし，周囲の建物と同等の厚さを有する遮蔽ハッチについては，本計算書の対象とは

しない。 

 

2. 計算条件 

2.1 線源 

本建屋内の線源は，低レベル固体廃棄物処理設備の低レベル濃縮廃液処理系及び廃

溶媒処理系の圧縮成型体を詰めたドラム缶並びに雑固体廃棄物処理系の雑固体及び廃

活性炭を詰めたドラム缶及び角型容器（以下「ドラム缶等」という。）であり，遮蔽の

対象となる線源機器に応じて線源強度を求める。 

本建屋内の線源に係る遮蔽設計用燃料仕様は，第2.1-1表に示すとおりである。 

遮蔽計算に用いる線源機器のガンマ線線源強度及びガンマ線エネルギスペクトルは，

第2.1-1表の遮蔽設計用燃料仕様に基づき，ORIGEN2コード(1)により算出し，「Ⅱ－１－

１ 遮蔽設計に関する基本方針」の第4.1.2-1表の核種組成に従って合成することによ

り求める。 

なお，本建屋において，コンクリート透過後の中性子線線量率は，ガンマ線線量率に

比べ十分低いことから，ガンマ線のみを考慮する。 

本建屋における遮蔽計算方法を示すために選定した線量率計算箇所の線源強度は以

下に示すとおりである。 

 

2.1.1 廃溶媒処理系の圧縮成型体の線源強度 

廃溶媒処理系の圧縮成型体を詰めたドラム缶は，第2貯蔵系の貯蔵室に貯蔵する。 

圧縮成型体を詰めたドラム缶を線源として，遮蔽計算方法を示すために選定し

た線量率計算箇所のガンマ線線源強度及びガンマ線エネルギスペクトルを第2.1.

1-1表及び第2.1.1-2表に示し，その際の線源室は，遮蔽計算方法を示すために選定

した線量率計算箇所に隣接する第8貯蔵室とする。 

 

2.1.2 雑固体廃棄物処理系の雑固体の線源強度 

雑固体廃棄物処理系の雑固体を詰めたドラム缶等は，第1貯蔵系の貯蔵室又は第

2貯蔵系の貯蔵室に貯蔵し，雑固体廃棄物処理系の雑固体(よう素フィルタ)を詰め

た角型容器はフィルタ貯蔵室に貯蔵する。また，角型容器は各階の東西第1廊下及

び搬送室を経由して移送する。 

雑固体廃棄物処理系の雑固体を詰めたドラム缶等及び移送中の角型容器を線源

として，遮蔽計算方法を示すために選定した線量率計算箇所のガンマ線線源強度

及びガンマ線エネルギスペクトルを第2.1.1-1表及び第2.1.1-2表に示す。線源室

は，遮蔽計算方法を示すために選定した線量率計算箇所に隣接する場所として，雑

固体を詰めたドラム缶等について第11貯蔵室及び第4搬送室とし，移送中の角型容
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器に関して地下2階東西第1廊下とする。 

また，雑固体廃棄物処理系の雑固体(よう素フィルタ)を詰めた角型容器を線源

とした場合のガンマ線線源強度及びガンマ線エネルギスペクトルを第2.1.2-1表

及び第2.1.2-2表に示し，その際の線源室は，遮蔽計算方法を示すために選定した

線量率計算箇所に隣接するフィルタ貯蔵室とする。 
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第2.1-1表 遮蔽設計用燃料仕様 

項   目 

燃 料 仕 様 

・雑固体廃棄物処理系 

(地下2階東西第1廊下) 

・廃溶媒処理系 

・雑固体廃棄物処理系 

(フィルタ貯蔵室， 

第11貯蔵室，第4搬送室) 

領域区分 1体領域 1日平均領域 

初期濃縮度(wt%) 3.0 3.5 

燃焼度(MWd/t・Upr) 55,000 45,000 

比出力(MW/t・Upr) 60 60 

冷却期間(y) 4 4 

燃料型式 
PWR燃料＊ 

(17×17型)(2)(3) 

PWR燃料＊ 

(17×17型)(2)(3) 

注記 ＊：PWR燃料は，発電用の軽水減速，軽水冷却，加圧水型原子炉の使用済 

ウラン燃料を示す。 
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第2.1.1-1表 各線源機器のガンマ線線源強度及びガンマ線エネルギスペクトル 

線源室名 線源機器名 線源強度 
核種 

組成 

ガンマ線 

エネルギ 

スペクトル＊1 

第8貯蔵室 
ドラム缶 

(廃溶媒処理系圧縮成型体) 
3.8×1011(Bq/本) S5 S5D 

第11貯蔵室 ドラム缶等(雑固体) 5.8×1012(Bq) S5 S5D 

第4搬送室 ドラム缶等(雑固体) 8.3×1010(Bq)＊2 S5 S5D 

地下2階東西 

第1廊下 
角型容器(雑固体) 1.6×1013(Bq/体) S1 S1M 

注記 ＊1：ガンマ線エネルギスペクトルを第2.1.1-2表に示す。 

また，Mは１体領域，Dは1日平均領域を示す。 

    ＊2：第4搬送室と第6搬送室の境界(有人フォークリフト取合位置)近傍のドラム缶

等(雑個体)を線源機器として線源強度を設定する。 
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第2.1.1-2表 ガンマ線エネルギスペクトル 

(photon/s/Bq)      

群番号 
上限エネルギ 

(MeV) 
S1M＊ S5D＊ 

1 2.00×10-2 1.8×10-1 4.2×10-1 

2 3.00×10-2 4.3×10-2 9.2×10-2 

3 4.50×10-2 4.5×10-2 6.2×10-2 

4 7.00×10-2 3.7×10-2 9.2×10-2 

5 1.00×10-1 2.5×10-2 5.9×10-2 

6 1.50×10-1 2.7×10-2 4.1×10-2 

7 3.00×10-1 2.1×10-2 6.1×10-2 

8 4.50×10-1 1.3×10-2 3.2×10-2 

9 7.00×10-1 2.8×10-1 1.7×10-1 

10 1.00×100 9.2×10-2 1.0×10-2 

11 1.50×100 1.6×10-2 1.3×10-2 

12 2.00×100 6.6×10-4 2.4×10-3 

13 2.50×100 4.5×10-4 7.4×10-4 

14 3.00×100 1.6×10-5 1.1×10-4 

15 4.00×100 2.0×10-6 1.4×10-5 

16 6.00×100 2.6×10-9 0.0 

17 8.00×100 3.0×10-10 0.0 

18 1.10×101 3.5×10-11 0.0 

合計 7.8×10-1 1.1×100 

注記 ＊：Mは1体領域，Dは1日平均領域を示す。 

ガンマ線エネルギスペクトルは，第2.1-1表の遮蔽計算用燃料仕様に基づき

ORIGEN2コードにより算出し，「Ⅱ－１－１ 遮蔽設計に関する基本方針」

の第4.1.2-1表の核種組成に従って合成することにより求める。 
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第2.1.2-1表 各線源機器のガンマ線線源強度及びガンマ線エネルギスペクトル 

線源室名 線源機器名 線源強度 核種組成 

ガンマ線 

エネルギ 

スペクトル＊ 

フィルタ貯蔵室 
角型容器 

(よう素フィルタ) 

1.3×1011(Bq/体) よう素-129 I-129 

4.4×109(Bq/体) よう素-131 I-131 

8.6×108(Bq/体) よう素-132 I-132 

6.1×109(Bq/体) よう素-133 I-133 

5.0×108(Bq/体) よう素-134 I-134 

2.4×109(Bq/体) よう素-135 I-135 

注記 ＊：ガンマ線エネルギスペクトルを第2.1.2-2表に示す。 
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第2.1.2-2表 ガンマ線エネルギスペクトル 

(photon/s/Bq) 

群 

番 

号 

上限 

エネルギ 

(MeV) 

核種のガンマ線エネルギスペクトル＊ 

I-129 I-131 I-132 I-133 I-134 I-135 

1 2.00×10-2 5.3×10-2 1.1×10-1 2.9×10-1 2.4×10-1 3.7×10-1 2.1×10-1 

2 3.00×10-2 6.8×10-1 6.7×10-2 6.9×10-2 4.9×10-2 8.9×10-2 4.3×10-2 

3 4.50×10-2 2.0×10-1 2.0×10-2 4.0×10-2 3.2×10-2 5.3×10-2 2.8×10-2 

4 7.00×10-2 8.6×10-4 1.6×10-2 5.5×10-2 4.4×10-2 7.3×10-2 3.8×10-2 

5 1.00×10-1 1.2×10-4 3.3×10-2 3.3×10-2 2.6×10-2 4.4×10-2 2.2×10-2 

6 1.50×10-1 6.5×10-6 4.2×10-3 2.4×10-2 1.6×10-2 7.7×10-2 1.4×10-2 

7 3.00×10-1 7.3×10-16 8.3×10-2 5.7×10-2 2.5×10-2 7.0×10-2 8.2×10-2 

8 4.50×10-1 0.0 7.9×10-1 4.0×10-2 1.5×10-2 1.6×10-1 6.3×10-2 

9 7.00×10-1 0.0 8.6×10-2 1.7×100 8.3×10-1 5.0×10-1 8.3×10-2 

10 1.00×100 0.0 1.5×10-2 1.1×100 8.0×10-2 1.9×100 1.0×10-1 

11 1.50×100 0.0 0.0 2.3×10-1 4.7×10-2 3.2×10-1 7.4×10-1 

12 2.00×100 0.0 0.0 2.2×10-2 2.7×10-5 1.4×10-1 2.4×10-1 

13 2.50×100 0.0 0.0 1.7×10-2 0.0 1.1×10-2 2.6×10-2 

14 3.00×100 0.0 0.0 4.2×10-4 0.0 2.0×10-3 0.0 

15 4.00×100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

16 6.00×100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

17 8.00×100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

18 1.10×101 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

合計 9.3×10-1 1.2×100 3.7×100 1.4×100 3.8×100 1.7×100 

注記 ＊：ガンマ線エネルギスペクトルは，ORIGEN2コードのライブラリを用いる。 
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2.2 建屋内の遮蔽設計区分 

本建屋内において，放射線業務従事者の立入り頻度及び立入り時間を考慮して設定し

た遮蔽設計区分を第2.2-1図(1)～第2.2-1図(5)に示す。 
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第2.2-1図(1) 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋 

遮蔽設計区分図       

地下3階平面図（T.M.S.L. 38.10）(単位：m) 
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第2.2-1図(2) 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋 

遮蔽設計区分図       

地下2階平面図（T.M.S.L. 43.60）(単位：m)
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第2.2-1図(3) 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋 

遮蔽設計区分図       

地下1階平面図（T.M.S.L. 49.80）(単位：m)
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第2.2-1図(4) 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋 

遮蔽設計区分図       

地上1階平面図（T.M.S.L. 55.30）(単位：m) 
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第2.2-1図(5) 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋 

遮蔽設計区分図       

地上2階平面図（T.M.S.L. 60.80）(単位：m)
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3. 遮蔽計算 

遮蔽計算では，室外の線源機器からの線量率と室内の線源機器からの線量率を合計し，

その合計値が当該室の基準線量率を満足することを示す。この際，室外の線源機器に対す

る計算点は，各方位の側壁からの寄与については床上2mまでの範囲の壁表面，床からの寄

与については床の表面，天井からの寄与については床上2mの位置とし，また，室内の線源

機器に対する計算点は当該機器から1m離れた位置として，これらの計算点における線量

率計算結果を足し合わせる。なお，線量率計算箇所に隣接する室に線源が存在しない場合

には，側壁，床，天井を遮蔽計算の対象としない。 

 

3.1 計算モデル 

本建屋の遮蔽計算に用いる各線源機器の形状は，その線源となる部分の幾何条件を

模擬する。すなわち，ドラム缶等についてはドラム缶等を貯蔵する配置空間中の空気の

体積比を考慮して均質化した直方体に，雑固体を詰めた移送中の角型容器については

移送経路と線量率計算箇所までの距離が十分に離れていることを考慮して点線源にモ

デル化するなど，簡単な形状にモデル化する。本建屋における遮蔽計算方法を示すため

に選定した線量率計算箇所の各線源機器の形状のモデル化は，以下に示すとおりであ

る。 

また，計算モデルを第3.1-1図(1)～第3.1-1図(5)に示す。 

  (1) ドラム缶(廃溶媒処理系圧縮成型体) 

   ・形状：直方体 
   ・寸法：52m×17m×高さ3.3m 

  (2) ドラム缶等(雑固体) 

   ・形状：直方体 
   ・寸法：54m×19m×高さ4.0m 

  (3) ドラム缶等(雑固体) 

   ・形状：直方体 

   ・寸法：16m×7.3m×高さ2.5m 

  (4) 角型容器(雑固体) 

   ・形状：点 
(5) 角型容器(よう素フィルタ) 

   ・形状：直方体 
   ・寸法：34m×7.4m×高さ4.0m 

 

 3.2 線量率計算箇所及び遮蔽計算代表点 

   遮蔽計算方法を示すために選定した線量率計算箇所（遮蔽計算代表点）は，「3.1 

計算モデル」でモデル化した線源に対して設定する。設定した遮蔽計算代表点を「4. 

遮蔽計算結果のまとめ」の第4.-1図(1)～第4.-1図(3)に示す。 

   遮蔽計算代表点以外の線量率計算箇所は，各階の遮蔽設計区分に基づく基準線量率

を満足していることを確認するため，遮蔽設計区分毎に設定する。設定した線量率計

算箇所を「4. 遮蔽計算結果のまとめ」の第4.-2図(1)～第4.-2図(5)に示す。 

 

3.3 計算コード 

線量率計算には，三次元点減衰核積分計算コードQAD-CGGP2(4)(5)又はQAD-CGGP2R(4)(5)

を用いる。 
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3.4 線量率換算係数 

  (1) ガンマ線 

ICRP Publication 74(6)の換算係数及び実効換算係数(7)を用いて実効線量を計算する，

若しくは実効線量の値は1センチメートル線量当量(実効線量当量)の値を下回ること

から，ICRP Publication 51(8)の換算係数及び実効換算係数(9)(10)を用いて1センチメー

トル線量当量を計算し，この値を実効線量の値として扱う。 

 

3.5 遮蔽材 

遮蔽材は，建屋内の床，壁，天井を考慮する。遮蔽材の材料は，普通コンクリートで

あり，その密度は2.15g/cm3とする。 

 

102 102



 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

(平面図) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A－A断面 

(立面図) 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3.1-1図(1) 計算モデル 

           （第８貯蔵室まわり） 
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(平面図) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A－A断面 

(立面図) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3.1-1図(2) 計算モデル 

           （第11貯蔵室まわり） 
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第3.1-1図(3) 計算モデル 

                  （第４搬送室－第６搬送室境界位置） 
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第3.1-1図(4) 計算モデル 

                （地下２階東西第１廊下まわり） 
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A－A断面 
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第3.1-1図(5) 計算モデル 

             （フィルタ貯蔵室まわり） 
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4. 遮蔽計算結果のまとめ 

  本建屋における遮蔽計算方法を示すために選定した線量率計算箇所と遮蔽計算を行う

側壁，床，天井の施工厚さを第4.-1図(1)～第4.-1図(3)に，それ以外の線量率計算箇所に

ついては，第4.-2図(1)～第4.-2図(5)に示す。 

  また，遮蔽計算方法を示すために選定した線量率計算箇所における線量率計算結果を

第4.-1表に，それ以外の線量率計算結果を第4-2表に示す。 

  第4.-1表及び第4.-2表に示す計算結果より，各計算箇所での線量率は，「Ⅱ－１－１ 

遮蔽設計に関する基本方針」の第3.1-1表の基準線量率を満足している。 
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第 4.-1 図(1) 第 2 低レベル廃棄物貯蔵建屋における遮蔽計算方法を示す 

ために選定した線量率計算箇所と施工厚さ 

地下２階平面図（T.M.S.L. 43.60）(単位：m) 
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第 4.-1 図(2) 第 2 低レベル廃棄物貯蔵建屋における遮蔽計算方法を示す 

ために選定した線量率計算箇所と施工厚さ 

地下１階平面図（T.M.S.L. 49.80）(単位：m)
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第 4.-1 図(3) 第 2 低レベル廃棄物貯蔵建屋における遮蔽計算方法を示す 

ために選定した線量率計算箇所と施工厚さ 

地上１階平面図（T.M.S.L. 55.30）(単位：m) 
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第4.-1表 遮蔽計算方法を示すために選定した線量率計算箇所における線量率計算結果 

線量率計算箇所 

施工厚さ 

(cm) 

各線源室か

らの線量率 

(μSv/h)＊1 

合計 

線量率 

(μSv/h) 

計算 

対象室 
図番号 

計算箇所 

(遮蔽設

計区分) 

隣接線源室 

電気盤 

第2室 

第4.-1図 

(1) 

(地下1階) 

P1 

(I2) 

西 
地下2階東

西第1廊下 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

100 
0.034 

2.6 

北 
フィルタ貯

蔵室 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

70 
2.6 

第1搬 

出入室 

第4.-2図 

(3) 

(地上1階) 

P2 

(I1) 

床 第8貯蔵室 
普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

120 
0.043 

0.043 

北 第11貯蔵室 
普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

125 
＜0.001 

第6 

搬送室 

第4.-2図 

(3) 

(地上1階) 

P3 

(I3) 

床 第8貯蔵室 
普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

80 
2.4 

26 

西 第4搬送室 -*2 20 

南 第13貯蔵室 
普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

30 
2.0 

北 第12貯蔵室 
普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

30 
2.0 

注記 ＊1：本計算においては，コンクリートの施工厚さに対して施工誤差(-1cm)を考

慮し評価している。 

    ＊2：第6搬送室西側は第4搬送室との境界(有人フォークリフト取合い位置)がシャ

ッターであるため，本計算においては遮蔽を考慮しない。 
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第4.-2図(1) 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋 

線量率計算箇所       

地下３階平面図（T.M.S.L. 38.10）(単位：m) 
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第4.-2図(2) 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋 

線量率計算箇所       

地下２階平面図（T.M.S.L. 43.60）(単位：m) 
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第4.-2図(3) 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋 

線量率計算箇所       

地下１階平面図（T.M.S.L. 49.80）(単位：m)
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第4.-2図(4) 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋 

線量率計算箇所      

地上1階平面図（T.M.S.L. 55.30）(単位：m)

A4.1 

(P3) 

A4.4 
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第4.-2図(5) 第2低レベル廃棄物貯蔵建屋 

線量率計算箇所       

地上2階平面図（T.M.S.L. 60.80）(単位：m)
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第4.-2表 線量率計算結果(1/7) 

計算 

対象室 
図番号 

計算箇所 

(遮蔽設計

区分) 

隣接線源室 
施工厚さ 

(cm) 

各線源室か

らの線量率 

(μSv/h)＊ 

合計 

線量率 

(μSv/h) 
線源室名 線源機器名 線源強度 

エネルギ 

スペクトル 

極々低 

レベル廃液 

サンプ室 

第4.-2図

(1) 

(地下3階) 

A1.1 

(I2) 

北 
第3貯蔵

室 

ドラム缶

(廃溶媒処

理系圧縮成

型体) 

3.8×1011 

(Bq/本) 
S5D 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

90 
0.84 

0.84 

西 
南リフ

タ 

ドラム缶

(廃溶媒処

理系圧縮成

型体) 

3.8×1011 

(Bq/本) 
S5D 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ

80 
0.0041 

注記 ＊：本計算においては，コンクリートの施工厚さに対して施工誤差(-1cm)を考慮し評価している。 
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第4.-2表 線量率計算結果(2/7) 

計算 

対象室 
図番号 

計算箇所 

(遮蔽設計

区分) 

隣接線源室 
施工厚さ 

(cm) 

各線源室か

らの線量率 

(μSv/h)＊ 

合計 

線量率 

(μSv/h) 
線源室名 線源機器名 線源強度 

エネルギ 

スペクトル 

南第1階段

室第3附室 

第4.-2図

(3) 

(地下1階) 

A3.1 

(I2) 

北 
第10貯

蔵室 

ドラム缶

(廃溶媒処

理系圧縮成

型体，遮蔽

材付き) 

3.8×1011 

(Bq/本) 
S5D 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

70 
0.65 

0.65 

西 

南リフ

タ 

(地下1

階) 

ドラム缶

(廃溶媒処

理系圧縮成

型体) 

3.8×1011 

(Bq/本) 
S5D 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

80 
0.0026 

注記 ＊：本計算においては，コンクリートの施工厚さに対して施工誤差(-1cm)を考慮し評価している。 
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第4.-2表 線量率計算結果(3/7) 

計算 

対象室 
図番号 

計算箇所 

(遮蔽設計

区分) 

隣接線源室 
施工厚さ 

(cm) 

各線源室か

らの線量率 

(μSv/h)＊1 

合計 

線量率 

(μSv/h) 
線源室名 線源機器名 線源強度 

エネルギ 

スペクトル 

第6搬送室 

第4.-2図

(4) 

(地上1階) 

A4.1 

(I3) 

北 
第11貯

蔵室 

ドラム缶等

(雑固体) 

5.8×1012 

(Bq) 
S5D 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

30 
2.3 

6.9 

西 
第12貯

蔵室 

ドラム缶等

(雑固体) 

1.5×1012 

(Bq) 
S5D 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

30 
2.3 

床 
第8貯蔵

室 

ドラム缶

(廃溶媒処

理系圧縮成

型体) 

3.8×1011 

(Bq/本) 
S5D 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

80 
2.4 

注記 ＊1：本計算においては，コンクリートの施工厚さに対して施工誤差(-1cm)を考慮し評価している。 
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第4.-2表 線量率計算結果(4/7) 

計算 

対象室 
図番号 

計算箇所 

(遮蔽設計

区分) 

隣接線源室 
施工厚さ 

(cm) 

各線源室か

らの線量率 

(μSv/h)＊ 

合計 

線量率 

(μSv/h) 
線源室名 線源機器名 線源強度 

エネルギ 

スペクトル 

第11貯蔵室 

第4.-2図

(4) 

(地上1階) 

A4.2 

(I4) 

自

室

内 

第11貯

蔵室 

ドラム缶等

(雑固体) 

5.8×1012 

(Bq) 
S5D － 287 

310 

床 
第7貯蔵

室 

ドラム缶

(廃溶媒処

理系圧縮成

型体) 

3.8×1011 

(Bq/本) 
S5D 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

60 
23 

注記 ＊：本計算においては，コンクリートの施工厚さに対して施工誤差(-1cm)を考慮し評価している。 
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第4.-2表 線量率計算結果(5/7) 

計算 

対象室 
図番号 

計算箇所 

(遮蔽設計

区分) 

隣接線源室 
施工厚さ 

(cm) 

各線源室か

らの線量率 

(μSv/h)＊ 

合計 

線量率 

(μSv/h) 
線源室名 線源機器名 線源強度 

エネルギ 

スペクトル 

建物外 

第4.-2図

(4) 

(地上1階) 

A4.3 

(I1) 
南 

第11貯

蔵室 

ドラム缶等

(雑固体) 

5.8×1012 

(Bq) 
S5D 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

115 
<0.001 <0.001 

注記 ＊：本計算においては，コンクリートの施工厚さに対して施工誤差(-1cm)を考慮し評価している。 
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第4.-2表 線量率計算結果(6/7) 

計算 

対象室 
図番号 

計算箇所 

(遮蔽設計

区分) 

隣接線源室 
施工厚さ 

(cm) 

各線源室か

らの線量率 

(μSv/h)＊ 

合計 

線量率 

(μSv/h) 
線源室名 線源機器名 線源強度 

エネルギ 

スペクトル 

南第1階段

室第4附室 

第4.-2図

(4) 

(地上1階) 

A4.4 

(I2) 
西 

地上1階

東西第1

廊下 

ドラム缶等

(雑固体) 

1.4×1012 

(Bq) 
S5D 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

40 
0.50 0.50 

注記 ＊：本計算においては，コンクリートの施工厚さに対して施工誤差(-1cm)を考慮し評価している。 
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第4.-2表 線量率計算結果(7/7) 

計算 

対象室 
図番号 

計算箇所 

(遮蔽設計

区分) 

隣接線源室 
施工厚さ 

(cm) 

各線源室か

らの線量率 

(μSv/h)＊ 

合計 

線量率 

(μSv/h) 
線源室名 線源機器名 線源強度 

エネルギ 

スペクトル 

空調機械室 

第4.-2図

(5) 

(地上2階) 

A5.1 

(I2) 
床 

第13貯

蔵室 

ドラム缶等

(雑固体) 

3.0×1012 

(Bq) 
S5D 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

60 
0.045 0.045 

第7搬送室 
A5.2 

(I3) 
床 

第10貯

蔵室 

ドラム缶

(廃溶媒処

理系圧縮成

型体，遮蔽

材付き) 

3.8×1011 

(Bq/本) 
S5D 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ 

60 
1.9 1.9 

注記 ＊：本計算においては，コンクリートの施工厚さに対して施工誤差(-1cm)を考慮し評価している。 
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別紙４－６ 

 

計算機プログラム（解析コード）の

概要

本添付書類は，発電炉に対応する書類がないことから，

発電炉との比較を行わない。 
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1. はじめに 

  本資料は，添付資料「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」において使用

した解析コードについて説明するものである。 

  添付書類「Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書」において使用した解析コ

ードの使用状況の一覧，解析コードの概要を以降に記載する。 
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別紙１ QAD-CGGP2R 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅱ－２－１－１ 
第２低レベル廃棄物貯蔵建屋からの平常時における

直接線及びスカイシャイン線による線量の評価 
1.04 

Ⅱ－２－２－１ 
第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の建屋内の放射線遮蔽

に関する計算書 
1.04 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
QAD-CGGP2R 

開発機関 日本原子力研究開発機構（（財）高度情報科学研究機構） 

開発時期 2001年（初版開発時期 1967年） 

使用した 

バージョン 
1.04 

使用目的 

第２低レベル廃棄物貯蔵建屋からの直接線による周辺監視区域境界

の線量評価，第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の建屋内の遮蔽設計に係

る線量評価 

コードの概要 

QAD-CGGP2R（以下「本解析コード」という。）は，米国ロスアラモ

ス国立研究所で開発されたガンマ線の物質透過を計算するための点

減衰核積分コード「QAD」をベースとし，旧日本原子力研究所がＩＣ

ＲＰ1990年勧告の国内関連法令・規則への取入れに合わせて，実効

線量を計算できるように改良した最新バージョンである。 

本解析コードは，線源を直方体，円筒，球の形状に構成でき，任

意の遮蔽材で構成される体系のガンマ線実効線量率を計算する。 

詳細を「3. 点減衰核積分計算コード(QAD－CGGP2R)の概要」に示

す。 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

・計算機能が適正であることは，後述する妥当性確認の中で確認し

ている。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された要件

を満足していることを確認している。 

・本解析コードは，線量率評価を実施するコードであり，計算に必

要な主な条件は線源条件，幾何形状条件である。これら評価条件

が与えられれば線量率評価は可能であり，使用目的に記載する評

価に適用可能である。 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

・第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の直接線による周辺監視区域境界の

線量評価及び建屋内の遮蔽設計に係る線量評価は，下記妥当性確

認内容と合致している。 

 

130 130



(つづき) 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

・JRR-4散乱実験室でのコンクリート透過実験の実験値（「原子

力第1船遮蔽効果確認実験報告書」JNS-4（日本原子力船開発

事業団,1967））とQADコードの計算値を比較している。 

・このコンクリート透過実験の実験値と計算値の比較の詳細

が，「ガンマ線遮蔽設計ハンドブック」（1988年１月，社団

法人 日本原子力学会）に示されている。 

・測定値と計算値を比較した結果，概ね一致していることを確

認している。 

・東北電力株式会社女川原子力発電所第２号機の工事計画認可

申請(原規規発第2112231号)(2021年12月)，東京電力株式会

社柏崎刈羽原子力発電所第７号機の工事計画認可申請(原規

規発第2010147号)(2020年10月)及び日本原子力発電株式会社

東海第二発電所の工事計画認可申請(原規規発第1810181

号)(2018年10月)において，本申請と同じ使用目的での実績

を有することを確認している。 

・本申請において使用するバージョンは，上記の先行施設にて

使用しているものと同じであることを確認している。 

・原子力発電所放射線遮へい設計規定(JEAC-4615-2008)(日本

電気協会 原子力規格委員会 平成20 年６月)において，放射

線の遮蔽計算が可能な検証例や実績がある計算コードを使用

することが求められており，実績がある計算コードとして，

本解析コードが示されていることを確認している。 
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3. 点減衰核積分計算コード(QAD－CGGP2R(1)(2))の概要 

 QADコードは，点減衰核積分法によりガンマ線の遮蔽解析を行うコードで，米国ロスア

ラモス国立研究所で開発された。 

 点減衰核積分法は，線源領域を微小体積の線源に分割し，その個々の線源を点線源と

して評価点におけるガンマ線束(ビルドアップ係数により散乱線の寄与を考慮)を求め，

各線源エネルギについて線源領域で積分する方法である。単位体積あたりエネルギEの

光子を毎秒S個放出する点等方線源による任意の点におけるガンマ線線量率は, 

 

D(r) = K�
S(r′) B(μ|r − r′|, E) exp (−𝜇𝜇|r − r′|)

4π|r− r′|2
𝑑𝑑𝑑𝑑

V
 

 

 と表される。ここで， 

    r          : ガンマ線線量率を評価する計算点 

    r’         : 体積V中での線源の位置 

    V       : 線源領域の体積 

    |r-r'|        : 線源点とガンマ線強度評価点間の距離 

    µ         : エネルギEにおけるガンマ線の線減衰係数 

    B(μ|r-r'|,E) : 線量ビルドアップ係数 

    K             : ガンマ線束から線量率への換算係数 

 である。QADコードでは，点，球，円筒，直方体等の三次元形状を取扱うことができる。 

  QAD－CGGP2Rコードは，旧日本原子力研究所がＩＣＲＰ1990 年勧告の国内関連法令・規

則への取入れに合わせて，実効線量を計算できるように改良した最新バージョンであり，

コードに内蔵した実効換算係数(3)(4)により実効線量が算出可能である。また，本解析コー

ドでは，GP近似式により計算される照射線量ビルドアップ係数(5)を内蔵している。 
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4．参考文献 
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別紙２ ANISN 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅱ－２－１－１ 
第２低レベル廃棄物貯蔵建屋からの平常時における

直接線及びスカイシャイン線による線量の評価 
ANISN-W 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ANISN 

開発機関 
米国オークリッジ国立研究所（（財）高度情報科

学研究機構） 

開発時期 1970 年（初期開発時期 1967 年） 

使用した 

バージョン 
ANISN-W 

使用目的 
第２低レベル廃棄物貯蔵建屋からのスカイシャイン線による周辺監

視区域境界の線量評価 

コードの概要 

ANISN（以下「本解析コード」という。）は，米国オークリッジ国

立研究所で開発された，１次元多群輸送方程式を離散座標Sn法で解

く計算プログラムである。 

本解析コードの計算形状は，１次元形状（球，無限平板，無限円

筒）であり，中性子及びガンマ線の輸送問題等を解くことができる。 

本解析コードでは，計算形状内での中性子及びガンマ線の線束が

計算され，線量率換算係数を乗じることにより，線量率を計算する

ことができる。 

 詳細を「3. 一次元輸送計算コード(ANISN)の概要」に示す。 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

・計算機能が適正であることは，後述する妥当性確認の中で確認し

ている。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された要件

を満足していることを確認している。 

・本解析コードは，線量率評価を実施するコードであり，計算に必

要な主な条件は線源条件，幾何形状条件である。これら評価条件

が与えられれば線量率評価は可能であり，使用目的に記載する評

価に適用可能である。 

・別計算機コードDOTによる検証について，「原子炉施設からのスカ

イシャイン線量評価手引」（昭和54年3月 財団法人 原子力安

全研究協会）に示されており，固体廃棄物保管庫天井から漏えい

するガンマ線束の計算結果が両者よく一致していることを確認し

ている。 
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(つづき) 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 

・第２低レベル廃棄物貯蔵建屋のスカイシャイン線に係る線量率評

価は，下記妥当性確認内容と合致している。 

(1) ガンマ線 

・ガンマ線について，固体廃棄物貯蔵庫を線源とした線量評価

が，ANISNコードとG33コードの結合計算法によって実施され

ている。 

・この固体廃棄物貯蔵庫での測定値と計算値の比較の詳細が，

「ガンマ線スカイシャインの線量評価に関する研究」成果報

告会・予稿集（昭和54年9月 財団法人 原子力安全研究協会）

に示されている。 

・測定値と計算値を比較した結果，概ね一致していることを確

認している。 

(2) 中性子 

・中性子について，原子力第1船遮蔽効果確認実験のうち核分裂

中性子を線源としたコンクリート透過後の線量評価が，ANISN

コードで実施されている。 

・この核分裂中性子を線源としたコンクリート透過試験の測定

値と計算値の比較の詳細が，「中性子遮蔽設計ハンドブック」

(1993年4月，社団法人 日本原子力学会)に示されている。 

・測定値と計算値を比較した結果，概ね一致していることを確

認している。 

(3) 共通 

・本解析コードは米国オークリッジ国立研究所で開発された1

次元多群輸送方程式を離散座標Sn 法で解くプログラムであ

り，上記文献と第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の解析とで解析

体系に有意な差異はない。また，遮蔽解析体系は深層透過

（遮蔽材中の放射線透過計算）と散乱線（遮蔽材隙間や薄い

箇所からの散乱放射線計算）に大別されるが，上記文献では

主に本解析コードによる深層透過を対象として解析／測定値

との比較がされており，同じく主に深層透過を対象としてい

る第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の解析の妥当性確認としては

適切である。 
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（つづき） 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

・東北電力株式会社女川原子力発電所第２号機の工事計画認可

申請(原規規発第2112231号)(2021年12月)及び東京電力株式

会社柏崎刈羽原子力発電所第７号機の工事計画認可申請(原

規規発第2010147号)(2020年10月)において，本申請と同じ使

用目的での実績を有することを確認している。 

・本申請において使用するバージョンは，上記の先行施設にて

使用しているものと同じであることを確認している。 

・原子力発電所放射線遮へい設計規定(JEAC-4615-2008)(日本

電気協会 原子力規格委員会 平成20年６月)において，放射

線の遮蔽計算が可能な検証例や実績がある計算コードを使用

することが求められており，実績がある計算コードとして，

本解析コードが示されていることを確認している。 
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3. 一次元輸送計算コード(ANISN(1))の概要 

 ANISNコードは一次元ボルツマン輸送方程式を米国ロスアラモス国立研究所で開発さ

れたディスクリートオーディネートSn法に基づいて数値計算により解くコードである。 

 一次元ボルツマン輸送方程式は，位置，エネルギ及び進行方向からなる位相空間の体

積要素内における粒子の生成と消滅の釣り合いを表現したもので与えられる。 

 

Ω��⃗ ・∇φ�r, E,Ω��⃗ �+ ∑ (𝑟𝑟,𝐸𝐸)𝑡𝑡 ・φ�r, E,Ω��⃗ �  

=  ∬φ�r, E,Ω��⃗ ′� ∑ �r, E′ → E,Ω��⃗ ′ → Ω��⃗ �𝑠𝑠 𝑑𝑑𝐸𝐸′ 𝑑𝑑 Ω��⃗
′
+ 𝑆𝑆�r, E,Ω��⃗ �  

 

  ここで 

    φ�r, E,Ω��⃗ � : 角度線束(位置rで単位ベクトルΩ��⃗方向の 単位立体角あたりに進むΩ��⃗

に垂直な面を単位時間に通過する粒子の数) 

∑ (𝑟𝑟,𝐸𝐸)𝑡𝑡    : 全断面積 

∑ �r, E′ → E,Ω��⃗ ′ → Ω��⃗ �𝑠𝑠  : 散乱断面積あるいは中性子線による二次ガンマ線の生成

断面積 

𝑆𝑆�r, E,Ω��⃗ �  : 外部線源 

  ディスクリートオーディネートSn法は上式における位置，エネルギ及び進行方向を離

散的に取扱い，差分型階差方程式の繰返しによる収束計算を行う手法である。 

  計算体系として，ANISNコードは一次元形状の無限平板，無限円柱及び球を取扱うこと

ができる。 

 

4．参考文献 

 (1) W.W.Engle, Jr., “A Users Manual for ANISN : A One Dimensional Discrete 

Ordinates Transport Code with Anisotropic Srattering”, K-1693(1697) 
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別紙３ G33-GP2R 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅱ－２－１－１ 
第２低レベル廃棄物貯蔵建屋からの平常時における

直接線及びスカイシャイン線による線量の評価 
1.00 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
G33-GP2R 

開発機関 日本原子力研究開発機構（（財）高度情報科学研究機構） 

開発時期 2001年（初版開発時期 1964年） 

使用した 

バージョン 
1.00 

使用目的 
第２低レベル廃棄物貯蔵建屋からのスカイシャイン線による周辺監

視区域境界の線量評価 

コードの概要 

G33-GP2R（以下「本解析コード」という。）は，米国ロスアラモ

ス国立研究所で開発されたガンマ線多群散乱計算プログラム「G33」

をベースとし，旧日本原子力研究所がICRP1990年勧告の国内関連法

令・規則への取入れに合わせて，実効線量を計算できるように改良

した最新バージョンである。 

 本解析コードは点等方線源からの一回散乱を計算する。散乱は，

クライン－仁科の式に基づき計算する。散乱が起こる領域は直角，

球，円筒座標により指定し，遮蔽材は平板，球，円筒又は二次曲面

により入力することができる。 

 詳細を「3. 一回散乱計算コード(G33-GP2R)の概要」に示す。 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

・計算機能が適正であることは，後述する妥当性確認の中で確認し

ている。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示された要件

を満足していることを確認している。 

・本解析コードは，線量率評価を実施するコードであり，計算に必

要な主な条件は線源条件，幾何形状条件である。これら評価条件

が与えられれば線量率評価は可能であり，使用目的に記載する評

価に適用可能である。 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 

・第２低レベル廃棄物貯蔵建屋のスカイシャイン線に係る線量率評

価は，下記妥当性確認内容と合致している。 

・固体廃棄物貯蔵庫を線源とした線量評価が，ANISNコードとG33コ

ードの結合計算法によって実施されている。 
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(つづき) 

検証 

(Verification) 

及び 

妥当性確認 

(Validation) 

・この固体廃棄物貯蔵庫での測定値と計算値の比較の詳細が，「ガ

ンマ線スカイシャインの線量評価に関する研究」成果報告会・予

稿集（昭和54年９月 財団法人 原子力安全研究協会）に示され

ている。 

・測定値と計算値を比較した結果，概ね一致していることを確認し

ている。 

・東北電力株式会社女川原子力発電所第２号機の工事計画認可申請

(原規規発第2112231号)(2021年12月)，東京電力株式会社柏崎刈

羽原子力発電所第７号機の工事計画認可申請(原規規発第2010147

号)(2020年10月)及び日本原子力発電株式会社東海第二発電所の

工事計画認可申請(原規規発第1810181号)(2018年10月)におい

て，本申請と同じ使用目的での実績を有することを確認してい

る。 

・本申請において使用するバージョンは，上記の先行施設にて使用

しているものと同じであることを確認している。 

・原子力発電所放射線遮へい設計規定(JEAC-4615-2008)(日本電気

協会 原子力規格委員会 平成20年６月)において，放射線の遮蔽

計算が可能な検証例や実績がある計算コードを使用することが求

められており，実績がある計算コードとして，本解析コードが示

されていることを確認している。 
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3. 一回散乱計算コード(G33-GP2R(1)(2))の概要 

 G33コードは，米国ロスアラモス国立研究所で開発されたコードであり，点減衰核計算

法をもとにして1回散乱線を計算する機能を付け加え，さらに散乱点と評価点との間の等

価距離セグメントに対してビルドアップ係数を適用することにより,多重散乱の補正を

含んでいる。G33コードでは散乱領域は三次元形状が扱えるが，点線源しか取扱えないの

で，分布線源の場合には点線源強度に変換する必要がある。 

 点線源から放出され散乱領域に到達するガンマ線束φ1は 

𝜙𝜙1(E, r1) =  
S(E)
4𝜋𝜋r12

 exp (−𝜇𝜇r1) 

と表され，散乱体ｄｖよりθ方向に散乱され，評価点に到達するガンマ線束φ2は 

𝜙𝜙2(E′, x) =  𝜙𝜙1(E, r1)𝑛𝑛(𝑟𝑟1)
dσ
dΩ

(E,𝜃𝜃)
exp(−𝜇𝜇r2)

𝑟𝑟22
 𝐵𝐵(E′,𝜇𝜇′𝑟𝑟2) 

と計算される。ここで， 

    r1         : 点線源から散乱点までの距離 

    S(E)      : エネルギEのガンマ線線源強度 

    μ         : エネルギEにおけるガンマ線の線減衰係数 

    E’        : 散乱後のガンマ線エネルギ(E’＝ 
E

1+/0.511(1-cosθ)
 ) 

    x          : 点線源から評価点までの距離 

    n          : 散乱点の電子密度 

    
dσ

dΩ
       : 微分散乱断面積(クライン―仁科の式より求まる。) 

    θ       : 散乱角 

    r2         : 散乱点から評価点までの距離 

    μ’     : エネルギE’におけるガンマ線の線減衰係数 

    B(E',μ'r2): エネルギE’における線量ビルドアップ係数 

    V      : 散乱領域 

計算されたガンマ線束φ2に線量換算係数を乗じることにより，評価点における線量率

が求まる。 

  G33-GP2Rコードは，旧日本原子力研究所がICRP1990年勧告の国内関連法令・規則への

取入れに合わせて，実効線量を計算できるように改良した最新バージョンであり，原研 

田中らの実効換算係数 (3)(4)により実効線量が算出可能である。また，本解析コードで

は，GP近似式により計算される照射線量ビルドアップ係数(5)を内蔵している。 
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補足説明すべき項目の抽出
（第27条 遮蔽）

別紙５①

補足すべき事項

Ⅱ-1　放射線による被
ばくの防止に関する基
本方針

【基本的な考え方】
・放射線による被ばくの防止の基本方針を記載

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関
する基本方針

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関
する基本方針

【 基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【遮蔽設計の考え方】
・基本的な考え方を踏まえた遮蔽設計の考え方を記載

【直接線及びスカイシャイン線による線量の評価方法】
・再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の被ばく線量の評価方法を記載

＜遮蔽計算の方法：敷地及び周辺監視区域の変更＞
・事業変更許可において，敷地及び周辺監視区域を変更したことによ
り，直接線及びスカイシャインによる線量評価に用いる周辺監視区域
境界までの距離が一部方位において拡大する。評価条件は変更前の方
が保守側であるため，既存の評価結果に影響しないことを補足する。

[補足遮1]遮蔽設計の基本方針に関する既設工認申請書からの変更点に
ついて

Ⅱ-2-1-1 第2低レベル
廃棄物貯蔵建屋からの
平常時における直接線
及びスカイシャイン線
による線量の評価

【公衆の線量率の評価】
・第2低レベル廃棄物貯蔵建屋からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の被ばく線量評価に係
る評価条件と評価結果を記載

Ⅱ-2-1-2　再処理施設
に係る建屋からの平常
時における直接線及び
スカイシャイン線によ
る線量の評価

【公衆の線量率の評価】
・再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の被ばく線量に係る評価結果を記載

3

(2) 安全機能を有する施設は，管理区域その他再処理施設内の人が立ち入る場所における外部被ばく及
び内部被ばくによる線量を合理的に達成できる限り低減できるよう，遮蔽その他適切な措置を講ずる設
計とする。
a.　遮蔽その他適切な措置としては，放射線業務従事者の作業性等を考慮して，遮蔽，機器の配置，遠
隔操作，放射性物質の漏えい防止対策，換気等，所要の放射線防護上の措置を講ずる設計とする。
　なお，遠隔操作の設計については，第２章　個別項目の「4.1.3　制御室」に示す。また，放射性物
質の漏えい防止対策については，第１章　共通項目の「4.1　閉じ込め」に基づくものとし，換気の設
計については，第２章　個別項目の「5.1.1.4　換気設備」に示す。

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関
する基本方針

【 基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【遮蔽設計の考え方】
・基本的な考え方を踏まえた遮蔽設計の考え方を記載

※補足すべき事項の対象なし

4

b.　安全機能を有する施設は，取り扱う放射性物質の種類，量及びその移動を考慮し，放射線の遮蔽効
果のある機器，洞道，セル及び建屋の内部に放射性物質を収納し，これらを遮蔽設備として組み合わせ
る設計とする。
　遮蔽設備はセル遮蔽，補助遮蔽及び外部遮蔽から構成する。

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関
する基本方針

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【遮蔽設備の定義】
・遮蔽設備の種類及び使用する主な材質を記載

※補足すべき事項の対象なし

5   第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設と共用する。

Ⅵ-1-1-4-1　安全機能
を有する施設が使用さ
れる条件の下における
健全性に関する説明書

【悪影響防止】
【共用】
・第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設と共用するが，廃棄物管理施設から受
け入れる雑固体が再処理施設から発生する雑固体と表面線量当量率が同等であることを確認して保管
廃棄する設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

「16条　安全機能を有する施設」にて定める。

6
  共用する第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設から受け入れる雑固体が再処理
施設から発生する雑固体と表面線量当量率が同等であることを確認して保管廃棄する設計とすること
で，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

Ⅵ-1-1-4-1　安全機能
を有する施設が使用さ
れる条件の下における
健全性に関する説明書

【悪影響防止】
【共用】
・第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設と共用するが，廃棄物管理施設から受
け入れる雑固体が再処理施設から発生する雑固体と表面線量当量率が同等であることを確認して保管
廃棄する設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

「16条　安全機能を有する施設」にて定める。

＜遮蔽計算の条件：第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の線源条件(最大保管
廃棄能力)の変更＞
・事業変更許可において，第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の最大保管廃棄
能力を変更したことにより，当該建屋の線源条件が変更となった。本
変更が遮蔽設計に与える影響を補足する。

[補足遮2]第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の最大保管廃棄能力変更に伴う
遮蔽設計への影響について

基本設計方針 添付書類

1

8.　遮蔽
　安全機能を有する施設は，周辺監視区域外の線量及び放射線業務従事者の被ばく線量が，「核原料物
質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（以下「線量
告示」という。）に定められた線量限度を超えないことはもとより，公衆の被ばく線量及び放射線業務
従事者が立ち入る場所における線量を合理的に達成できる限り低くするため，以下の遮蔽等の対策を講
ずる設計とする。

2
(1) 安全機能を有する施設は，通常時の再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による周辺監視
区域外の線量が，線量告示で定められた線量限度を超えないようにするとともに，合理的に達成できる
限り低くなるよう，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。

※補足すべき事項の対象なし
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補足説明すべき項目の抽出
（第27条 遮蔽）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関
する基本方針

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【遮蔽設計の考え方】
・基本的な考え方を踏まえた遮蔽設計の考え方を記載

【遮蔽設計の区分及び基準線量率】
・放射線業務従事者が立ち入る場所について，立入り頻度及び立入り時間等を考慮して設定した遮蔽
設計区分及び基準線量率を記載

【遮蔽計算の評価方法】
・遮蔽計算における評価対象や評価方法を記載

＜遮蔽設計の基準線量率の設定：基準線量率の統一＞
・事業変更許可において，線量限度等を定める告示の変更より，I1区
分に二つの基準（基準線量当量率：6μSv/h，基準線量率：2.6μ
Sv/h）を併記していたものを現行の基準（基準線量率：2.6μSv/h）に
統一した。これによる建屋の遮蔽設計に影響はないことを補足する。

[補足遮1]　遮蔽設計の基本方針に関する既設工認申請書からの変更点
について

Ⅱ-2-2-1 第2低レベル
廃棄物貯蔵建屋の建屋
内の放射線遮蔽に関す
る計算書

【建屋内の線量率の評価】
・第2低レベル廃棄物貯蔵建屋内の線量率評価に係る評価条件と評価結果を記載

＜遮蔽計算の条件：第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の線源条件(最大保管
廃棄能力)の変更＞
・事業変更許可において，第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の最大保管廃棄
能力を変更したことにより，当該建屋の線源条件が変更となった。本
変更が遮蔽設計に与える影響を補足する。

[補足遮2]　第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の最大保管廃棄能力変更に伴
う遮蔽設計への影響について

8

d.　セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は貫通部がある場合で，開口部又は貫通部により基準線量率を超
えるおそれのある場合には，以下に示すような放射線漏えい防止措置を講じ，基準線量率を満足する設
計とする。
(a)　セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部については，線源を直接見通さないような場所に設置
する措置
(b)　セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部には，迷路構造，遮蔽材を設置する等の措置

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関
する基本方針

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【貫通部の措置】
・セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は貫通部がある場合における放射線の漏えい防止措置を記載

※補足すべき事項の対象なし

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関
する基本方針

【基本的な考え方】
・遮蔽設計の基本方針を記載

【線源の設定】
・再処理施設の特徴を考慮し，遮蔽設計上厳し条件となる燃料仕様及び線源条件を記載

【遮蔽計算に係る諸条件の設定】
・評価に使用する計算コード等の諸条件及び線量率の評価箇所の設定，線量率の合算等の考え方を記
載

※補足すべき事項の対象なし

Ⅱ-3　計算機プログラ
ム（解析コード）の概
要

【計算機プログラムの概要】
・評価で使用する計算機プログラムの概要を記載。

※補足すべき事項の対象なし

7
c.　再処理施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立入り頻度及び立入り時間を考慮した
遮蔽設計区分を設け，区分ごとに基準線量率を設定するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごと
の基準線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。

9
e.　遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に用いる線源，遮蔽材の形状及び材質，計算誤差等を考慮し，十
分な安全余裕を見込む。また，遮蔽計算においては，許認可において使用実績があり，信頼性のある計
算コードを使用する。
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補足説明すべき項目の抽出
（第27条 遮蔽）

別紙５②

展開要否 理由

3.1　遮蔽設計の基準線量率
＜遮蔽設計の基準線量率の設定：
基準線量率の統一＞

4.4　直接線及びスカイシャ
イン線による線量の評価方法

＜遮蔽計算の方法：敷地及び周辺
監視区域の変更＞

Ⅱ-2-1-1 第2低レベル廃棄物
貯蔵建屋からの平常時におけ
る直接線及びスカイシャイン
線による線量の評価

全般

Ⅱ-2-1-2　再処理施設に係る
建屋からの平常時における直
接線及びスカイシャイン線に
よる線量の評価

全般

Ⅱ-2-2-1 第2低レベル廃棄物
貯蔵建屋の建屋内の放射線遮
蔽に関する計算書

全般

＜遮蔽計算の条件：第2低レベル
廃棄物貯蔵建屋の線源条件(最大
保管廃棄能力)の変更＞

[補足遮2]
第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の最大保管廃棄能力変更に伴う遮蔽設
計への影響について

発電炉の補足説明資料には，本条文に該当する内容の資料はない。

基本設計方針からの展開で抽出された補足説明が必要な項目 発電炉の補足説明資料の説明項目

Ⅱ-1-1　遮蔽設計に関する基
本方針

[補足遮1]
遮蔽設計の基本方針に関する既設工認申請書からの変更点につい
て

発電炉の補⾜説明資料には本条⽂に該当する内容の資料はないが，基本設計⽅針から
の展開にて抽出された補⾜すべき事項があるため，別紙５③にて全体構成と分割申請
回次を整理する。
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補足説明すべき項目の抽出
（第27条 遮蔽）

別紙５③

１回 第１回　記載概要 ２回 第２回　記載概要

基準線量率の統一

事業変更許可において，線量限度等を定める告示の変更
より，I1区分に二つの基準（基準線量当量率：6μ
Sv/h，基準線量率：2.6μSv/h）を併記していたものを
現行の基準（基準線量率：2.6μSv/h）に統一した。こ
れによる建屋の遮蔽設計に影響はないことを補足する。

[補足遮1] - - 〇

事業変更許可において，線量限度等を定める告示の変更
より，I1区分に二つの基準（基準線量当量率：6μ
Sv/h，基準線量率：2.6μSv/h）を併記していたものを
現行の基準（基準線量率：2.6μSv/h）に統一した。こ
れによる建屋の遮蔽設計に影響はないことを補足する。

敷地及び周辺監視区域の変更

事業変更許可において，敷地及び周辺監視区域を変更し
たことにより，直接線及びスカイシャインによる線量評
価に用いる周辺監視区域境界までの距離が一部方位にお
いて拡大する。評価条件は変更前の方が保守側であるた
め，評価結果に影響しないことを補足する。

[補足遮1] - - 〇

事業変更許可において，敷地及び周辺監視区域を変更し
たことにより，直接線及びスカイシャインによる線量評
価に用いる周辺監視区域境界までの距離が一部方位にお
いて拡大する。評価条件は変更前の方が保守側であるた
め，評価結果に影響しないことを補足する。

事業変更許可において，第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の
最大保管廃棄能力を変更したことにより，当該建屋の線
源条件が変更となった。本変更が遮蔽設計に与える影響
を補足する。

[補足遮2] - - 〇

事業変更許可において，第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の
最大保管廃棄能力を変更したことにより，当該建屋の線
源条件が変更となった。本変更が遮蔽設計に与える影響
を補足する。

凡例
・「申請回次」について
〇：当該申請回次で新規に記載する項目又は当該申請回次で記載を追記する項目
△：当該申請回次以前から記載しており，記載内容に変更がない項目
－：当該申請回次で記載しない項目

記載概要
補足説明

すべき事項

申請回次

東海第二発電所　補足説明資料 再処理施設　補足説明資料

発電炉の補足説明資料には，本条文に該当す
る内容の資料はない。 1.　遮蔽設計の基本方針に関する既設工認申

請書からの変更点について

1-1

1-2

2.　第2低レベル廃棄物貯蔵建屋の最大保管廃
棄能力変更に伴う遮蔽設計への影響について
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別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ（第 2 回申請） 

 

変 更 前 変 更 後 

8. 遮蔽 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全機能を有する施設は，周辺監視区域外の線量及び放射線業務従事者の被ばく線量が，「核原料

物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（以下

「線量告示」という。）に定められた線量限度を超えないことはもとより，公衆の被ばく線量及び放

射線業務従事者が立ち入る場所における線量を合理的に達成できる限り低くするため，以下の遮蔽等

の対策を講ずる設計とする。 

 

(1) 安全機能を有する施設は，通常時の再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による周辺監

視区域外の線量が，線量告示で定められた線量限度を超えないようにするとともに，合理的に達成

できる限り低くなるよう，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。 

 

 

(2) 安全機能を有する施設は，管理区域その他再処理施設内の人が立ち入る場所における外部被ばく

及び内部被ばくによる線量を合理的に達成できる限り低減できるよう，遮蔽その他適切な措置を講

ずる設計とする。 

  a. 遮蔽その他適切な措置としては，放射線業務従事者の作業性等を考慮して，遮蔽，機器の配置，

遠隔操作，放射性物質の漏えい防止，換気等，所要の放射線防護上の措置を講ずる設計とする。 

 

        なお，遠隔操作の設計については，第２章 個別項目の「4.3 制御室」に示す。また，放射性

物質の漏えい防止対策については，第１章 共通項目の「4.1 閉じ込め」に基づくものとし，換

気の設計については，第２章 個別項目の「5.1.4 換気設備」に示す。 

 

    b. 安全機能を有する施設は，取り扱う放射性物質の種類，量及びその移動を考慮し，放射線の遮蔽

効果のある機器，洞道，セル及び建屋の内部に放射性物質を収納し，これらを遮蔽設備として組み

合わせる設計とする。 

        遮蔽設備はセル遮蔽，補助遮蔽及び外部遮蔽から構成する。 

 

8. 遮蔽 

 

 

 

 

 

 

 

 

  安全機能を有する施設は，周辺監視区域外の線量及び放射線業務従事者の被ばく線量が，「核原料

物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（以下

「線量告示」という。）に定められた線量限度を超えないことはもとより，公衆の被ばく線量及び放

射線業務従事者が立ち入る場所における線量を合理的に達成できる限り低くするため，以下の遮蔽等

の対策を講ずる設計とする。 

 

 (1) 安全機能を有する施設は，通常時の再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による周辺監

視区域外の線量が，線量告示で定められた線量限度を超えないようにするとともに，合理的に達成

できる限り低くなるよう，遮蔽その他適切な措置を講ずる設計とする。 

 

 

  (2) 安全機能を有する施設は，管理区域その他再処理施設内の人が立ち入る場所における外部被ばく

及び内部被ばくによる線量を合理的に達成できる限り低減できるよう，遮蔽その他適切な措置を講

ずる設計とする。 

     a. 遮蔽その他適切な措置としては，放射線業務従事者の作業性等を考慮して，遮蔽，機器の配置，

遠隔操作，放射性物質の漏えい防止，換気等，所要の放射線防護上の措置を講ずる設計とする。 

 

         なお，遠隔操作の設計については，第２章 個別項目の「4.3 制御室」に示す。また，放射

性物質の漏えい防止対策については，第１章 共通項目の「4.1 閉じ込め」に基づくものと

し，換気の設計については，第２章 個別項目の「5.1.4 換気設備」に示す。 

 

    b. 安全機能を有する施設は，取り扱う放射性物質の種類，量及びその移動を考慮し，放射線の遮

蔽効果のある機器，洞道，セル及び建屋の内部に放射性物質を収納し，これらを遮蔽設備として

組み合わせる設計とする。 

        遮蔽設備はセル遮蔽，補助遮蔽及び外部遮蔽から構成する。 

 

遮蔽①-2 

【凡例】 

：既設工認に記載されている内容と同様 
 
：既設工認に記載されている内容と全く同じではないが、既設 
 工認の記載を詳細展開した内容であり、設計上実施していたもの 
 
：既認可等のエビデンス 

既設工認 添付書類Ⅱ（第１回申請） 

既設工認 添付書類Ⅱ（第１回申請） 

既設工認 添付書類Ⅱ（第１回申請） 

既設工認 添付書類Ⅱ（第１回申請） 

遮蔽①-1 

遮蔽①-3 

遮蔽①-4 

【凡例】 

第 1回申請箇所を下線で示す。 
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別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ（第 2 回申請） 

 

変 更 前 変 更 後 

 

 

 

 

 

  c. 再処理施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立入り頻度及び立入り時間を考慮し

た遮蔽設計区分を設け，区分ごとに基準線量率を設定するとともに，管理区域を適切に区分し，区

分ごとの基準線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。 

 

  d. セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は貫通部がある場合で，開口部又は貫通部により基準線量率

を超えるおそれのある場合には，以下に示すような放射線漏えい防止措置を講じ，基準線量率を

満足する設計とする。 

   (a) セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部については，線源を直接見通さないような場所に

設置する措置 

      (b) セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部には，迷路構造，遮蔽材を設置する等の措置 

 

 

    e. 遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に用いる線源，遮蔽材の形状及び材質，計算誤差等を考慮

し，十分な安全余裕を見込む。また，遮蔽計算においては，許認可において使用実績があり，信

頼性のある計算コードを使用する。 

 

        第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設と共用する。共用する第２低レベ

ル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽は，廃棄物管理施設から受け入れる雑固体が再処理施設から発生す

る雑固体と表面線量当量率が同等であることを確認して保管廃棄する設計とすることで，共用に

よって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

  c. 再処理施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立入り頻度及び立入り時間を考慮し

た遮蔽設計区分を設け，区分ごとに基準線量率を設定するとともに，管理区域を適切に区分し，区

分ごとの基準線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。 

 

  d. セル遮蔽及び外部遮蔽に開口部又は貫通部がある場合で，開口部又は貫通部により基準線量率

を超えるおそれのある場合には，以下に示すような放射線漏えい防止措置を講じ，基準線量率を

満足する設計とする。 

    (a) セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部については，線源を直接見通さないような場所に

設置する措置 

      (b) セル遮蔽及び外部遮蔽の開口部及び貫通部には，迷路構造，遮蔽材を設置する等の措置 

 

 

    e. 遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に用いる線源，遮蔽材の形状及び材質，計算誤差等を考慮

し，十分な安全余裕を見込む。また，遮蔽計算においては，許認可において使用実績があり，信

頼性のある計算コードを使用する。 

 

既設工認 添付書類Ⅱ（第１回申請） 

遮蔽①-5 

既設工認 添付書類Ⅱ（第１回申請） 

遮蔽①-6 

既設工認 添付書類Ⅱ（第１回申請） 

遮蔽①-7 
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